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 四 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，
国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 




























































































   第４章 法令の制定 
第18条 この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。 
 






 一 社会教育法（昭和24年法律第207号）第１条 
 二 産業教育振興法（昭和26年法律第228号）第１条 
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 五 義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（昭和29年法律第157号）第
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 六 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第37条第１項 




 一 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第18条 
 二 構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第20条第17項 
 
－ 7 － 
２ 社会教育法［関係部分］ 
 
                               昭和24年６月10日 法律第207号 
                               最近改正 
                               平成20年６月11日 法律第59号  
 



























 一 社会教育に必要な援助を行うこと。 
 二 社会教育委員の委嘱に関すること。 
 三 公民館の設置及び管理に関すること。 
 四 所管に属する図書館，博物館，青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関すること。 
 五 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。 
 六 講座の開設及び討論会，講習会，講演会，展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨励に関す
ること。 
－ 8 － 
 七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育に関す
る情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。 
 八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関すること。 
 九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
 十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に
関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること。 
 十一 運動会，競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
 十二 音楽，演劇，美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 







 十六 社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関すること。 
 十七 視聴覚教育，体育及びレクリエーションに必要な設備，器材及び資料の提供に関すること。 
 十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 




 一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。 
 二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，講習会の開催，資料の配布等に関するこ
と。 
 三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。 
 四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 
 五 その他法令によりその職務権限に属する事項 
 （教育委員会と地方公共団体の長との関係） 





   第２章 社会教育主事及び社会教育主事補 
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間を通算した期間が３年以上になる者で，次条の規定による社会教育主事の講習を修了したもの 
  イ 社会教育主事補の職にあつた期間 
  ロ 官公署，学校，社会教育施設又は社会教育関係団体における職で司書，学芸員その他の社会教
育主事補の職と同等以上の職として文部科学大臣の指定するものにあつた期間 











    （以下略） 












－ 10 － 
３ 博 物 館 法 
 
                               昭和26年12月１日 法律第285号 
                               最近改正 
                               平成20年６月11日 法律第59号  
 
 第１章 総則（第１条－第９条の２） 
 第２章 登録（第10条－第17条） 
 第３章 公立博物館（第18条－第26条） 
 第４章 私立博物館（第27条・第28条） 
 第５章 雑則（第29条） 
 附則 
 

























 二 分館を設置し，又は博物館資料を当該博物館外で展示すること。 
 三 一般公衆に対して，博物館資料の利用に関し必要な説明，助言，指導等を行い，又は研究室，実
－ 11 － 
験室，工作室，図書室等を設置してこれを利用させること。 
 四 博物館資料に関する専門的，技術的な調査研究を行うこと。 
 五 博物館資料の保管及び展示等に関する技術的研究を行うこと。 
 六 博物館資料に関する案内書，解説書，目録，図録，年報，調査研究の報告書等を作成し，及び頒
布すること。 
















































   第２章 登 録 
 






 一 設置者の名称及び私立博物館にあつては設置者の住所 
 二 名称 















 一 第２条第１項に規定する目的を達成するために必要な博物館資料があること。 
 二 第２条第１項に規定する目的を達成するために必要な学芸員その他の職員を有すること。 
 三 第２条第１項に規定する目的を達成するために必要な建物及び土地があること。 
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   第３章 公立博物館 
 
 （設 置） 
第18条 公立博物館の設置に関する事項は，当該博物館を設置する地方公共団体の条例で定めなければ
ならない。 

























 一 当該博物館について，第14条の規定による登録の取消があつたとき。 
 二 地方公共団体が当該博物館を廃止したとき。 
 三 地方公共団体が補助金の交付の条件に違反したとき。 
 四 地方公共団体が虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。 
 


















   附 則 
 （施行期日） 
１ この法律は，公布の日から起算して３箇月を経過した日から施行する。 



















   附 則［昭和31年６月30日 法律第163号］抄 
 （施行期日） 
１ この法律は，昭和31年10月１日から施行する。 
   附 則［昭和34年４月30日 法律第158号］抄 
 （施行期日） 
１ この法律は，公布の日から施行する。 







   附 則［昭和58年12月２日 法律第78号］抄 
１ この法律（第１条を除く。）は，昭和59年７月１日から施行する。 







－ 16 － 
   附 則［平成３年４月２日 法律第23号］抄 
 （施行期日） 
１ この法律は，平成３年７月１日から施行する。 
   附 則［平成３年４月２日 法律第25号］抄 
 （施行期日） 
１ この法律は，平成３年７月１日から施行する。 


















































































   附 則［平成11年12月22日 法律第160号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は，平成13年１月６日から施行する。 



























   附 則［平成19年６月27日 法律第96号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す
－ 19 － 
る。 




－ 20 － 
４ 博物館法施行令 
 
                               昭和27年３月20日 政令第47号 
                               最近改正 







 一 日本赤十字社 




 一 施設費 施設の建築に要する本工事費，附帯工事費及び事務費 
 二 設備費 博物館に備え付ける博物館資料及びその利用のための器材器具の購入に要する経費 
   附 則 
 この政令は，公布の日から施行する。 
 
   附 則［昭和28年９月８日 政令第275号］ 
 この政令は，公布の日から施行し，昭和28年９月１日から適用する。 
   附 則［昭和30年８月24日 政令第192号］抄 
１ この政令は，公布の日から施行し，昭和30年７月22日から適用する。 
   附 則［昭和31年６月30日 政令第222号］抄 
 （施行期日） 
１ この政令は，昭和31年10月１日から施行する。 




－ 21 － 
５ 博物館法施行規則 
 
                           昭和30年10月４日 文部省令第24号 
                           最近改正 





 第１章 大学において修得すべき博物館に関する科目の単位（第１条・第２条） 
 第２章 学芸員の資格認定（第３条－第17条） 
 第３章 博物館に相当する施設の指定（第18条－第24条） 
 第４章 雑則（第25条－第27条） 
 附則 
 






科  目 単位数
 生涯学習概論 １ 
 博物館概論 ２ 
 博物館経営論 １ 
 博物館資料論 ２ 
 博物館情報論 １ 
 博物館実習 ３ 
 視聴覚教育メディア論 １ 



























 一 学士の学位を有する者 
 二 大学に２年以上在学し，62単位以上を修得した者で３年以上学芸員補の職（法第５条第２項に規
定する職を含む。以下同じ。）にあつた者 
 三 教育職員の普通免許状を有し，３年以上教育職員の職にあつた者 
 四 ５年以上学芸員補の職にあつた者 





第     １     欄 第 ２ 欄 












































 一 学位規則（昭和28年文部省令第９号）による修士若しくは博士の学位又は専門職学位を有する者 
 二 大学において博物館に関する科目に関し２年以上教授，准教授，助教又は講師の職にあつた者 
 三 10年以上学芸員補の職にあつた者で都道府県の教育委員会の推薦する者 










 一 受験資格を証明する書類 
 二 履歴書（別記第二号様式により作成したもの） 
 三 住民票の写し（出願前６月以内に交付を受けたもの） 
 四 写真（出願前１年以内に脱帽して撮影した手札形の写真を葉書大の厚紙にはり付け，裏面に住 
所，氏名（ふりがなをつける。）及び生年月日を記載したもの） 
 五 試験認定の試験科目の免除を願い出る者については，その免除を受ける資格を証明する書類 
























上        欄 下    欄 
１ 試験認定を願い出る者 １科目につき1,300円 
２ 無試験認定を願い出る者       3,800円 
３ 合格証明書の書換又は再交付を願い出る者        700円 
４ 合格証明書の交付を願い出る者        700円 
５ 科目合格証明書の交付を願い出る者        700円 
 


























 一 当該施設の有する資料の目録 
 二 直接当該施設の用に供する建物及び土地の面積を記載した書面及び図面 
 三 当該年度における事業計画書及び予算の収支の見積に関する書類 




 一 博物館の事業に類する事業を達成するために必要な資料を整備していること。 
 二 博物館の事業に類する事業を達成するために必要な専用の施設及び設備を有すること。 
 三 学芸員に相当する職員がいること。 
 四 一般公衆の利用のために当該施設及び設備を公開すること。 




































   附 則［昭和41年11月２日 文部省令第42号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［昭和42年11月９日 文部省令第19号］抄 
 （施行期日） 
１ この省令は，昭和42年11月10日から施行する。 
   附 則［昭和46年６月１日 文部省令第22号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［昭和47年４月27日 文部省令第16号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［昭和50年７月26日 文部省令第27号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［昭和56年３月23日 文部省令第８号］ 
この省令は，昭和56年４月１日から施行する。 
   附 則［昭和58年５月10日 文部省令第21号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［昭和59年３月23日 文部省令第２号］ 
この省令は，昭和59年４月１日から施行する。 
   附 則［昭和62年３月28日 文部省令第４号］ 
この省令は，昭和62年４月１日から施行する。 
   附 則［平成元年３月29日 文部省令第８号］ 
この省令は，平成元年４月１日から施行する。 
   附 則［平成元年４月１日 文部省令第18号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［平成３年３月16日 文部省令第３号］ 
この省令は，平成３年４月１日から施行する。 
   附 則［平成３年６月19日 文部省令第31号］ 
この省令は，平成３年７月１日から施行する。 
－ 27 － 




   附 則［平成６年３月22日 文部省令第４号］ 
この省令は，平成６年４月１日から施行する。 








 社会教育概論  １単位  生涯学習概論     １単位 
 博物館学    ４単位  博物館概論      ２単位 
 博物館経営論     ２単位 
 博物館資料論     １単位 
 博物館情報論     １単位 
 視聴覚教育   １単位  視聴覚教育メディア論 １単位 





 社会教育概論  生涯学習概論 
 視聴覚教育  視聴覚教育メディア論 
 教育原理  教育学概論 
 
   附 則［平成９年３月18日 文部省令第１号］ 
この省令は，平成９年４月１日から施行する。 
   附 則［平成10年12月18日 文部省令第45号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［平成12年２月29日 文部省令第７号］ 
この省令は，平成12年４月１日から施行する。 
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   附 則［平成15年３月28日 文部科学省令第10号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［平成15年３月31日 文部科学省令第15号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この省令は，平成15年４月１日から施行する。 
   附 則［平成15年12月19日 文部科学省令第56号］ 
この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則［平成16年３月30日 文部科学省令第13号］ 
この省令は，平成16年４月１日から施行する。 
   附 則［平成16年３月31日 文部科学省令第15号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この省令は，平成16年４月１日から施行する。 






 一 学校教育法施行規則第８条第一号ロ 
 二 博物館法施行規則第９条第二号 
 三 大学設置基準第14条第四号 
 四 高等専門学校設置基準第11条第三号 
 五 短期大学設置基準第23条第五号 
 




  別記第１号様式 （用紙の大きさは日本工業規格Ａ４） 
  別記第２号様式 （用紙の大きさは日本工業規格Ａ４） 
  別記第３号様式 
  別記第４号様式 
  別記第５号様式 
  別記第６号様式 （用紙の大きさは日本工業規格Ａ４） 
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６ 独立行政法人国立科学博物館法 
 
                               平成11年12月22日 法律第172号  
                               最終改正 
                               平成20年12月26日 法律第95号 
 
 第１章 総則（第１条－第５条） 
 第２章 役員及び職員（第６条－第11条） 
 第３章 業務等（第12条・第13条） 
 第４章 雑則（第14条） 
 第５章 罰則（第15条・第16条） 
 附則 
 
   第１章 総 則 
 
 （目 的） 
第１条 この法律は，独立行政法人国立科学博物館の名称，目的，業務の範囲等に関する事項を定める
ことを目的とする。 
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   第２章 役員及び職員 
 



























 一 博物館を設置すること。 
 二 自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究を行うこと。 
 三 自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する資料を収集し，保管して公衆の観覧
に供するとともに，これらの業務に関連する調査及び研究（前号に掲げるものを除く。）を行うこと。 
 四 前号の業務に関連する講演会の開催，出版物の刊行その他の教育及び普及の事業を行うこと。 





 八 自然史に関する科学及びその応用に関する調査及び研究の指導，連絡及び促進を行うこと。 
－ 37 － 
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   附 則［平成12年５月26日 法律第84号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成12年６月１日から施行する。 

















































































































































































   附 則［平成19年３月30日 法律第７号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成19年４月１日から施行する。 





－ 44 － 
 ７ 公立博物館の設置及び運営上の望ましい基準 
 
                                   平成15年６月６日 
                                   文部科学省告示第113号  
 






























 四 二次資料又は音声，映像等を活用すること。 
 五 資料の理解又は鑑賞に資するための説明会，講演会等を行うこと。 
 六 展示資料の解説並びに資料に係る利用者の調査及び研究についての指導を行うこと。 
 （学習活動等） 
第５条 博物館は，利用者の教育活動に資するため，次に掲げる事項を実施するものとする。 



















































                                    昭和48年11月30日 
                                    文部省告示第164号 
                                    （平成15年６月廃止） 
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博物館の種類 必  要  な  施  設  及  び  設  備 
動 物 園 
 
植 物 園 






















博物館の種類 施   設   の   面   積 
動 物 園 
植 物 園 





－ 48 － 
（備考） この表中「平均同時利用者数」は，次の算式により算定するものとする。 
 
  年間利用者数（又は年間利用者見込数） × １日利用者１人 
  の平均利用時間数 
            年間公開時間数 
 







博物館の種類 資     料      数 
動 物 園 
植 物 園 
水 族 館 
65種325点ないし165種825点 
1,500種  6,000樹木 

















 四 二次資料又は視聴覚手段を活用すること。 
 五 資料の理解又は鑑賞に資するための説明会，講演会等を行うこと。 
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   前 文（抄）［平成10年12月７日 文部省告示第161号］ 
 公布の日から施行する。 
 




                             平成15年６月６日 15文科生第344号 
                             各都道府県教育委員会教育長あて 



























































































                  昭和48年11月30日 文社社第141号 
                  各都道府県教育委員会教育長あて 文部省社会教育局長通達 
                  （平成15年６月廃止） 
 
  「公立博物館の設置及び運営に関する基準」の告示について 
 昭和48年11月30日付けで「公立博物館の設置及び運営に関する基準」（文部省告示第164号）が告示さ
れましたので送付いたします。 


















 (1) 本条第１項では，都道府県が広域的団体であることにかんがみ，総合博物館を設置しない場合  





























 (3) 本条第２項の表に掲げる20平方メートルは，次の数式により算出したものである。 
















－ 54 － 
七 第８条関係 










  本条第１項の17人及び６人の職務内容別の内訳は，次の表に掲げるとおりである。 
 
区          分 都道府県立・指定都市立 市町村立 
ア 第８条の教育活動及び資料に
関する研究を担当する者 
８  人 ３  人 
イ 一次資料の収集，保管，展示
等を担当する者 
８  人 ３  人 
ウ 二次資料の収集，保管等を担
当するもの 







－ 55 － 
９ 学芸員補の職に相当する職等の指定 
 
                            平成８年８月28日 文部省告示第151号 
                            最近改正 



































                            平成８年８月28日 文部省告示第150号 
                            最近改正 



































－ 57 － 
11 社会教育法の解釈について（博物館等の所管） 
 
                  昭和25年１月10日 委社第324号 



























                         昭和27年２月９日 文社施第62号 












 (1) 登録原簿の様式（別紙参照） 







 (1) 登録申請書の提出 
 (2) 登録申請書の様式 






 (1) 登録審査方法 
 (2) 博物館資料目録の様式 






－ 59 － 
様式を定めることも必要であろう。 
Ⅳ 登録事項等の変更に関すること。 
 (1) 登録変更 
 (2) 添附書類の変更届 









 (1) 陳述の方法 






 (1) 博物館の登録及び登録変更 
 (2) 博物館の取消 





     （様式）博物館登録原簿 
登   録 登 録 変 更 登 録 変 更 
年 月 日 年 月 日
事 項 
記号番号 第 号
年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 
設置者の名
称又は住所 
   
名 称    
所 在 地    
備 考    
     （用紙寸法は，縦26センチ，横18センチとする。） 
 
－ 60 － 
13 博物館の登録審査基準要項について 
 
                     昭和27年５月23日 文社施第191号 





























































－ 62 － 
14 私立博物館の登録要件の審査について 
 
            昭和40年３月12日 40委社社第一号 

















                         昭和42年１月24日 文社社第48号 
















 第５条 次の各号の一に該当する者は，学芸員となる資格を有する。 
 
－ 63 － 
16 博物館に相当する施設の指定について 
 
                  昭和46年６月５日 文社社第22号 















設 置 者 名 施 設 名 所 在 地 




  博物館に相当する施設指定審査要項 
１ 施設 
 (1) 総合博物館，歴史博物館，民俗博物館，考古博物館，美術博物館，科学博物館について 
  ア 建物はおおよそ132㎡以上の延面積を有すること。 
  イ 陳列室，資料保管室，事務室等が整備されていること。 
 (2) 動物，植物園について 
  ア おおよそ1,320㎡以上の土地があること。 
  イ 動物収容施設，植栽園，事務室等が整備されていること。 
 (3) 水族館について 
  ア 展示用水槽が４個以上でかつ水槽面積の合計は360㎡以上であること。 




－ 64 － 
 (2) 所蔵資料は常に整理分類され保管されていること。 
３ 職員 
  職員は一般職員のほか，専門職員としてつぎのいずれかに該当する職員を有すること。 
 (1) 学芸員有資格者 
 (2) 学芸員に相当する者 
   学芸員に相当する職員は少くともつぎによるものとする。 
  ア 高等学校卒の職員は   10年以上の経験を有する者 
  イ 短期大学卒の職員は   ７年以上    〃 
  ウ 大学卒の職員は     ５年以上    〃 
４ 事業 
 (1) 展示は常設展はもとより，特別展なども行なつていること。 
 (2) 案内書，パンフレット，解説書等印刷物を定期的に刊行していること。 
 (3) 各種の講習会，講演会，映画会等が行なわれていること。 
 (4) 資料について調査研究活動が行なわれていること。 
 (5) その他各種の教育活動が配慮されていること。 
５ 運営 
 (1) 館園の設置規程，利用規則，職員組織規定等館園の運営に必要な諸規定が整備されていること。 
 (2) 開館日数が年間を通じ100日以上であること。 
 (3) 館の運営が年間を通じて一般に公開されていること。 
 (4) 年間利用者は，当該地域の人だけでなく，他地域の人にもわたつていること。 
 （注） (1) 当該施設の指定の審査にあたつては，必要に応じて実施について審査するものとする。 
     (2) 公立の施設にあつては，「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第32条（教育機関
の所管）の規程にもとづき，教育委員会が所管しなければならない。 




   博物館法施行規則第20条の官報公告参考例 
  ○○県教育委員会告示第○号 
  博物館法（昭和26年法律第285号）第29条に規定する博物館に相当する施設として昭和○○○年○月
○日次のとおり指定した。 
          昭和○○○年○月○日 
                            ○○県教育委員会 
 
施 設 名 所 在 地 設 置 名 
   
－ 65 － 
17 博物館法施行規則の一部改正等について 
 
                              昭和58年６月24日 文社社第71号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 

















 ① 博物館登録原簿記載写 













































－ 67 － 
18 博物館の整備・運営の在り方について 
 
                                    平成２年６月29日 
                                    社会教育審議会 




























 (1) 教育普及活動の多様化と充実 
   博物館における人々の学習活動を推進するためには，特に教育普及活動の充実が今後の重要な課
題である。また，学習相談の実施など学習のための各種のサービス提供等を行うよう努めることが
必要である。 












   さらに博物館は，資料・情報のネットワーク化を推進し，催物等の案内情報，所蔵資料の情報や
学習の機会・内容の情報等を来館者だけでなく，学習グループへの貸出など館外へサービスするこ
とも求められよう。 















 (2) 資料の充実と展示の開発 




   我が国の博物館は，欧米の博物館に比べて歴史が浅く，実物資料も十分ではない。実物資料の収
集が困難な場合など必要に応じ，生涯学習を支援する観点から，実物資料に関する模型，模造，模
写または複製の資料についても一層の活用を図ることが求められている。 






   そのためには，博物館の展示についての研究を奨励するとともに，研究誌等に展示に関する評価
－ 69 － 
が掲載されるようにしたり，国や地方公共団体等は，優れた展示を表彰することなどが望まれる。
また，学芸員の養成又は研修において展示に関する内容を充実する必要がある。 






 (3) 研究活動の充実 
   博物館における研究活動は，教育普及活動の基礎として一層の充実が望まれる。研究に基づいて
教育的価値の高い資料の収集に努めたり，研究の成果を展示その他の事業に生かして，人々の学習
活動の促進に資することが重要である。 




   博物館は研究活動の促進のため，国や民間等における助成制度を一層活用することが望まれるこ
とはいうまでもない。 
 
 (4) 学校教育との関係の緊密化 









   さらに，博物館が教員向けの講座を開設したり，教育委員会や学校と連携し，教員研修の一部に
博物館に関する内容が導入されるよう努めたり，また，学校に対する巡回展や資料の貸出などの博
物館と学校との連携事業も積極的に行うよう留意する必要がある。 




 (1) 博物館施設の整備・充実 
   博物館は人々の生涯学習を支援する上で極めて大きな可能性をもっている。博物館の整備の現状
をみると，地域により格差があり，人々の学習要求に十分に応える状況にはない。人々の多様な学
習を適切に援助していくためには，今後一層の施設の整備充実が必要である。博物館の整備に当た








 (2) 情報ネットワークの形成 
   近年，博物館においては利用者へのサービスとしてコンピュータを用いた検索システムを作成し，
所蔵資料に関する情報や催物の案内情報を提供しているところもあるが，ごく一部の例にとどまっ
ており不十分な状況にある。 
   そのため，博物館はコンピュータ等の情報メディアを活用し，博物館の概要，所蔵資料，事業活
動などの情報，さらには，博物館に関する種々の情報について利用者に提供できる体制を整備して
いくことが重要な課題となっている。 
   博物館は，生涯学習を振興するための重要な社会教育施設として，地域内の他の生涯学習関連施
設と協力して，生涯学習に関する情報提供を行うためのシステム構築に積極的に参画することが望
まれる。 
   このようなことから，今後博物館は情報化時代に応じた施設・設備の計画的な整備とともに，博
物館相互間や他の生涯学習関連施設との情報ネットワークの形成に努めることが必要である。 
   また，各国の博物館との情報ネットワークの形成も望まれる。 
 
 (3) 職員資質の向上 
   博物館が果たすべき役割の進展に対応して，博物館職員に求められる知識技術は多様化し，高度
化する傾向にある。 




   保存，修復などにあたる職員にあっては保存技術の進歩，情報処理技術の進展等に伴い，絶えず
新たな知識・技術を身につける必要に迫られている。 
   このことから，設置者はもとより，国，地方公共団体，博物館関係団体等においては，研修事業
の内容の拡充と館種別研修等の各種研修機会の一層の充実に努めるほか，民間資金等によるグルー
プや個人に対する研究助成の拡充や国内外の博物館相互の交換留学の導入も検討する必要がある。 
   また，学芸員の養成の在り方についての見直しを行うなど開かれた施設としての博物館職員の資
質の向上に努めることは多言を要しない。 
 
 (4) 運営基盤の充実等 
   博物館は，その活動を着実かつ継続的に実施するため，財源確保に努めるとともに，より一層効
果的な事業を行っていくことが必要であり事業内容・方法等について絶えず見直しを行うことが望
まれる。 
－ 71 － 
   また，税制上の優遇措置を積極的に活用するとともに，博物館活動に対する社会の理解を深め，
寄附の拡大などに努力することは当然である。 


























－ 72 － 
19 博物館法施行規則の一部改正について 
 
                              平成８年９月13日 文生社第135号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 















































 １ 博物館学     ４単位 
 ２ 教育原理     １単位 
 
















































 ４ ５年以上学芸員補の職にあつた者 
 ３ 社会教育概論   １単位 
 ４ 視聴覚教育    １単位 
 




























第５条   （同上） 
 
 １    （同上） 







 ４ ６年以上学芸員補の職にあつた者 



































 文 化 史 







考 古 学 
民 俗 学 
自 然 科 学 史 
物 理 
化 学 


























 ５    （同上） 
 
（試験認定の方法及び試験科目） 
第６条   （同上） 
 














博 物 館 学
 
教 育 原 理
社会教育概論














































 ２    （同上） 
 
－ 75 － 
20 博物館法施行規則の一部改正について 
 
                              平成８年９月13日 文生社第135号 
                              各国公私立大学長他あて 























生涯学習概論              １単位
博物館概論               ２単位
博物館経営論              １単位
博物館資料論              ２単位
博物館情報論              １単位
博物館実習               ３単位
視聴覚教育メディア論          １単位




















































































旧  規  則 新  規  則 
社会教育概論         １単位 生涯学習概論         １単位 
博物館学           ４単位 博物館概論          ２単位 
博物館経営論         １単位 
博物館資料論         ２単位 
博物館情報論         １単位 
視聴覚教育          1単位 視聴覚教育メディア論     １単位 
















－ 78 － 
学芸員養成科目の改善 
 
科目名・単位数 ね  ら  い 内     容 















































































    また，博物館経営論以下の３科目は，「博物館学各論」として統合して実施することができる。
ただし，その単位数は４単位を下らないものとする。 
  ２．博物館実習の単位数には，博物館実習に係る大学における事前及び事後の指導の１単位を含む。 




                                     平成９年３月31日 
                                     文部省告示第54号 
 





















   附 則 
 この告示は，平成９年４月１日から施行する。 




   附 則［平成14年８月29日 文部科学省告示第173号］ 
 この告示は，公布の日から施行する。 
 
 ［参照条文］ 所得税法施行令の一部を改正する政令（平成９年３月31日政令第103号）（抄） 
     第217条第１項第三号中…（略）…次のように加える。 
      カ 博物館法第２条第１項に規定する博物館（青少年教育への支援を行うものとして大蔵
省令で定める要件を満たすものに限る。）の設置運営に関する業務を行うことを主たる
－ 80 － 
目的とする法人 
         ※法人税法施行令についても同趣旨の改正あり（平成９年３月31日政令第104号）。 
 
        所得税法施行規則の一部を改正する省令（平成９年３月31日大蔵省令第26号）（抄） 
      第40条の７…（略）…第１項の次に次の一項を加える。 








                              平成10年４月17日 文生社第194号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 




















                            平成10年12月７日 文生社第254の２号 
                            各都道府県教育委員会教育長あて 













                                   平成10年３月31日 
                                   生涯学習局長裁定 










  ① 財産処分がやむを得ない事情によるものであること。 
  ② 従前行ってきた社会教育活動を確保すること。 
  ③ 住民サービスの低下を招かないものであること。 
 
 (1) 取り壊し 
   施設の全部又は一部について取り壊しの処分をする場合は，次の①～④のいずれかの条件を充た
すものとする。 
  ① 構造上危険な建物。（危険建物の判定については，公立学校施設に準ずる耐力度調査の結果によ
る） 
  ② 取り壊しする施設の従前行ってきた社会教育活動を代替施設において確保する場合。（その際，
－ 82 － 
耐用年数の残存期間については，代替施設で活動を維持することを条件とする。）ただし，当該代
替施設については，国庫補助を受けずに，地方公共団体単独で整備した施設であること。 
  ③ 法令等に基づき処分することが必要となり，その移転補償費等により代替施設を整備するなど，
社会教育活動を確保する場合。 
  ④ 災害又は火災により全壊，半壊，流失，全焼又は半焼した建物。 
 
 (2) 転 用 
   施設の全部又は一部について転用の処分をする場合は，次の①～③のいずれかの条件を充たすも
のとする。 




  ② 施設の全部又は一部を他の社会教育施設又は文部科学省が別に定める同種の事業を実施する類
似施設として無償で転用する（条例設置）場合。 
  ③ 施設の一部を当該施設本来の業務に支障のない範囲で，社会福祉施設，庁舎等の公的施設とし
て無償で転用する（条例設置）場合。 
 
 (3) 目的外使用 




 (4) 譲渡又は貸与 
   他の地方公共団体へ無償で譲渡又は貸与する場合は，次のいずれかの条件を充たすものとする。 




  ② 施設の全部を社会教育施設又は文部科学省が別に定める同種の事業を実施する類似施設として
譲渡又は貸与する（条例設置）場合。 
 
 (5) 代替施設の確保に関する扱い 











































  ① 公民館を公民館類似施設に転用する場合 
  ② 公民館の一部を他の社会教育施設，文化施設，社会体育施設に転用する場合 
  ③ 図書館を図書館同種施設に転用する場合 
  ④ 登録博物館を博物館相当施設又は博物館類似施設に転用する場合 
 




   ただし，地方公共団体単独で概ね従前の施設機能を上回る代替施設を整備又は別途文部科学大臣
の承認を受けた場合はこの限りではない。 
 










 (2) この場合において，都道府県教育委員会は意見を付するものとする。 
 
６ 附 則 
  この要領は，平成18年10月２日から適用する。 
 
－ 85 － 
様式１ 
文 書 番 号 
年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 











施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備  考 
   ｍ2
(    )
 
千円
(    )
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 
 (3) 代替施設の平面図 
 (4) 代替施設の条例（案） 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」・「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 








－ 86 － 
様式２ 
文 書 番 号 
年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 












施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備  考 
   ｍ2
(    )
 
千円
(    )
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 
 (3) 代替施設の平面図 
 (4) 代替施設の条例（案） 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」，「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                             平成14年８月28日 14文科生第419号 
                             各都道府県教育委員会教育長あて 











































－ 91 － 
（様式１） 
        「私立博物館における青少年に対する学習機会の充実に関する基準」 
        （平成９年文部省告示第54号）第２条（望ましい基準）を満たして 
         いることの確認希望 
 
                                  平成  年  月  日 
 
 文 部 科 学 大 臣  殿 
 
                                   博 物 館 名 






博物館名 館長名 登録年月日 所在地 
   〒 
設置法人名 代表者名 設立許可年月日 所在地 








  １ 「登録年月日」には，博物館法（昭和26年法律第285号）第10条の規定により，都道府県教育委
員会に備える博物館登録原簿に登録を受けた年月日を記入すること。 
  ２ 「望ましい基準に係る取組の概要」には，適宜参考となる資料を添付すること。 
 （備考）用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。 

























































































































－ 95 － 
26 動物の愛護及び管理に関する法律［関係部分］ 
 
                               昭和48年10月１日 法律第105号  
                               最終改正 
                               平成18年６月２日 法律第50号 
 
 第１章 総則（第１条－第４条） 
 第２章 基本指針等（第５条・第６条） 
 第３章 動物の適正な取扱い 
  第１節 総則（第７条－第９条） 
  第２節 動物取扱業の規制（第10条－第24条） 
  第３節 周辺の生活環境の保全に係る措置（第25条） 
  第４節 動物による人の生命等に対する侵害を防止するための措置（第26条－第33条） 
  第５節 動物愛護担当職員（第34条） 
 第４章 都道府県等の措置等（第35条－第39条） 
 第５章 雑則（第40条－第43条） 
 第６章 罰則（第44条－第50条） 
 附則 
 
   第１章 総 則 
 














   第２章 基本指針等 
    （以下略） 
 
－ 96 － 
   第３章 動物の適正な取扱い 


























 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては代表者の氏名 
 二 事業所の名称及び所在地  
 三 事業所ごとに置かれる動物取扱責任者（第22条第１項に規定する者をいう。）の氏名 
 四 その営もうとする動物取扱業の種別（販売，保管，貸出し，訓練，展示又は前項の政令で定める
取扱いの別をいう。以下この号において同じ。）並びにその種別に応じた業務の内容及び実施の方法 
 五 主として取り扱う動物の種類及び数  
 六 動物の飼養又は保管のための施設（以下この節において「飼養施設」という。）を設置していると
きは，次に掲げる事項 
  イ 飼養施設の所在地 
  ロ 飼養施設の構造及び規模 
  ハ 飼養施設の管理の方法 
 七 その他環境省令で定める事項 















 一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 
 二 この法律又はこの法律に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又
は執行を受けることがなくなつた日から２年を経過しない者 




 五 第19条第１項の規定により業務の停止を命ぜられ，その停止の期間が経過しない者 


























 一 死亡した場合 その相続人 
 二 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であつた者 
 三 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人 
 四 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合 その清算人 




















 四 第12条第１項第一号，第四号又は第六号のいずれかに該当することとなつたとき。 















































    （以下略） 



















                                平成16年４月30日 
                                環境省告示第33号 






































第２ 定 義 
 
 この基準において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 





 (2) 展示 飼養及び保管している動物を，不特定の者に見せること又は触れ合いの機会を提供するこ
とをいう。 
 (3) 販売 事業者が，動物を譲り渡すことをいう（無償で行うものを含む。）。 
 (4) 展示動物 次に掲げる動物をいう。 
  ア 動物園，水族館，植物園，公園等における常設又は仮設の施設において飼養及び保管する動物
（以下「動物園動物」という。） 
  イ 人との触れ合いの機会の提供，興行又は客よせを目的として飼養及び保管する動物（以下「触
れ合い動物」という。） 
  ウ 販売又は販売を目的とした繁殖等を行うために飼養及び保管する動物（畜産農業に係るもの及
び試験研究用又は生物学的製剤の製造の用に供するためのものを除く。以下「販売動物」という。） 
  エ 商業的な撮影に使用し，又は提供するために飼養及び保管する動物（以下「撮影動物」という。） 
 (5) 施設 動物を飼養及び保管するための施設をいう。 
 (6) 管理者 展示動物又は施設を管理する者（販売動物の販売を仲介する者を含む。）をいう。 





 (1) 飼養及び保管の方法 
   管理者及び飼養保管者は，動物の飼養及び保管に当たっては，次に掲げる事項に留意しつつ，展
示動物に必要な運動，休息及び睡眠を確保するとともに，健全に成長し，かつ，本来の習性が発現
できるように努めること。 
  ア 展示動物の種類，数，発育状況及び健康状態に応じて適正に給餌及び給水を行うこと。また，
展示動物の飼養及び保管の環境の向上を図るため，種類，習性等に応じ，給餌及び給水方法を工
夫すること。 








  エ 群れ等を形成する動物については，その規模，年齢構成，性比等を考慮し，できるだけ複数で
飼養及び保管すること。 
  オ 異種又は複数の展示動物を同一施設内で飼養及び保管する場合には，展示動物の組合せを考慮
－103－ 
した収容を行うこと。 
  カ 幼齢時に社会化が必要な動物については，一定期間内，親子等を共に飼養すること。 




 (2) 施設の構造等 
   管理者は，展示動物の種類，生態，習性及び生理に適合するよう，次に掲げる要件を満たす施設
の整備に努めること。特に動物園動物については，当該施設が動物本来の習性の発現を促すことが
できるものとなるように努めること。 
  ア 個々の動物が，自然な姿勢で立ち上がり，横たわり，羽ばたき，泳ぐ等日常的な動作を容易に
行うための十分な広さと空間を備えること。また，展示動物の飼養及び保管の環境の向上を図る
ため，隠れ場，遊び場等の設備を備えた豊かな飼養及び保管の環境を構築すること。 
  イ 排せつ場，止まり木，水浴び場等の設備を備えること。 
  ウ 過度なストレスがかからないように，適切な温度，通風及び明るさ等が保たれる構造にするこ
と，又はそのような状態に保つための設備を備えること。 
  エ 屋外又は屋外に面した場所にあっては，動物の種類，習性等に応じた日照，風雨等を遮る設備
を備えること。 




 (3) 飼養保管者の教育訓練等 











 (1) 施設の構造並びに飼養及び保管の方法  
   管理者及び飼養保管者は，展示動物の飼養及び保管に当たり，次に掲げる措置を講じることによ
り，展示動物による人への危害及び環境保全上の問題等の発生の防止に努めること。 
  ア 施設は，展示動物が逸走できない構造及び強度とすること。 
  イ 施設の構造並びに飼養及び保管の方法は，飼養保管者が危険を伴うことなく作業ができるもの
とすること。 
－104－ 
  ウ 施設について日常的な管理及び保守点検を行うとともに，定期的に巡回を行い，飼養及び保管
する展示動物の数及び状態を確認すること。 
 
 (2) 有毒動物の飼養及び保管 




 (3) 逸走時対策 








 (4) 緊急事態対策 














































 (1) 展示方法 
   動物園動物又は触れ合い動物の展示に当たっては，次に掲げる事項に留意しつつ，動物本来の形
態，生態及び習性を観覧できるようにすること。 
  ア 障害を持つ動物又は治療中の動物を展示する場合は，観覧者に対して展示に至った経緯等に関
する十分な説明を行うとともに，残酷な印象を与えないように配慮すること。 
  イ 動物園動物又は触れ合い動物の飼養及び保管を適切に行う上で必要と認められる場合を除き，
本来の形態及び習性を損なうような施術，着色，拘束等をして展示しないこと。 
  ウ 動物に演芸をさせる場合には，演芸及びその訓練は，動物の生態，習性，生理等に配慮し，動
物をみだりに殴打し，酷使する等の虐待となるおそれがある過酷なものとならないようにするこ
と。 
  エ 生きている動物を餌として与える場合は，その必要性について観覧者に対して十分な説明を行
うとともに，餌となる動物の苦痛を軽減すること。 
  オ 動物園動物又は触れ合い動物を展示施設において繁殖させる場合には，その繁殖が支障なく行
われるように，適切な出産及び営巣の場所の確保等必要な条件を整えること。 




 (2) 観覧者に対する指導 
   動物園動物又は触れ合い動物の観覧に当たっては，観覧者に対して次に掲げる事項を遵守するよ
うに指導すること。 
  ア 動物園動物又は触れ合い動物にみだりに食物等を与えないこと。 
  イ 動物園動物又は触れ合い動物を傷つけ，苦しめ，又は驚かさないこと。 
 
 (3) 観覧場所の構造等 
  ア 人に危害を加えるおそれ等のある動物園動物が観覧者に接触することができない構造にすると
ともに，動物園動物を観覧する場所と施設との仕切りは観覧者が容易に越えられない構造にする
こと。 





 (4) 展示場所の移動 








 (5) 展示動物との接触 
  ア 観覧者と動物園動物又は触れ合い動物が接触できる場合においては，その接触が十分な知識を
有する飼養保管者の監督の下に行われるようにするとともに，人への危害の発生及び感染性の疾
病への感染の防止に必要な措置を講ずること。 
  イ 観覧者と動物園動物及び触れ合い動物との接触を行う場合には，観覧者に対しその動物に過度
な苦痛を与えないように指導するとともに，その動物に適度な休息を与えること。 
 
２ 販 売 
  管理者及び飼養保管者は，販売に当たっては，次に掲げる事項に留意するように努めること。 
 
 (1) 展示方法 





 (2) 繁殖方法 
   遺伝性疾患が生じるおそれのある動物，幼齢の動物又は高齢の動物を繁殖の用に供さないこと。
また，みだりに繁殖させることによる過度の負担を避け，その繁殖の回数を適切なものとすること。 
 
 (3) 販売方法 
  ア 販売の方法は，幼齢の動物における社会化期の確保等，販売動物の種類に応じ，その生態，習
性及び生理に配慮した適切なものとすること。 
  イ 販売に当たっては，動物が命あるものであることにかんがみ，販売先における終生飼養の実施
の可能性を，確実な方法により確認すること。 












３ 撮 影 
  管理者及び飼養保管者は，撮影に当たっては，次に掲げる事項に留意するように努めること。 
 
 (1) 撮影方法 




 (2) 情報提供 
   撮影動物の貸出しに当たっては，撮影動物の健康及び安全の確保がなされるように，その取扱い
方法等についての情報の提供を詳細に行うこと。 
 










       平成19年12月３日 19生社教第72号 国総観資第96号 
       厚生労働省産業安全研究所附属産業安全技術館長，独立行政法人国立科学博物館長  
       独立行政法人国立文化財機構理事長，独立行政法人国立美術館理事長，博物館相当 
       各都道府県教育委員会，博物館担当所管課長，施設設置国立大学法人秋田大学長外あて 
       文部科学省生涯学習政策局社会教育課長，文化庁文化財部美術学芸課長，国土交通省 




















  （一）外国人観光客の来訪の促進 













                            平成20年６月11日 20文科生第167号 
                            内閣府政策統括官（共生社会政策担当） 
                            国立国会図書館長あて 
























 １ 社会教育法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第３条及び第５条関係） 
   ① 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たって，国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ，これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこと
により，生涯学習の振興に寄与するものとなるよう努めるものとすること。 




   ③ 教育委員会の事務に，次の事務を規定すること。 
   （ⅰ）家庭教育に関する情報の提供に関する事務 
   （ⅱ）情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に関する学習の機会
を提供するための講座の開設等の事務 
   （ⅲ）主として学齢児童及び学齢生徒に対する，学校の授業の終了後等に学校等を利用して行う
学習等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅳ）社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅴ）社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関する事務 
  イ 公民館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第32条及び第32条の２関
係） 
    公民館はその運営状況の評価及び改善並びにその運営に関する地域住民等関係者への情報提供
に努めるべきこととすること。 
  ウ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に係る諮問の例外（第13条関係） 




  エ 社会教育主事となる資格を得るために必要な実務経験の範囲の拡大（第９条の４関係） 
    社会教育主事となる資格を得るために必要な３年以上の実務経験の対象として，司書，学芸員
等，学校や社会教育施設における一定の職を加えること。 
  オ その他（第９条の３関係） 
   ① 社会教育主事は，学校が社会教育関係団体等の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，
その求めに応じて助言を行うことができることとすること。 
 
 ２ 図書館法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備（第３条及び第15条関係） 
   ① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用
して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事項を加えること。 
   ② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資することを加えるとともに，
図書館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等（第７条の２から第７条
の４まで関係） 
   ① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表することとする
こと。 
   ② 図書館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 司書等の資格取得要件の見直し及び資質の向上等（第５条及び第７条関係） 
   ① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科目を，文部科学省令
で定めることとすること。 
   ② 司書となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
－111－ 
   ③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること。 
   ④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めることとすること。 
  エ その他（第３条関係） 
   ① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電磁的記録」を含むこ
とを明示すること。 
 
 ３ 博物館法の一部改正関係（第３条及び第21条関係） 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備 
   ① 博物館が行う事業として，２のアの①と同様の改正を行うこと。 
   ② 博物館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 博物館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第９条及び第９条の２関
係） 
    博物館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 学芸員等に関する資格取得要件の見直し及び資質の向上（第５条及び第７条関係） 
   ① 学芸員となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ② 学芸員及び学芸員補の研修について，２のウの④と同様の改正を行うこと。 
  エ その他（第２条関係） 
   ① 博物館が収集・展示等を行う「博物館資料」について，２のエの①と同様の改正を行うこと。 
 
 ４ 施行期日等 
  ア この法律は，公布の日から施行すること。ただし，２のウの①に定める事項については，平成
22年４月１日から施行すること。（附則関係） 




 １ 社会教育主事講習等規程の一部改正関係 




 ２ 図書館法施行規則の一部改正関係 
  ア 司書の資格要件に関して，実務経験が必要とされる場合に，当該実務経験として評価されるも
のに官公署，学校又は社会教育施設において社会教育主事や学芸員その他の一定の職を加えるこ
とに伴い，司書講習の受講資格の必要な実務経験において所要の改正を行うこと。（第２条関係） 




 ３ 博物館法施行規則の一部改正関係 





 ４ 施行期日等 
  ア この省令は，公布の日から施行すること。（附則関係） 






  ア 社会教育法第９条の４第１号ロに規定する社会教育主事補の職と同等以上の職として以下の職
を追加又は削除すること。（一関係） 
   ① 内閣府及び文部科学省において青少年の健全な育成に関する事項の企画及び立案又は総合調
整に関する事務に従事する者の職を削除すること。 
   ② 大学等において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の機会の
提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
   ③ 社会教育施設において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の
機会の提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
  イ 社会教育法第９条の４第１号ハに規定する社会教育に関係のある事業における業務であって，
社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして以下の業務を追加すること。
（二関係） 
   ① アの②と同様の改正を行うこと。 
   ② アの③と同様の改正を行うこと。 
  ウ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ２ 司書補の職と同等以上の職の指定関係（平成20年告示第90号） 
  ア 図書館法第５条第１項第３号ハに規定する司書補の職と同等以上の職として以下の職を指定す
ること 









   ② 地方公共団体の教育委員会において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員
の職 
   ③ 学校において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ④ 社会教育施設において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ⑤ 社会教育主事の職 
   ⑥ 学芸員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ３ 学芸員補の職に相当する職等の指定の一部改正関係（平成20年告示第91号） 
  ア 博物館法第５条第２項に規定する学芸員補の職と同等以上の職として以下の職を追加すること。 
   ① 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。），大学共同利用機関法人，独立行政法
人国立科学博物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集，保
管，展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 
   ② 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集，保管，展示及び調査研究に関する
職務に従事する職員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ４ 公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準の一部改正関係（平成20年告示第92号） 
































































                               平成11年７月16日 法律第96号 
                               最近改正 
                               平成19年６月27日 法律第96号  
 
  第１章 総 則 
 





  第２章 文部科学省の設置並びに任務及び所掌事務 
   第１節 文部科学省の設置 





   第２節 文部科学省の任務及び所掌事務 






 一 豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成のための教育改革に関すること。 
 二 生涯学習に係る機会の整備の推進に関すること。 
 三 地方教育行政に関する制度の企画及び立案並びに地方教育行政の組織及び一般的運営に関する指
導，助言及び勧告に関すること。 
 四 地方教育費に関する企画に関すること。 
 五 地方公務員である教育関係職員の任免，給与その他の身分取扱いに関する制度の企画及び立案並
びにこれらの制度の運営に関する指導，助言及び勧告に関すること。 
 六 地方公務員である教育関係職員の福利厚生に関すること。 
 七 初等中等教育（幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校における教
育をいう。以下同じ。）の振興に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
 八 初等中等教育のための補助に関すること。 
 九 初等中等教育の基準の設定に関すること。 














 十六 大学及び高等専門学校における教育のための補助に関すること。 
 十七 大学及び高等専門学校における教育の基準の設定に関すること。 
 十八 大学及び高等専門学校の設置，廃止，設置者の変更その他の事項の認可に関すること。 
 十九 大学の入学者の選抜及び学位の授与に関すること。 
 二十 学生及び生徒の奨学，厚生及び補導に関すること。 



















 三十一 私立学校教職員の共済制度に関すること。 
 三十二 社会教育の振興に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
 三十三 社会教育のための補助に関すること。 
 三十四 青少年教育に関する施設において行う青少年の団体宿泊訓練に関すること。 
－119－ 
 三十五 通信教育及び視聴覚教育に関すること。 
 三十六 外国人に対する日本語教育に関すること（外交政策に係るものを除く。）。 
 三十七 家庭教育の支援に関すること。 
 三十八 公立及び私立の文教施設並びに地方独立行政法人が設置する文教施設の整備に関する指導及
び助言に関すること。 
 三十九 公立の文教施設の整備のための補助に関すること。 
 四十 学校施設及び教育用品の基準の設定に関すること。 
 四十一 学校環境の整備に関する指導及び助言に関すること。 
 四十二 青少年の健全な育成の推進に関すること（内閣府の所掌に属するものを除く。）。 
 四十三 体力の保持及び増進の推進に関すること。 
 四十四 科学技術に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 
 四十五 科学技術に関する研究及び開発（以下「研究開発」という。）に関する計画の作成及び推進に
関すること。 
 四十六 科学技術に関する関係行政機関の事務の調整に関すること。 
 四十七 科学技術に関する関係行政機関の経費の見積りの方針の調整に関すること。 
 四十八 学術の振興に関すること。 
 四十九 研究者の養成及び資質の向上に関すること。 
 五十 技術者の養成及び資質の向上に関すること（文部科学省に置かれる試験研究機関及び文部科学
大臣が所管する法人において行うものに限る。）。 





 五十三 科学技術に関する研究開発に係る交流の助成に関すること。 
 五十四 前二号に掲げるもののほか，科学技術に関する研究開発の推進のための環境の整備に関する
こと。 
 五十五 科学技術に関する研究開発の成果の普及及び成果の活用の促進に関すること。 
 五十六 発明及び実用新案の奨励並びにこれらの実施化の推進に関すること。 









 六十二 独立行政法人理化学研究所の行う科学技術に関する試験及び研究に関すること。 




 六十五 宇宙の利用の推進に関すること。 
 六十六 放射性同位元素の利用の推進に関すること。 
 六十七 資源の総合的利用に関すること（他の府省の所掌に属するものを除く。）。 
 六十八 原子力政策のうち科学技術に関するものに関すること。 
 六十九 原子力に関する関係行政機関の試験及び研究に係る経費その他これに類する経費の配分計画
に関すること。 






 七十三 原子力の安全の確保のうち科学技術に関するものに関すること。 
 七十四 放射線による障害の防止に関すること。 
 七十五 放射能水準の把握のための監視及び測定に関すること。 
 七十六 スポーツの振興に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
 七十七 スポーツのための助成に関すること。 
 七十八 国際的又は全国的な規模において行われるスポーツ事業に関すること。 
 七十九 スポーツに関する競技水準の向上に関すること。 




 八十二 文化の振興のための助成に関すること。 
 八十三 劇場，音楽堂，美術館その他の文化施設に関すること。 
 八十四 文化に関する展示会，講習会その他の催しを主催すること。 
 八十五 国語の改善及びその普及に関すること。 
 八十六 著作者の権利，出版権及び著作隣接権の保護及び利用に関すること。 
 八十七 文化財の保存及び活用に関すること。 
 八十八 アイヌ文化の振興に関すること。 
 八十九 宗教法人の規則，規則の変更，合併及び任意解散の認証並びに宗教に関する情報資料の収集
及び宗教団体との連絡に関すること。 
 九十 国際文化交流の振興に関すること（外交政策に係るものを除く。）。 
 九十一 ユネスコ活動（ユネスコ活動に関する法律（昭和27年法律第207号）第２条に規定するユネス
コ活動をいう。）の振興に関すること（外交政策に係るものを除く。）。 






 九十五 所掌事務に係る国際協力に関すること。 
 九十六 政令で定める文教研修施設において所掌事務に関する研修を行うこと。 
 九十七 前各号に掲げるもののほか，法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき文部科学省に属させ
られた事務 
   （以下略） 








                               平成12年６月７日 政令第251号 
                               最近改正 
                               平成19年12月12日 政令第363号  
 
    （略） 
 （大臣官房及び局並びに国際統括官の設置等） 
第２条 本省に，大臣官房及び次の七局並びに国際統括官１人を置く。 
  生涯学習政策局 
  初等中等教育局 
  高等教育局 
  科学技術・学術政策局 
  研究振興局 
  研究開発局 
  スポーツ・青少年局 
２ 大臣官房に文教施設企画部を，高等教育局に私学部を置く。 





 二 生涯学習に係る機会の整備の推進に関すること。 
 三 文部科学省の所掌事務に関する生涯学習に係る機会の整備に関する基本的な政策の企画及び立案
に関すること。 
 四 地域の振興に資する見地からの基本的な文教施策の企画及び立案並びに調整に関すること。 
 五 教育，スポーツ及び文化に係る情報通信の技術の活用に関する基本的な政策の企画及び立案並び
に推進に関すること。 





 九 教育，スポーツ，文化及び宗教に係る統計に関すること（他の所掌に属するものを除く。）。 
 十 外国の教育事情に関する調査及び研究に関すること。 
















 十九 社会教育のための補助に関すること（スポーツ・青少年局の所掌に属するものを除く。）。 
 二十 社会教育としての通信教育に関すること。 









 二十五 独立行政法人評価委員会社会教育分科会の庶務に関すること。 
 二十六 国立教育政策研究所の組織及び運営一般に関すること。 
 二十七 独立行政法人国立科学博物館の組織及び運営一般に関すること。 
 二十八 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第３条に規定する放送大学学園（以下単に「放送大
学学園」という。）の組織及び運営一般に関すること。 
    （以下略） 
 
      第２目 生涯学習政策局 
 （生涯学習政策局に置く課等） 
第26条 生涯学習政策局に，次の５課及び参事官１人を置く。 
  政策課 
  調査企画課 
  生涯学習推進課 
  社会教育課 
  男女共同参画学習課 
 （政策課の所掌事務） 
第27条 政策課は，次に掲げる事務をつかさどる。 






 四 地域の振興に資する見地からの基本的な文教政策の企画及び立案並びに調整に関すること。 
 五 中央教育審議会の庶務（初等中等教育分科会，大学分科会及びスポーツ・青少年分科会に係るも
のを除く。）に関すること。 
 六 国立教育政策研究所の組織及び運営一般に関すること。 





 二 教育，スポーツ，文化及び宗教に係る統計に関すること（他の所掌に属するものを除く。）。 
 三 外国の教育事情に関する調査及び研究に関すること。 
 （生涯学習推進課の所掌事務） 
第29条 生涯学習推進課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 生涯学習に係る機会の整備の推進に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。 










 七 学校開放のための補助に関すること（スポーツ・青少年局の所掌に属するものを除く。）。 




























 九 独立行政法人評価委員会社会教育分科会の庶務に関すること。 
 十 独立行政法人国立科学博物館の組織及び運営一般に関すること。 
 （男女共同参画学習課の所掌事務） 
第31条 男女共同参画学習課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 男女共同参画社会の形成の促進のための生涯学習に係る機会の整備の推進に関すること。 
 二 女性教育の振興に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
 三 女性教育のための補助に関すること。 
 四 公立及び私立の女性教育施設の整備に関する指導及び助言に関すること。 
 五 公立の女性教育施設の整備のための補助に関すること。 









 二 生涯学習に係る機会の整備（学習情報の提供に係るものに限る。）の推進に関すること。 
 三 視聴覚教育に関する連絡調整に関すること。 
 四 社会教育及び学校教育における視聴覚教育メディアの利用に関すること（高等教育局の所掌に属
するものを除く。）。 
    （以下略） 
－126－ 
    第５目 科学技術・学術政策局 
 （科学技術・学術政策局に置く課等） 
第54条 科学技術・学術政策局に，次の４課並びに計画官１人及び国際交流官１人を置く。 
  政策課 
  調査調整課 
  基盤政策課 
  原子力安全課 
    （以下略） 
 （基盤政策課の所掌事務） 
第57条 基盤政策課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 科学技術に関する制度一般に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 
 二 科学技術に関する研究者及び技術者に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関するこ
と。 
 三 科学技術に関する研究者及び技術者に関する関係行政機関の事務の調整に関すること。 
 四 科学技術に関する研究者及び技術者に関する関係行政機関の経費の見積りの方針の調整に関する
こと。 
 五 研究者の養成及び資質の向上に関すること（研究開発局の所掌に属するものを除く。）。 
 六 技術者の養成及び資質の向上に関すること（文部科学省に置かれる試験研究機関及び文部科学大
臣が所管する法人において行うものに限るものとし，研究開発局の所掌に属するものを除く。）。 
 七 技術士に関すること。 
 八 地域の振興に資する見地からする科学技術の振興であって文部科学省の所掌事務に係るものに関
すること。 
 九 科学技術に関する知識の普及並びに国民の関心及び理解の増進に関すること。 
 十 独立行政法人科学技術振興機構の組織及び運営一般に関すること。 
    （以下略） 
 
    第６目 研究振興局 
 （研究振興局に置く課） 
第61条 研究振興局に，次の７課を置く。 
  振興企画課 
  研究環境・産業連携課 
  情報課 
  学術機関課 
  学術研究助成課 
  基礎基盤研究課 
  ライフサイエンス課 
    （以下略） 
 （学術機関課の所掌事務） 
第65条 学術機関課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 学術に関する研究機関の研究体制の整備に関する企画及び立案並びに援助及び助言に関すること。 
－127－ 
 二 学術に関する研究機関の活動に関する情報資料の収集，保存及び活用に関すること。 
 三 学術に関する研究設備に関すること。 
 四 国立大学附置の研究所，国立大学の附属図書館及び大学共同利用機関における教育及び研究に関
すること（研究開発局及び他課の所掌に属するものを除く。）。 
 五 国立大学法人評価委員会大学共同利用機関法人分科会の庶務に関すること。 
 六 大学共同利用機関法人の組織及び運営一般に関すること。 
    （以下略） 
 
  第２章 文化庁 
   第２節 内部部局 
    第１款 長官官房及び部の設置等 
 （長官官房及び部の設置） 
第94条 文化庁に，長官官房及び次の２部を置く。 
  文化部 
  文化財部 
    （以下略） 
 
    第３目 文化財部 
 （文化財部に置く課等） 
第107条 文化財部に，次の３課及び参事官１人を置く。 
  伝統文化課 
  美術学芸課 
  記念物課 
 （伝統文化課の所掌事務） 
第108条 伝統文化課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 文化財部の所掌事務に関する総合調整に関すること。 
 二 文化財の保存及び活用に関する総合的な政策の企画及び立案に関すること。 
 三 文化財についての補助及び損失補償に関すること。 
 四 無形文化財，民俗文化財及び文化財の保存技術の保存及び活用に関すること。 
 五 アイヌ文化の振興に関すること（文化部の所掌に属するものを除く。）。 
 六 文化審議会文化財分科会の庶務に関すること。 
 七 前各号に掲げるもののほか，文化財部の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 
 （美術学芸課の所掌事務） 
第109条 美術学芸課は，次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 建造物以外の有形文化財の保存及び活用に関すること（伝統文化課の所掌に属するものを除く。）。 
 二 文化施設のうち美術館（独立行政法人国立美術館が設置するものを除く。）及び歴史に関する博物
館に関すること。 




 一 記念物の保存及び活用に関すること。 
 二 埋蔵文化財の保護に関すること。 
 （参事官の職務） 
第111条 参事官は，次に掲げる事務（伝統文化課の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 
 一 建造物である有形文化財の保存及び活用に関すること。 
 二 伝統的建造物群保存地区の保存及び活用に関すること。 
    （以下略） 






                               昭和31年６月30日 法律第162号  
                               最近改正 
                               平成19年６月27日 法律第98号 
 






 二 学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）の管理に関すること。 
 三 教育委員会及び学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること。 
 四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒，児童及び幼児の入学，転学及び退学に関すること。 
 五 学校の組織編制，教育課程，学習指導，生徒指導及び職業指導に関すること。 
 六 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 
 七 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。 
 八 校長，教員その他の教育関係職員の研修に関すること。 
 九 校長，教員その他の教育関係職員並びに生徒，児童及び幼児の保健，安全，厚生及び福利に関す
ること。 
 十 学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。 
 十一 学校給食に関すること。 
 十二 青少年教育，女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。 
 十三 スポーツに関すること。 
 十四 文化財の保護に関すること。 
 十五 ユネスコ活動に関すること。 
 十六 教育に関する法人に関すること。 
 十七 教育に係る調査及び指定統計その他の統計に関すること。 
 十八 所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること。 
 十九 前各号に掲げるもののほか，当該地方公共団体の区域内における教育に関する事務に関するこ
と。 
    （以下略） 
 
   第４章 教育機関 



































    （以下略） 








                               平成２年６月29日 法律第71号  
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                               平成14年３月31日 法律第15号 
 


















 二 住民の学習に対する需要及び学習の成果の評価に関し，調査研究を行うこと。 
 三 地域の実情に即した学習の方法の開発を行うこと。 




















































 一 生涯学習に係る機会の総合的な提供に関する基本的な事項 




 四 生涯学習に係る機会の総合的な提供に必要な事業に関する基本的な事項 


































    （以下略） 
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 第１章 総則（第１条－第６条） 
 第２章 基本方針（第７条） 






















   第１章 総 則 
 



























































































































































































































 (1) 第１次基本方針策定後の諸情勢の変化 
   第１次基本方針の策定後も，国内外の諸情勢は急速な変化を続け，文化芸術を取り巻く状況にも
大きな影響を与えている。 




   民間部門では，非営利活動やボランティア活動などが広がったことに伴い，民間と行政の協働に
よる新たな取組が進められ，企業のメセナ活動も多様な広がりを見せている。 
   公立文化施設に対しては，指定管理者制度の導入により，民間の新たな発想や方法（ノウハウ）
による効果的かつ効率的な運営が期待される一方で，これまで地域で培われてきた文化芸術活動の
安定的かつ継続的な展開が困難になるとの懸念も現場から指摘されている。 













 (2) 基本的視点 
  ⅰ) 文化力の時代を拓
ひら
く 
    美しい自然や歴史・伝統に基づく文化芸術は，人々に精神的な豊かさや感動を与えるとともに，
人々のコミュニケーションを活発化し，生きる勇気と喜びをもたらす普遍的な力を持っている。 










  ⅱ) 文化力で地域から日本を元気にする 








    地域の歴史や特色を表し，古来様々な形態で存在・継承されてきた文化財については，地域の
視点から総合的に把握し，地域住民の心のよりどころとしてその保存及び活用を図ることが望ま
れる。 
    さらに，今後，いわゆる「団塊の世代」の人々が定年を迎えることから，これらの人々が文化
芸術を享受し，地域の文化芸術活動に参加していくための環境を整備していく必要がある。 
  ⅲ) 国，地方，民間が相互に連携して文化芸術を支える 
    文化芸術は，国民の身近な生活に密着しているものであり，国民一人一人が文化芸術を支えて
いく環境を醸成し，文化芸術の享受，支援，創造，保護・継承のサイクル（循環）が実現する社
会を構築することが求められている。 
    文化芸術活動は国民の自発的，自主的な営みであることから，活動主体の個性や地域の特性に
応じたきめ細かい施策が大切である。 
    基本法制定後，地方公共団体では，新たに文化芸術振興のための条例の制定や推進計画等の策
定も数多くなされており，文化芸術の振興に当たっては，国民の生活に近い地方公共団体が高い
専門性と知識を備え，主たる役割を担うことが期待される。 





















 (1) 重点的に取り組むべき事項 
  ⅰ) 日本の文化芸術の継承，発展，創造を担う人材の育成 




    特に，文化芸術活動を支えるためには，文化施設や文化芸術団体の企画，運営及び文化芸術と
国民とを結び付ける業務等を行うアートマネジメント担当者や舞台技術者等の人材の育成を図る
必要がある。 





    こうした専門的人材の育成を図るとともに，地域や学校等における質の高い文化ボランティア
活動を活発にするための環境整備を図ることが必要である。 
  ⅱ) 日本文化の発信及び国際文化交流の推進 
    日本文化の発信及び国際文化交流を進める際には，それらの活動が国のイメージに大きな影響
を与え，他方で世界の平和や繁栄にも貢献するという意味で外交的側面も有するという観点や，
国内の文化芸術振興という観点に留意しつつ，関係府省等が連携していくことが重要である。 





    さらに，諸外国の文化財が適切に保護・継承されるよう，積極的に文化財保護の国際協力を推
進する必要がある。 
  ⅲ) 文化芸術活動の戦略的支援 









    これらの支援については，文化庁，芸術文化振興基金，その他の助成機関等の適切な役割分担
を図るとともに，審査・評価を充実させ，きめ細かくかつ効率的な業務を行うため，専門的機関
を経由して助成する再助成制度の有効性も検討する必要がある。 
  ⅳ) 地域文化の振興 









    さらに，地域の文化力を，地域経済や観光，教育，福祉等の分野はもとより，広くまちづくり
に生かすことが求められており，関係府省や地方公共団体，関係団体による協議や連携を強化す
る必要がある。 
  ⅴ) 子どもの文化芸術活動の充実 
    子どもの豊かな心や感性，創造性やコミュニケーション能力をはぐくみ，日本人としての自覚
を持ちつつ国際社会で活躍する人材や地域文化の担い手を育成するためには，学校や地域におい
て，子どもたちが身近に伝統文化や現代の文化芸術に触れる機会の充実が必要である。 




    さらに，世界の文化の多様性を理解するためにも，子どもの国際的な文化交流に一層力を注ぐ
ことが必要である。 
  ⅵ) 文化財の保存及び活用の充実 




    このため，国や地方公共団体による文化財の保存及び活用の充実とともに地域社会が文化財を
国民共通の財産として親しみ，守っていく機運の醸成が必要である。 
    また，ある程度の文化財が集積している場合，それらを効果的に生かして，文化の薫り高い空
間を形成していくため，文化財の総合的な把握を行う手法について検討を行うことが必要である。 






 (2) 配慮事項 
  ⅰ) 芸術家等の地位向上のための条件整備 








  ⅱ) 国民の意見の反映等 
    文化芸術の振興に関する政策の形成に当たっては，より多くの国民の意見を集約し，反映させ
ていくことが重要である。このため，基本的な政策の形成や，各施策の企画立案，実施，評価等
に際して，広く国民の意見等を十分に把握し，それらを十分考慮した上で行政を展開する。 















 (1) 芸術の振興 














  ・内外の優れた芸術作品の鑑賞機会を提供し，芸術の創造の推進に資する芸術祭等の充実を図る。 
  ・より多くの国民に優れた芸術の鑑賞機会を提供するため，新国立劇場における公演の充実を図る。 
 
 (2) メディア芸術の振興 












 (3) 伝統芸能の継承及び発展 
















 (4) 芸能の振興 
   芸能の創造活動等が活発に行われるよう，次の施策を講ずる。 
  ・芸能の創造活動，人材育成及び普及活動に対して，重点的な支援等を行う。 
  ・国立演芸場等における公演の充実を図り，より多くの国民に芸能の鑑賞機会を提供する。 
 
－151－ 
 (5) 生活文化，国民娯楽及び出版物等の普及 

































































































































































 (1) 国民の鑑賞等の機会の充実 
   国民が文化芸術を享受する機会の充実を図るため，次の施策を講ずる。 
  ・国民が身近に文化芸術を享受できるよう，各地域における様々な文化芸術の公演，展示等に対す
る支援を行う。 








 (2) 高齢者，障害者等の文化芸術活動の充実 







 (3) 青少年の文化芸術活動の充実 













 (4) 学校教育における文化芸術活動の充実 














 (1) 劇場，音楽堂等の充実 

















 (2) 美術館，博物館，図書館等の充実 




  ① 美術館，博物館等の充実 
   ・美術館，博物館等が，地域の文化芸術の中核となり，長期的かつ継続的な視点に立った運営を
行い，他の文化施設や学校等と連携を促進するなど，質の高い活動を活発に展開するよう，支
援を行う。 
   ・登録美術品制度の活用を引き続き推進し，所蔵品の充実や安定した公開を図る。 
   ・優れた文化財，美術品等を積極的に保存・公開するため，所蔵品に関する情報のデジタル化を
推進する。 
   ・美術館，博物館等に対する適切な評価の在り方について，検討を進める。 
   ・魅力ある施設づくりの核となる学芸員等の資質向上のための研修の充実を図る。 
   ・独立行政法人国立美術館が，我が国の美術振興の中心的拠点として，国民の感性をはぐくみ，
新しい芸術創造活動を推進するための機能の充実を図る。 




  ② 図書館の充実 
   ・図書館が，資料や情報等の継続的な収集，調査研究への支援や資料の利用相談，時事情報の提
供等の機能を充実させることにより，地域を支える情報拠点となるよう，先進事例の収集・情
報提供や図書館の充実方策を提示するなどの支援を行う。 




 (3) 地域における文化芸術活動の場の充実 
















 (1) 情報通信技術の活用の推進 







  ・メディア芸術祭等において，科学技術の活用等を通じた文化芸術の振興に関する取組を推進する。 
  ・文化芸術関係者の情報通信技術の活用の推進を図るための取組を促進する。 
 
 (2) 地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等 







  ・地方公共団体，芸術情報プラザなどの文化芸術団体等による情報提供のための取組を促進する。 
 
－158－ 
 (3) 民間の支援活動の活性化等 







 (4) 関係機関等の連携等 













 (6) 政策形成への民意の反映等 
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   第２章 削 除 
 
第５条～第26条 削 除 
 
   第３章 有形文化財 
    第１節 重要文化財 
     第１款 指 定 




























































































     第３款 保 護 





















































































































































































     第４款 公 開 














































































 一 重要文化財に関し現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為につき許可の申請があつたとき。 
 二 重要文化財がき損しているとき又はその現状若しくは所在の場所につき変更があつたとき。 
 三 重要文化財が滅失し，き損し，又は盗み取られる虞のあるとき。 























































































































































































































































































































































































































   第７章 史跡名勝天然記念物 
 























































































































































































 一 史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可の申請があつたとき。 
 二 史跡名勝天然記念物がき損し，又は衰亡しているとき。 















































































































































































 一 国宝又は重要文化財の指定及びその指定の解除 
 二 登録有形文化財の登録及びその登録の抹消（第59条第１項又は第２項の規定による登録の抹消を
除く。） 
 三 重要無形文化財の指定及びその指定の解除 
 四 重要無形文化財の保持者又は保持団体の認定及びその認定の解除 
 五 重要有形民俗文化財又は重要無形民俗文化財の指定及びその指定の解除 
 六 登録有形民俗文化財の登録及びその登録の抹消（第90条第３項で準用する第59条第１項又は第２
項の規定による登録の抹消を除く。） 
 七 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の指定及びその指定の解除 
 八 史跡名勝天然記念物の仮指定の解除 
 九 登録記念物の登録及びその登録の抹消（第133条で準用する第59条第１項又は第２項の規定による
登録の抹消を除く。） 
 十 重要文化的景観の選定及びその選定の解除 
 十一 重要伝統的建造物群保存地区の選定及びその選定の解除 
 十二 選定保存技術の選定及びその選定の解除 
 十三 選定保存技術の保持者又は保存団体の認定及びその認定の解除 
２ 文化庁長官は，次に掲げる事項については，あらかじめ，文化審議会に諮問しなければならない。 
 一 重要文化財の管理又は国宝の修理に関する命令 
 二 文化庁長官による国宝の修理又は滅失，き損若しくは盗難の防止の措置の施行 
 三 重要文化財の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可 
 四 重要文化財の環境保全のための制限若しくは禁止又は必要な施設の命令 
 五 国による重要文化財の買取り 
 六 重要無形文化財以外の無形文化財のうち文化庁長官が記録を作成すべきもの又は記録の作成等に
つき補助すべきものの選択 
 七 重要有形民俗文化財の管理に関する命令 
 八 重要有形民俗文化財の買取り 
 九 重要無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財のうち文化庁長官が記録を作成すべきもの又は記録
の作成等につき補助すべきものの選択 
 十 遺跡の現状変更となる行為についての停止命令又は禁止命令の期間の延長 
 十一 文化庁長官による埋蔵文化財の調査のための発掘の施行 
 十二 史跡名勝天然記念物の管理又は特別史跡名勝天然記念物の復旧に関する命令 
 十三 文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物の復旧又は滅失，き損，衰亡若しくは盗難の防止の
措置の施行 
 十四 史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可 
－189－ 




 十七 重要文化的景観の管理に関する命令 
 十八 第184条第１項の政令（同項第二号に掲げる事務に係るものに限る。）の制定又は改廃の立案 
 
   第12章 補 則 










 三 第92条第２項の規定による発掘の禁止又は中止命令 
 四 第96条第２項の規定による同項の調査のための停止命令若しくは禁止命令又は同条第５項の規定
によるこれらの命令の期間の延長 









 一 第38条第１項又は第123条第１項の規定による修理若しくは復旧又は措置の施行 
 二 第55条第１項又は第131条第１項の規定による立入調査又は調査のため必要な措置の施行 






















































































































 一 所管に属する重要文化財，重要有形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物の管理方法 
 二 所管に関する重要文化財，重要有形民俗文化財，史跡名勝天然記念物又は重要文化的景観の修理
若しくは復旧又は滅失，き損，衰亡若しくは盗難の防止の措置 
 三 重要文化財又は史跡名勝天然記念物の環境保全のため必要な施設 

















































































 四 所管に属する登録有形文化財又は登録有形民俗文化財の所在の場所を変更しようとするとき。 
 五 登録有形文化財，登録有形民俗文化財又は登録記念物の現状を変更しようとするとき。 

































































































































































































































 六 第92条第２項の規定に違反して，発掘の禁止，停止又は中止の命令に従わなかつた者 












































































































    （以下略） 











                               平成10年６月10日 法律第99号  
                               最終改正 
                               平成12年５月31日 法律第91号 
 
 （目 的） 
第１条 この法律は，美術品について登録制度を実施し，登録美術品における公開を促進することによ
って，国民の美術品を鑑賞する機会の拡大を図り，もって文化の発展に寄与することを目的とする。 
 （定 義） 
第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
 一 美術品 絵画，彫刻，工芸品その他の有形の文化的所産である動産をいう。 
 二 美術品 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項に規定する博物館又は同法第29条の規定
により博物館に相当する施設として指定された施設のうち，美術品の公開及び保管を行うものをい
う。 
 三 登録美術品 次条第１項の登録を受けた美術品をいう。 
 四 登録美術品公開契約 登録美術品の所有者が美術館の設置者に対して登録美術品を引き渡すこと
を約し，美術館の設置者が美術館において当該登録美術品を公開することを約する契約であって，
次の要件を満たすものをいう。 
  イ ５年以上の期間にわたって有効であること。 
  ロ 当事者が解約の申入れをすることができない旨の定めがあること。 
















































 一 登録美術品の引渡しを受けたとき。 
 二 登録美術品の引渡しを受けた後に，当該登録美術品の全部若しくは一部が滅失し，若しくはき損
し，又はこれを亡失し，若しくは盗み取られたとき。 
 三 登録美術品公開契約の内容を変更したとき。 


































   附 則［抄］ 
 （施行期日） 
１ この法律は，公布の日から起算して６箇月を経過した日から施行する。 











                               平成11年12月22日 法律第178号  
                               最終改正 
                               平成20年12月26日 法律第95号 
 
目次 
 第１章 総則（第１条－第５条） 
 第２章 役員及び職員（第６条１第11条） 
 第３章 業務等（第12条１第14条） 
 第４章 雑則（第15条・第16条） 




   第１章 総 則 
 
 （目 的） 
第１条 この法律は，独立行政法人国立文化財機構の名称，目的，業務の範囲等に関する事項を定める
ことを目的とする。 




























   第２章 役員及び職員 
 




























 一 博物館を設置すること。 
 二 有形文化財を収集し，保管して公衆の観覧に供すること。 
 三 前号の業務に関連する講演会の開催，出版物の刊行その他の教育及び普及の事業を行うこと。 
－208－ 
 四 第１号の博物館を文化財の保存又は活用を目的とする事業の利用に供すること。 
 五 文化財に関する調査及び研究を行うこと。 
 六 前号に掲げる業務に係る成果を普及し，及びその活用を促進すること。 














































 一 第12条に規定する業務以外の業務を行ったとき。 
 二 第13条第１項の規定により文部科学大臣の承認を受けなければならない場合において，その承認
を受けなかったとき。 






















































   附 則［平成12年５月26日 法律第84号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成12年６月１日から施行する。 




































































































































































































































































                               平成11年12月22日 法律第177号  
                               最終改正 
                               平成20年12月26日 法律第95号 
 
 第１章 総則（第１条－第５条） 
 第２章 役員（第６条－第10条） 
 第３章 業務等（第11条－第13条） 
 第４章 雑則（第14条） 




   第１章 総 則 
 
 （目 的） 
第１条 この法律は，独立行政法人国立美術館の名称，目的，業務の範囲等に関する事項を定めること
を目的とする。 


























   第２章 役員及び職員 
 
























 一 美術館を設置すること。 
 二 美術に関する作品その他の資料を収集し，保管して公衆の観覧に供すること。 
 三 前号の業務に関連する調査及び研究を行うこと。 
 四 第２号の業務に関連する情報及び資料を収集し，整理し，及び提供すること。 
 五 第２号の業務に関連する講演会の開催，出版物の刊行その他の教育及び普及の事業を行うこと。 





































 一 第11条に規定する業務以外の業務を行ったとき。 
 二 第12条第１項の規定により文部科学大臣の承認を受けなければならない場合において，その承認
を受けなかったとき。 






















































   附 則［平成12年５月26日 法律第84号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成12年６月１日から施行する。 

















































































































































































   附 則［平成19年３月30日 法律第７号］抄 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成19年４月１日から施行する。 








                                    昭和52年 














 (1) 用 地 






 (2) 施 設 
   施設は次の二種のうち，いずれかとする。ただし併用してもさしつかえない。 
  ア．耐火構造として新設するもの。 
  イ．地方的特色を示す民家，または郷土にとって歴史的に重要な建造物などの既存の建物を利用す
るもの。 




 (3) 収蔵品 
   その地域の特色を示す民俗文化財，地域の歴史の流れを裏づける文書・遺物等の歴史資料，考古
資料。 
 
 (4) 資料館活動 




  ア．収集保存活動 実物資料の収集保存，視聴覚資料の収集保存，台帳，調査票の作成。 
  イ．調査研究活動 調査研究，研究成果の発表，収蔵品目録・図録の刊行，調査報告書，研究紀要
の刊行，映画の製作。 
  ウ．公開展示活動 常設展示の開催，民俗芸能等の公開，展示に関する解説目録・図録・案内書等
の刊行。 
  エ．学習活動 
   Ⅰ．設置の趣旨に基づき，地域の特性を考慮して以下に掲げる学習活動を継続的に実施すること
が望ましい。 
   Ⅱ．学習活動の内容 
    ａ．文化財見学（学習）会の開催 
      市町村内に所在する遺跡・建造物・美術工芸品・伝統工芸・有形の民俗文化財等を現地に
訪ねて実際に見て理解を深める。 
    ｂ．文化財研修会（研究会）の開催 
      文化財の概論，市町村所在の文化財の理解を深めるための研修会・講習会あるいは講演会
等の開催で，たとえば文化財に係る読書会，遺物・美術工芸品・生活用具等の収集整理の実
務研修会，古文書講習会等の開催。 
    ｃ．物づくり実演（研究）会の開催 
      焼き物・漆芸・染織等の伝統的工芸技術の研修会，藁・竹・木製品等生活用具の制作技術
の研修会の開催。 
    ｄ．民俗芸能等の伝習会の開催 
      神楽・田楽・（予祝行事・田植踊等）・風流（太鼓踊・念仏踊・盆踊等）・人形芝居・歌舞伎
芝居等の伝習会の開催。 
    ｅ．口頭伝承の研修会 
      伝説・昔話・民謡・ことわざ等の伝習及び研修会。 
    ｆ．生活文化財の研修会（伝習会・体験学習会） 
      生業（農業・漁業・山樵・養蚕等の過程を体験し共同作業の意義を習得），衣食住生活（在
来の服物・郷土食・屋敷構え等），年中行事（正月行事・祭礼・盆行事等）等に係わる理解を
深め，体験学習会を開催する。 
    ｇ．その他 
      芸術文化に関する住民の参加する活動。 
   Ⅲ．学習活動推進のための職員等の配置 
     上記の学習活動を推進するため専任の職員を置くことが望ましい。 





                                    平成７年８月 













































 (1) 建物設計 






  エ．収蔵庫・展示室は，外部の環境からの影響を極力受けにくい設計とする。 
 
 (2) 設備設計 
  ア．空気調和設備 
   (ｱ) 空気調和（以下「空調」という。）設備は，四季を通じて温度と相対湿度を調整できるものを
採用することが望ましい。 
   (ｲ) 空調系統は，展示室と収蔵庫とに分離する。特に，収蔵庫の内部についても文化財の材質等
に応じて分離することが望ましい。 
   (ｳ) 収蔵庫の空調は，庫内だけでなく，二重壁内の空気層にも行うように配慮する。 
   (ｴ) 騒音・振動を発生する設備機器は，展示室及び写場の近くには設置しない。 
  イ．照明設備 
    文化財が置かれる空間には，紫外線除去を施した蛍光灯や白熱灯など紫外線を出さない光源を
用い，温度上昇を避けるとともに，文化財の材質に応じて調光可能な装置を備える。 
  ウ．防火・防犯設備 
   (ｱ) 展覧区画，保存区画，管理区画の動線は重ならないようにする。 
   (ｲ) 展覧区画については，文化財の安全とともに，観覧者の安全に配慮した防火・防犯設備が必
要である。 
   (ｳ) 保存・管理区画については，防火・防犯に係る管理を十分に行う必要がある。 
 
 (3) 各部屋の配置設計 
  ア．展覧区画，保管区画，管理区画を明確に分ける。 
  イ．収蔵庫・展示室等各部屋の配置に当たっては，文化財の移動を安全，かつ機能的に行えるよう
に，複雑な動線や段差を避ける。 

















 (4) 通路設計 
  ア．通路は，文化財の移動が安全かつ効率的に行われるようにできるだけ短くするとともに曲がり
角を少なくし，段差や斜面は極力避ける。 
  イ．通路の有効幅は，２メートル以上とすることが望ましい。 
 
 (5) 施工等 















 (1) 搬出入口 












  ウ．輸送車の排気ガス処理を図るため，換気設備を設ける。 
  エ．荷解場は，梱包資材等の整理・保管及び文化財移動時の安全性を考慮し，荷解作業等を行う上
で，文化財にとって安全かつ十分なスペースを確保する。 
  オ．荷解場の床高は，文化財の搬出入に差し支えないよう考慮する。 
 


















  キ．収蔵庫の扉は，出入口は原則として１ヵ所とし，密閉性，防火性に優れたものを設置する。 
  ク．収納棚等は，地震等による移動，転倒，落下及び収納品の落下防止を考慮したものとする。 
  ケ．収納棚等は，空調の吹出・吸込口の位置を考慮して配置するとともに，庫内の出入口付近のス
ペースは広くとる。 
  コ．漏電防止のため，収蔵庫内の機器類の電源は，収蔵庫外から切れるように設計する。 
 
 (5) 調査・整理・修理室・写場等 




 (6) 燻蒸施設 
  ア．搬出入口の近くで，建物内の他の施設から独立した専用の施設として設置するのが望ましい。 
  イ．原則として建物の外壁に接して設置するとともに，前室を設ける。 
  ウ．燻蒸室及び前室には，それぞれ排気設備を設置する。 
  エ．燻蒸室内には，減圧燻蒸釜や燻蒸庫を設置することも有効である。 
  オ．扉，壁などは，気密性に留意して設計する攪拌装置等を設置する場合は，電気系統を防爆系と
する。 
  カ．燻蒸後の排ガス処理装置を設置するとともに，配管は極力短くなるように考慮する。 
  キ．建物の空調・電気等の配管が燻蒸室を通らないように考慮する。 
 
 (7) 展示室・展示ケース 
  ア．外光の入る開口部は，原則として設けない。 
  イ．観覧者の出入等より，展示室が著しい外部環境の影響を受けることがないように設計する。 
  ウ．収蔵庫と同一の保存環境を実現するとともに，防犯上からも展示ケースの使用が必要である。
展示ケースの設計については，以下の点に留意すること。 
   (ｱ) 展示物の大きさや展示作業上の安全性，機能性及び耐震性を考慮して設計をする。 
   (ｲ) ケース内の温湿度調整法にはおおむね次の方式があるが，環境や施設計画，将来の管理・運
営を十分に考慮した上で，採用することが望ましい。 
    (a) 調湿剤使用方式 
      密閉度の高いケースを用い，調湿剤で湿度を一定に保つ方式である。 
      調湿剤の管理を適切に行う必要がある。 
    (b) 空調方式 
      空調によってケース内の温湿度を一定に保つ方式である。 
      吹き出し口からの風が直接文化財に当たらないように考慮し，かつ恒常的に空調を行う必
要がある。 
    (c) 自然換気方式 
      自然換気により，展示室内の空気をケース内に導入する方式である。 
      展示室内を恒常的に空調して温湿度を一定に保ち，かつ室内の空気の汚れがケース内に直
接流入しないように，フィルターの交換を適切に行う必要がある。 
   (ｳ) 展示ケースのガラス等は，十分な強度を持ったものを使用する。また，地震等の災害や不慮
の事故を考慮して，張り合わせガラス等を使用することなどは有効である。 






   Ａ．文化，スポーツ施設等との複合。 
   Ｂ．各種事務所との複合。 
   Ｃ．デパート・商業施設等との複合。 
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 (1) Ａ及びＢに該当する施設 
  (ｱ) 建設上，防火・防犯区画が画然とし，他の施設の部分と隔絶されていること。 
  (ｲ) 空調・電気・消火設備等が独立して機能していること。 
  (ｳ) 適正な文化財の保存環境が保てる展示室・収蔵庫が設置されていること。 
  (ｴ) 文化財の搬出入経路が明確で，防火・防犯上に支障のないこと。 
  (ｵ) 文化財公開施設専用の出入口を設けていること。 
 
 (2) Ｃに該当する施設 
  (ｱ) 上記の(1)の事項を充足していること。 
  (ｲ) 文化的展観を行う専用施設として商業施設等から隔絶（避難通路を除く）されていること。し
たがって，出入口は展示施設の専用口であること。 








                                    昭和45年 






 (1) 環 境 
   建物は周辺に十分な専用スペースのあることが望ましく，市街地に在る場合は，それに応じた防
災施設等の諸設備が完備していること。 
 
 (2) 建 物 
  Ａ 必要な施設 
    展示室・収蔵庫・荷解き場（以上を「展示区画」と呼ぶ。） 
    管理棟（事務室・管理人室）・研究室・図書室，サービスエリアを不可欠の施設とし，このほか
に講堂・写真室・作業室（修理及び工作），殺虫室・食堂・厨房があることが望ましい。 
  Ｂ 配置 
    展示室・収蔵庫・荷解き場は有機的な連絡を保つことが必要で，前記各室は同一平面に配置さ
れていることが望ましく各室間の運搬は，動線を短く，かつ，単純にし，垂直移動はできるだけ
避けられる配置であること。 
  Ｃ 展示区画 
   ① 展示品の搬出入に十分な広さの出入口，通路を有し，展示，収納などに対して十分な天井高
があること。 
   (注) 展示室，荷解き場の一部は４メートル以上の天井高を有することが望ましい。 
   ② 展示室・収蔵庫は地上に設けることが望ましいが，やむを得ず地下に設置する場合は，側壁・
床下にドライエリアを設けること。 
 ③ 展示室の面積は延面積の30パーセントを超えず，最低1,000平方メートル以上あることが望 
ましい。 
   ④ 美術工芸品収納のための収蔵庫の面積は，展示室の50パーセント以上であること。 
   ⑤ 展示室及び収蔵庫の床・壁・天井は二重構造とし，コンクリート壁・スラブには断熱材を打
込み，内壁との間は，100～150ミリの空間を設け通気をはかること。また床は木材その他の軟
質材でふいてあること。 
   ⑥ 無窓を原則とするが，展示区画に窓のある場合は，網入りガラスを用い，甲種防災戸で閉鎖
できること。 
  Ｄ 展示区画以外の各室 
   ① 展示区画の機能を損なわない配置であること。 
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   ② 食堂・厨房など火気を使用する室は，展示区画から独立していること。 
  Ｅ 防災区画 
   ① 展示区画内の各室間は，相互に防災区画として独立できること。 
   ② 展示区画と他の区画との間は，甲種防火扉（断熱材充填・煙返し三段以上）により，完全に
隔離できること。 
 
 (3) 防災設備 
  Ａ 警火・漏電警報等の防火設備，消火設備，避難設備及び避雷の諸設備を必要とするが，立地条
件，面積に応じた十分な配慮が必要である。 
   ① 諸設備は，建築基準法・消防法・同関係諸法令等の規定によるものを最低限とする。 
  Ｂ 防犯設備は，防犯灯・防盗装置など十分な設備を必要とし，施錠には十分な配慮が払われてい
ること。 
   ① 展示区画から他区画または戸外へ通ずる扉は，本締め錠を用いること。 
   (注) 蝶番は容易に破壊されない構造であること。 
  Ｃ 消防署，警察署，館内での非常通報の方法が確立し，観客誘導等の放送設備があること。 
 
 (4) 空気調和設備その他 
  Ａ 温湿度調整 
    展示区画のうち特に展示室及び収蔵庫は２系統以上の空調機により展示，収納物件の材質に応
じた温湿度調整ができること。空調の風速は，秒速１メートル以下とし，恒常的に強い風が，収
納物件に直接当たらないようにすること。機械は24時間運転を原則とする。 
   ① 調整の標準値は摂氏20度，相対湿度60パーセントとする。但し，温度は,その土地の夏期にお
ける最高気温の平均値マイナス５度，冬期平均気温プラス５度程度保持でもよい。 
   ② 立地条件，気象条件が良好な場合には，温湿度の振幅に充分留意して，空調機の運転，時間 
運転を行ってもよい。 
   ③ 空調機械には自動記録装置を併設すること。 
  Ｂ 換気設備 
   ① 機械による強制換気と機械によらない自然換気を必要とする。 
   ② 都市，海岸，工場地帯等では必要に応じ，空気浄化のための濾過装置を使用すること。 
 
 (5) 設備･備品 
  Ａ 展示室用の常設の陳列ケース（壁付，のぞき，独立），台，保護棚 
   ① 展示に必要十分な数量が各種常設されていること。 
   ② 各ケース共開口部が広く，施錠完全なものであること。 
   ③ 壁面に固定したケースの後壁は，建物の壁体とは別個のもので，ケースの奥行は80センチ以
上，腰高は60センチ以上あること。 
   (注) ケースのガラスは厚さ８ミリ以上のフロートガラスを使用し，大型のガラス面は特に枠及
びガラスの厚さに十分の強度をもたせること。またフレームレスのケースの場合は強化ガラ
スを用いること。 
   ④ ケースの枠はスチールを原則とするが，床，後壁等は虫の発生の恐れがない吸排湿性の材料
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で被うこと。 
   ⑤ ケース内は防塵を考慮しつつ，照明装置から発生する熱を排気できるようにすること。 
  Ｂ 収蔵庫用，常設の収蔵品用棚，戸棚，箪笥 
   ① 強度があり狂いが少なく，樹脂の浸出の少ない，吸湿性のある材質を使用してあること。 
   (注) 杉，シオジ，タモ，ツガ，モミ等が好適，桧は不適，ラワンなどの虫の出るおそれがある
ものは使用しないこと。表面仕上材としての金属はなるべくさけること。箪笥は桐材が望ま
しい。 
   ② 棚板の形式はスノコ式が望ましい。 
  Ｃ 展示区画用照明（自然光・人工照明）及び照度 
    展示品の劣化・褪色を早めることのないよう十分配慮を払うこと。 
   ① 自然光の場合に，天空光･直射光による紫外線の影響を受けないよう，防禦手段が講じられて
いること。また，直射光は完全に遮断でき，かつ照度の調節が可能であること。 
   ② 人工照明(白熱灯･蛍光灯)の場合，展示品が熱をおびないように配慮されていること。 
   ③ 蛍光灯は必ず褪色防止処理の施されたものを使用していること。 
   ④ 展示品に対する照明は，自然光，人工光ともに展示品の表面照度が200ルックス以下に押さえ
られていること。 
  Ｄ その他の設備・備品（エレベーター，展示品運搬車，加湿器，除湿器，温湿度計など） 
   ① 展示区画内各室が同一階でないときは，展示品専用エレベーターを必要とする。 
   ② 展示品運搬用台車を常備すること。 






 (1) 学芸員（専任） 
  ① 学芸員は，歴史，美術史関係の専門家で，美術工芸品の取扱いに精通し，経験年数３年以上で
十分な実績をあげているものであること。 
  ② 館の性格，規模に応じて各専門分野にそれぞれ必要な人数が配属されていること。 
 
 (2) 警備員（警備・看視） 
   警備員は常勤職員で，有事の際の処理，連絡等について十分な教育が行われていること。その人
数は展示室等の単位面積，部屋割りなどによって適確に配置されていること。 
  ① 看視は見透しのよい場所のとき，展示面積300平方メートルにつき１名を原則とし，複雑な部屋
割りやケースなどの配置の実状に応じて増員してあること。 
  ② 現場の配置人員に対して十分な交替要員を保持すること。交替要員は勤務人員の50パーセント
以上を必要とする。 
  ③ 特別展などで観客動員数の増加が予想される場合は，警備もそれに応じて増員できる態勢にあ
ること。この場合は非常勤職員でよい。 




  ⑤ 各室及びケースの錠の貸借は，受渡し簿に必ず記載し，完全な錠の管理を行うこと。 
 
 (3) 機械技師 







 (1) 展示品 
   展示面積10平方メートルあたり平均１点を展示することを標準とし，収蔵品の数は館蔵品，長期
寄託品を含んで，標準展示数の６倍以上を保有すること。 
 
 (2) 展示品の管理 
  Ａ 展観中のもの，収蔵中のものを通じ，日常の点検，現状確認が適確に行われ，万一異常の発見
された場合，直ちに適切な処理を講じうる態勢にあること。 
  Ｂ 展示品の受入れ，貸出し，返却，購入等にかかる管理簿を完備していること。 
  Ｃ 館蔵品を含む展示品の調書，写真等の資料が整備されていること。 
 





 (1) 公 開 
  Ａ 公開は平常陳列を原則とし，標準年間公開日数は250日以上であること。 
  Ｂ 陳列替えは年間最低６回以上行い，展示品の種別，材質強度に応じて陳列日数の制限が考慮さ
れていること。 
  (注) 指定文化財の公開については，別に設けられている「国宝，重要文化財公開取扱注意事項」
の規定に準じた厳密な日数制限が望まれる。 
 
 (2) 普及調査活動 
  Ａ 陳列解説，講演，講習会等が年間計画に基づいて実行されていること。 
  Ｂ 刊行物として所蔵品目録，特別展目録，年報，紀要などが刊行されていることが望ましい。 
 
 (3) 施設の管理など 




  ―文化財保護企画特別委員会審議経過報告― 
 
                                 平成６年７月 
                                 文化財保護審議会 















































 (1) 社会構造の変化 






 (2) 文化活動の活発化 








 (3) 文化財に関する国際交流・協力の増大 














 (1) 文化財の種類･範囲の再検討及び保護措置の多様化 










 (2) 地域における文化財の活用の促進 








 (3) 文化財の国際交流･協力の積極的な推進 
































 (2) 伝統的な生活文化等に対する保護制度の拡充（保護対象分野の拡大） 





 (3) 近代の文化遺産の保護（近代の遺産の保護のための新しい視点の導入） 









 (4) 現代の芸術文化及び生活文化の保護（現代への時代的拡大） 
   現在，国の重要文化財等の指定は，歴史上又は芸術上の価値の高いものについて行っている。現
代の作品については，文化財保護施策と美術館活動等との関係を考慮しつつ，それぞれの役割分担
を踏まえ，対応を検討する必要がある。 





 (5) 無形の文化財の変化への対応 










 (1) 各種文化財の総合的な保護 









 (2) 動植物とその環境の保護 









 (3) 景観・環境に関する文化財保護 
















 (1) 文化財保護手法の多様化 















 (2) 文化財保護財源の充実 





 (3) 民間の文化財保護活動に対する支援の充実 








   このほか，国民参加型の文化財保護活動（ナショナルトラスト）の促進，税制上の優遇措置等に
よる民間資金の活用などについても努める必要がある。 
 
 (4) 埋蔵文化財制度の充実 
  ア．埋蔵文化財制度とその現状 











  イ．主要課題とそれへの対応 




   (ｱ) 重要遺跡の選定等による保護措置の強化 
     我が国には周知の埋蔵文化財包蔵地が約30万か所存在している。こうしたものの中から，重
要な遺跡の選定を進め，史跡の指定，公有化等の措置を拡充していく必要がある。 
   (ｲ) 発掘調査の迅速化 




   (ｳ) 出土品の管理方法の改善 
     発掘調査による大量の出土品については，今後とも，埋蔵文化財調査センター，出土文化財
管理センターの設置等を進める必要がある。また，出土品の管理施設の充実,適正な管理の観
点から出土品の取扱い方法の検討を行う必要がある。 
   (ｴ) 発掘調査の成果の活用･普及 
     発掘調査の結果，明らかになった歴史的な知見や，出土した遺構，出土品は，積極的に公開
し，調査の成果として国民に還元する必要がある。このため，現地説明会の実施，資料の作成
配布，展示等の措置を講じていくことが大切である。 
   (ｵ) 埋蔵文化財発掘調査担当専門職員 

















 (1) 伝統芸能等の後継者の確保･伝承活動の充実 
  ア．伝統芸能・工芸技術 




  イ．無形の民俗文化財 





 (2) 伝統的文化財修理技術者･技能者の確保 
  ア．修理技術者 







  イ．伝統的技能保持者 







 (1) 修理･修復資材の確保 






 (2) 代替材料の開発の推進 













 (1) 国立文化財研究所等の整備拡充とその研究成果の普及 










 (2) 大学等における文化財学関連の教育研究の充実 




   特に，平成６年度から，国立大学と国立博物館・国立文化財研究所との大学院レベルでの連携協
力がスタートしたが，今後とも，このような取組が発展していくことが望まれる。 
 
 (3) 研究機関等のネットワーク化の推進 












 (1) 文化財公開施設の基準の明確化 












 (2) 文化財公開施設等の整備 




   また，国立の博物館や劇場については，我が国を代表するにふさわしい施設として，新たな社会
的要請を踏まえ，施設の新設も含め，公開・展示施設等の整備，展示・調査研究･普及広報等の事業
の一層の充実などを図っていく必要がある。 




 (3) 文化財集中地域の面的な整備 





 (4) 民間の伝統芸能上演施設に対する支援の充実 


























 (1) 文化財を核としたまちづくり･むらおこし 
   近年，地域に伝承されてきた史跡，民俗芸能などの文化財への関心が高まり，まちづくり・むら
おこしの中で活用する事例が増加している。全国的にも，地域の活性化や振興に当たって，地域固
有の文化財を中核に据えた特色ある活動や事業を展開していこうとする気運が高まっている。 
   文化庁においても，「風土記の丘」，「歴史の道」，「ふるさと歴史の広場」などの史跡等の整備活用
事業を推進してきたところであるが，今後ともこのような地域の文化財を生かし，広く国民が親し
むことのできるような整備を促進することが大切である。 




   また，地域の伝統芸能等の活用などについては，公開活動を支援する施策の充実を図る必要があ
るが，この場合，併せて文化財としての本質を失わないよう配慮することが重要である。 




 (2) 文化財関連産業の振興と文化財保護 






















 (1) 日本伝統文化海外紹介事業の推進 











 (2) 博物館･美術館･文化財研究所相互の交流の促進 





 (3) 重要文化財等の海外展への出品手続きの簡素化 








 (1) 世界遺産の保護に関する協力 




   このため，特に，これらの世界的な遺産の保護について，専門家の派遣，研修生の受入れなどに
より，保存・修復に対する支援や共同研究の実施を行うなど，人的な面の協力を積極的に推進する
必要がある。 





 (2) 海外にある日本の古美術品の修復への協力 























 (1) 国指定文化財に対するかかわり方 




   一方，近時，地方公共団体の文化財保護の体制は逐次整ってきている。このような情勢などに対
応し，文化庁は，都道府県に対して国の権限の委譲に努めてきているが，今後とも，このような措
置の拡大を図っていく必要がある。 





 (2) 地方公共団体独自の文化財の保存･活用の推進 





   また，国民の求める幅広い文化財保護の要請にこたえていくためには，国と都道府県との明確な
役割分担の下での連携協力，博物館等の関係機関・専門職員相互の全国的な連絡協議活動の推進，
地方に対する財政支援措置の充実などについても検討する必要がある。 
   さらに，いわゆる生活文化財については，それが生活の基盤である地域に密着しているものであ
ることから，地域と密接に関係ある市町村が特に重要な役割を果たすことが期待される。 
 
 (3) 文化財指定の基準・方針の明確化・周知 








 (4) 文化財保護行政担当者の配置と資質の向上 










 (1) 時代の変化に対応した文化財行政の充実 





 (2) 地方との協力関係の強化 




 (3) 文化財保護に関する広報活動の推進 
   文化財は，国民すべてに伝えられてきた遺産であり，その保護には，国民全体の参加が必要とさ
れる。しかしながら，文化財保護の仕組みや保護活動の現状に関する広報活動は必ずしも十分では
なく，文化財に関する白書の刊行などを含め，更に国民に幅広く周知していく努力が必要である。 






                                平成17年２月２日 





 (1) 心の豊かさの創出 
 (2) 住民の身近な文化芸術活動の機会の確保 
 (3) 地域社会の連帯感の形成 
 (4) 地域文化の振興による日本文化の振興 





 (1) 地域経済を活性化させる文化 
 (2) 観光資源としての文化 






















   課題１：地域文化を振興するために地域の「文化力」をいかに結集するか 
   課題２：文化以外の分野に「文化力」をいかに活用するか 
   課題３：地域の文化芸術活動を活性化する人材をいかに育成し，登用するか 
   課題４：文化芸術活動を支える拠点・資源をいかに活性化するか 
   課題５：子どもたちの文化芸術活動への支援をどのように進めるか 
   課題６：文化芸術活動に関する情報収集・発信をどのように進めるか 































































































































































































































































                            平成19年10月30日  








 (1) 文化財を総合的に把握するための方策 
  ① 関連する文化財とその周辺の環境を一体としてとらえるための方策 
   「文化財の総合的な把握と保存・活用により地域の歴史・文化を保護する枠組みづくり」 
   ・市町村において，文化財を周辺環境も含め総合的に保存・活用するための方針を定める「歴史
文化基本構想」を策定。また，その根拠規定を法律に位置づけることを検討 
   ・歴史文化基本構想の中で，関連する有形・無形の文化財を「関連文化財群」と位置づけ，総合
的に保存・活用 
   ・文化財が特定地域に集中している場合，関連文化財群を核として，文化的な空間を創出する「歴
史文化保存活用区域」として設定 
   ・関連文化財群ごとに，保存・活用の在り方について定める保存活用（管理）計画を策定 
   ・モデルケースとして歴史文化基本構想の策定を支援 
  ② 文化財の保存・活用を適正化するための方策 
   「国指定文化財を総合的に保存・活用するための方策」 
   ・文化財類型ごとの保存・活用の方針の明確化 
   ・保存活用（管理）計画の策定の促進 
   ・文化財に関する情報の的確な把握  
 
 (2) 社会全体で文化財を継承していくための方策 
  ① 文化財に対する親しみを深めるための方策 
   ・文化財の優れた公開・活用の取組についての情報発信 
   ・子どもたちが文化財に親しむ機会の充実 
   ・文化財保護における広報の強化 
  ② 文化財保護にかかわる人材を確保するための方策 
   ・人々の文化財保護活動に対する支援の枠組みづくり 
   ・地域における優れた人材育成の取組についての情報発信 
  ③ 文化財保護に対する支援を充実させるための方策 
   ・文化財保護に関する寄附の促進 
   ・行政とＮＰＯ法人等民間団体とのパートナーシップの促進 





                            平成８年８月２日 文化庁告示第９号 
                            最近改正 
                            平成８年８月30日 文化庁告示第12号 
 
 （趣 旨） 
第１条 文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下「法」という。）第53条第１項ただし書の規定に基
づく公開承認施設の承認に関しては，この規程の定めるところによる。 











 二 博物館等の施設の組織等が，次に掲げる要件を満たすものであること。 
  イ 重要文化財の保存及び活用について専門的知識又は識見を有する施設の長が置かれていること。 
  ロ 博物館法（昭和26年法律第285号）第５条１項に規定する学芸員の資格を有する者であり，文化
財の取扱いに習熟している専任の者が二名以上置かれていること。 
  ハ 博物館等の施設全体の防火及び防犯の体制が確立していること。 
 三 博物館等の施設の建物及び施設が，次に掲げる要件を満たし，文化財の保存又は公開のために必
要な措置が講じられていること。 
  イ 建物が，耐火耐震構造であること。 
  ロ 建物の内部構造が，展示，保存及び管理の用途に応じて区別され，防火のための措置が講じら
れていること。 
  ハ 温度，相対湿度及び照度について文化財の適切な保存環境を維持することができる設備を有し
ていること。 
  ニ 防火及び防犯のための設備が適切に配置されていること。 
  ホ 観覧者等の安全を確保するための十分な措置が講じられていること。 
  ヘ 博物館等の施設が同一の建物内で他の施設（商業施設を除く。）と併設して設置されているとき
は，文化財の保存又は公開に係る設備が，当該博物館等の施設の専用のものであること。 










 一 博物館等の施設の設置に関する規約 
 二 博物館等の施設の組織並びに防火及び防犯の体制を記載した書類 





 六 申請日の属する事業年度の直前３年間の事業の実施状況 
 七 申請前５年間に行われた重要文化財の公開状況 


















 一 第３条に規定する承認の基準に適合しなくなったとき。 
 二 第５条第１項の規定により文化庁長官の承認を受けなければならない場合において，その承認を
受けなかったとき。 























 二 博物館等の施設の組織等が，次に掲げる要件を満たすものであること。 
  イ 重要有形民俗文化財の保存及び活用について専門的知識又は識見を有する施設の長が置かれて
いること。 
  ロ 博物館法（昭和26年法律第285号）第５条第１項に規定する学芸員の資格を有する者であり，文
化財の取扱いに習熟している専任の者が２名以上置かれていること。 
  ハ 博物館等の施設全体の防火及び防犯の体制が確立していること。 
 三 博物館等の施設の建物及び設備が，次に掲げる要件を満たし，文化財の保存又は公開のために必
要な措置が講じられていること。 
  イ 建物が，耐火耐震構造であること。 
  ロ 建物の内部構造が，展示，保存及び管理の用途に応じて区分され，防火のための措置が講じら
れていること。 
  ハ 温度，相対湿度及び照度について文化財の適切な保存環境を維持することができる設備を有し
ていること。 
  ニ 防火及び防犯のための設備が適切に配置されていること。 
  ホ 観覧者等の安全を確保するための十分な措置が講じられていること。 
  へ 博物館等の施設が同一の建物内で他の施設（商業施設を除く。）と併設して設置されているとき
は，文化財の保存又は公開に係る設備が，当該博物館等の施設の専用のものであること。 









 一 博物館等の施設の設置に関する規約 
 二 博物館等の施設の組織並びに防火及び防犯の体制を記載した書類 





 六 申請日の属する事業年度の直前３年間の事業の実施状況 
 七 申請前５年間に行われた重要有形民俗文化財等の公開状況 




























 三 第５条第２項及び第６条の規定により文化庁長官に提出すべき書類の提出を怠ったとき。 






                              平成８年12月25日庁保健第161号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて 




























































 (1) 文化財の活用 





 (2) 公 開 





   文化財の外観の公開について一層効果を高めるには，文化財の所在やその内容を容易に知ること
ができるような標識や解説資料などの充実，また文化財の外観をより引き立てるような周辺地区の
整備等が今後望まれる。 






 (3) 機能や用途の維持 
   次に，文化財がもつ機能や用途を維持し，使い続けることは活用のひとつの在り方である。例え
ば民家建築に住み続けること，社寺建築を宗教行事に用いることなどが該当する。 













 (4) 新しい機能や用途の付加 
   一方，公共建築や民家の一部を喫茶店として使用することや，工場建築をショールームとして用
いるなど，建物が本来持っていた機能や用途が失われてしまった後に，新しい機能や用途を加えて
積極的に活用する方法もある。 
   これらの方法は，特に本来の機能や用途を維持できなくなった近代の建造物や民家建築にあって
は，公開の機会の拡大につながるので，文化財の魅力を広く伝える手法として極めて有効と言えよ
う。 





 (5) 活用と文化財的価値との両立 
   文化財は，建設後長い年月を経ていることから，後世の改変が加えられている場合が少なくな 
 い。改変部分を含めて構造・空間構成・部材・各部の技法などあらゆる部分に，独自の価値を見出
すことができる。 
   しかし，あらゆる面に価値があることを強調して現状を変えることを頑なに否定することは，改
造を伴う活用の有効性を全く否定してしまうこととなる。 
   文化財に新しい機能や用途を加えて活用する場合はもちろん，本来の機能や用途を維持する場合
でも，部分的な現状の変更は避けられないことがある。 
   文化財保護の要である保存と活用の両立を目指す際には，文化財の現状を変更してはならない部
 －266－ 
分と，変更もやむを得ない部分を十分に議論して認知しておく必要がある。 









 (1) 景観や環境と一体となった文化財 
   建造物は，その建設時における景観や環境を前提条件として作られたものであり，同時に，文化
財の存在が周囲に影響を与え，景観や環境が形成されてきている。このような文化財を中心とする
歴史的景観や環境に対しても，保全と活用が求められる。 








 (2) 活用の対象となる範囲 








 (3) 景観や環境への配慮 
   文化財を中心とした景観や環境は，土地の形質・敷地の区画・植生・水系・その他の建造物など，
多くの要因が絡み合って形成されている。したがって，その保全に当たっては，文化財が最も魅力
的な存在であった時期の景観や環境を前提としながら，活用を図る必要がある。 
   特に，駐車場・管理施設・商業施設など文化財の活用のために便益施設を整備しようとする場合
には，文化財とその周囲の景観や環境に対して十分に調和を図ることが必要である。 





 (1) 文化財に対する公的規制の在り方 




   そのような規制の代表的なものが，文化財保護法第43条に定める「現状の変更」及び「保存に影
響を及ぼす行為」に対しての文化庁長官の許可制度である。 
   文化財の現状を変更する行為は，「維持の措置」と「非常災害のために必要な応急措置」に該当す
る行為を除けば，全て予め許可を必要とする。「維持の措置」には，文化財がき損している場合の原
状復旧と，き損拡大防止のみが該当するものとされている。 




   現状の変更時の規定の運用については，今後とも，許可制度の意義を踏まえつつ，文化財の価値
の所在点や実状に応じて活用に資するという視点を考慮し，一層適切な措置を図るようにすべきで
ある。 










   今後，規制の範囲を明確にして運用の仕方について分かり易く所有者等に示していくことが必要
である。文化財的価値に影響を及ぼさない軽微な現状の変更については，事務手続きを簡略化し，
所有者自身の判断に基づき迅速に対応できるよう検討する必要がある。 
   また，「保存に影響を及ぼす行為」についても，「影響の軽微である場合」は許可を必要としない
ものと規定されているが，どのような場合が該当するのか明確に示しておく必要がある。 
 
 (2) 活用計画の必要性 
   このように，公的な規制を再検討し，弾力的な措置等を適用するに際しては，文化財の所有者等
は，事前に文化財の保存のために必要な維持管理や修理に関する事項を定めた保存管理計画を策定
し，その中で周囲の景観や環境と一体となった活用計画を明確にしておく必要がある。 













   機能や用途を維持し安全性を維持するために，継続的な補修・改修が常に想定される場合には，
このような措置が特に必要である。 
 
 (3) 活用事例の評価と広報 
   文化財の活用は，いまだ社会的な認知を十分に得ているとはいえないが，現在様々な手法で広が
っており，今後とも多様化していくものと考えられる。しかし，その一方で，活用に名を借りて行
われた行為が文化財の価値を著しく損ねてしまった場合もある。 
   したがって，文化財の活用の具体的な手法について，どのようなことが可能か，どのようなこと
が適切かなど，広く経験を交換できるような方策が必要である。 
   このため，重要文化財とその周辺環境を中心とする，地域にとっても魅力的な総合的な文化財活
用事業が各地で行われるために，文化財の外観や内部の公開，機能や用途の維持，新しい機能や用
途の付加など，様々な手法による活用事業をモデル的に実施することが望まれる。 







                               平成８年７月８日 
                               近代の文化遺産の保存・活用に  























 (1) 指定制度による保護 
   近代の文化遺産は，多様かつ大量という特色をもっているが，これらのうち典型的かつ代表的で
ある等の価値を有するものについては，文化財保護法により重要文化財等として指定を行い，でき
る限り完全な形で保存し，後世に継承していく必要がある。 









 (2) 登録制度など多様な手法による保護 















 (3) 地方公共団体における保護 
   地方公共団体においては，条例に基づき当該区域の重要な文化財を指定して適切な保存及び活用
の措置を講じている。また，一部の地方公共団体においては，登録による保護措置を講じたり，近
代の文化遺産の保護に関して調査したりするなどの取組みを始めている。 






 (1) 全国的調査の実施 




 (2) 情報の蓄積・整理の促進 





 (3) 公開の促進 









 (4) 保存方法等の研究開発の推進 




 (5) 人材の養成研修 




 (6) 関係省庁・機関・団体等の連携協力の強化 






 (7) 国民の理解協力の増進 










                               平成８年７月８日 
                               近代の文化遺産の保存・活用に  
























 (1) 対象とする時期の範囲 
   近代の歴史資料等の対象とする時期は，概ねペリー来航以後の西洋の近代技術や制度等の受容が
始まる開国の時期から，政治制度や社会制度に著しい変動が始まる第二次世界大戦終結時までとす
る。 





 (2) 対象とすべき歴史資料の分野 




   なお，従来の分野の中には，新しい要素（例えば，芸術の領域における写真，映画，デザイン等）
が現れ，領域の拡大があることに留意すべきである。 
   ○ 政治（立法，行政，司法，外交，軍事，その他） 
   ○ 経済（土地制度，金融，農林業，水産業，鉱業，建設業，工業，商業，交通，通信，その他） 
   ○ 社会（社会生活，社会福祉，社会運動，宗教，災害，戦災，その他） 
   ○ 文化（教育，学術，出版，芸術，スポーツ，その他） 
   ○ 科学技術（自然科学，工学，技術，その他） 
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   ○ 人物（上記各分野，その他の分野に関する人物で，外国人を含む） 
 
 (3) 近代の歴史資料等の特質 
   近代の歴史資料等には，従来のような形態，手法，生産手段によるもののほか，科学技術の発達，
工業化の進展，新しい芸術領域の出現等により，次のような特質が見られる。 
   ア．工業技術による多数の機械，器具類や設備等が大きな比重を占めること。 
   イ．大量に製造された工業製品が現れること。 
   ウ．産業デザインに基づく製品が現れること。 
   エ．新聞，雑誌等の文字情報資料が大量に製作され，流通すること。 
   オ．写真，映画フィルム，ポスター，レコード等の視聴覚メディアに関する資料が現れること。 















 (3) 大量に生産され流通した製品や出版物などは，選択の幅を広げ，広範かつ柔軟な保護を図る。 
 (4) 製品の機能や情報の伝達と結びついたデザインは，新たな美術的領域であり，その系統的な保護
を図る。 















 (1) 調査 
  ア．歴史資料等の実態について十分に把握するため，地方公共団体をはじめ関係分野の研究機関，
学会，研究者等と連携して，早急に全国にわたる調査を行う。 
  イ．上記の調査成果についてデータベース化を行い，今後の保護のための基礎資料とするととも  
に，広く公開を図る。 
 



















                               平成８年７月８日 
                               近代の文化遺産の保存・活用に  
























 (1) 近代の生活文化・技術の特質 
   近代になって，諸外国の文化が積極的に取り入れられるようになった。このような海外からの文
化が次から次へと我が国に流入し，伝統的な生活様式，技術に様々な影響を与え，かつ，短期間の
うちに国民の日常生活における生活様式や用具・施設などに，多大な変化をもたらした。 
   このような近代の生活文化・技術の特質を検討するに当っては，生産者の立場から見るのではな
く，日常生活者の視点，特に消費者的視点を重視することが必要である。 
   我が国の近代の生活文化・技術の特質として，１．伝統的生活文化・技術の継承と変容，２．海
外文化の移入，３．和洋折衷文化の展開，４．科学技術の生活文化化，をあげることができ，その
内容を主として日常生活における衣食住の観点を中心に例示すると次のようになろう。 
  ① 伝統的生活文化・技術の継承と変容 









  ② 海外文化の移入 






  ③ 和洋折衷文化の展開 






    これは，例えば，衣生活における洋装和装の混在，食生活における米食に適応した洋食の改良，
住生活における和洋折衷様式などに顕著に見られる。 
  ④ 科学技術の生活文化化 





 (2) 近代の生活文化・技術の保護の在り方 
  ① 保護の対象 
   ア．伝統的生活文化・技術の延長で新たに創造されたもの 
   イ．海外文化が移入されたもの 
   ウ．折衷的文化の展開から生じたもの 
   エ．日常生活の中で使われてきた様々な道具・機器や享受されてきた視聴覚資料 
  ② 保護の充実と保護手法の多様化 










 (1) 調 査 




  ② 調査に当たっては，国内外の博物館，資料館，大学，図書館，放送局等の機関や研究者との連
携を図る必要がある。 
 
 (2) 保 存 




  ② 後継者の不足している分野については，民間における後継者育成の諸活動（技術者を育てる学
校や研修の制度等）に対する支援について調査研究を進めることが望まれる。 
  ③ 近代の生活文化・技術に関係の深い町工場の設備等については，設備更新などで破壊される場
合があるので，その保存について，配慮する必要がある。 




 (3) 情報の整備・活用 
  ① 近代の生活文化・技術については，記録保存の意義は特に大きく，映像などによる各種の記録
作成とその活用を積極的に行う方策を検討する必要がある。 
  ② 近代の生活文化・技術に関する情報源の一つとして，映画やレコードなどがあげられる。これ
らの既存の映像資料や音響資料の保存を進めるとともに，これらの利用活用を促進するための方
策について研究する必要がある。 
  ③ 博物館，資料館，大学，図書館，放送局等がもつ近代の生活文化・技術に関する情報を整備し，
これら諸機関や研究者・所有者との間を結ぶネットワークの形成を促進するとともに，一般の利
用に供するための方策の検討が望まれる。 







                               平成７年10月16日 
                               近代の文化遺産の保存・活用に  










 (1) 近代の建造物の保護の必要性 




   近代の建造物は，従来のものに比べ多様かつ大量であり，それらの中には建設されてから相当の
年数を経て，文化財としての評価が定まっているものも少なくない。 
   しかし，その指定は，現在のところ，建築物については，大正期までの住宅，学校等について進
められているが，土木構造物については，ほとんど指定されていない状況である。さらに，昭和期
の建造物については，全く指定されていないのが現状である。 
   その一方で，近代の建造物は，老朽化が進み維持管理が困難であることや，都市の再開発等に伴
い土地の効率的利用が求められていること，また，産業構造の変化に伴い高度の利便性が求められ
ていることなどにより，取壊しや改変が行われているものも少なくない。 
   このため，文化財として価値のある近代の建造物の保護に関して，従来の保護の考え方の見直し
を含め，一層の充実を図る必要がある。 
 
 (2) 近代の建造物の特質と検討の視点 
   近代の建造物は，これまで保護の対象としてきた建造物とは大きく異なる以下のような特質を持
っている。 
  ① 学校，官公庁，工場等の建築物や橋梁，ダム等の土木構造物なども対象となるため，多様，大
量で，規模も巨大であること。また，同種のものが多数存在する場合もあること。 
  ② 日本の伝統的技術に加えて西洋の建設技術が用いられたものが多く，材料も，木，土，石から
煉瓦，鉄，コンクリート，更には工業化学製品等まで多岐にわたっていること。 
  ③ 現在も本来の用途に使用されたり，用途変更により再利用されているものが多く，将来におい
ても継続的に使用されるものが多いこと。 
  ④ 土木構造物は，自然の外力（風力，波力等），人為的な外力（車輌荷重等）を繰り返し受けるも
のが多いこと。また，公共の利用に供されているものが多く，自然災害等を受け，大幅な改築や
新築又は緊急な取壊しが必要な場合があること。 






 (1) 対象とすべき時代範囲 
   指定対象とする時代範囲の始期は，近代の特質を持った建造物が建設され始めた時期，即ち，我
が国が建築，土木に関する西洋の技術の導入を始めた時期としてとらえることが適当と考えられる。 








 (2) 対象とすべき建造物の範囲 
   現在の建造物の「国宝及び重要文化財指定基準」では，建造物の範囲は，「建築物及びその他の工
作物」と定められている。近代の建造物の保護を推進するため，以下のことについて考慮する必要
がある。 




  ② 西洋の建設技術が用いられた建造物に限らず，我が国の伝統的技術によるものも保護の対象と
すること。 
  ③ 建築物及び土木構造物と一体をなしてその価値を形成している家具・什器，機械・設備，設計
図書等についても併せて保護すること。 
 
 (3) 指定すべき建造物を選択する際の考え方 
   指定すべき建造物を選択するに当たっては，近代の建造物の特質から，以下のことについて考慮
する必要がある。 
  ① 建築物は，一定の割合（原則として３／４程度）で外観が保存されていれば価値を認めること。 
  ② 土木構造物は，部分的に保存されていれば価値を認めること。 
  ③ 同種のものが多数存在する場合においても，典型的なもの，先駆的なもの，完成度の高いもの
は評価すること。また，地域的な特性や群としての価値についても考慮すること。 
  ④ 指定後の文化財としての保護・管理に関して，所有者・管理者・関係地方公共団体・文化庁等
の間で合意しておくこと。 




 (1) 所有者，管理者への配慮 




  ① 安全性の確保 
    経年による老朽化・劣化等による建造物自体の強度の減退や地震，風水害若しくは津波等の自
然災害又は火災等の予期せぬ災害等に対しては，重要文化財についても，日常的・定期的な保守・
点検はもとより，適宜，予防又は復旧のための修理・改修が必要になる。 
    特に，ダムなどのように広域的な安全性に強く影響するものについては，その安全性に対する
慎重な配慮が必要であり，また，公共の利用に供しているものについては，利用者の安全の確保
が不可欠である。 
  ② 利便性の確保 





 (2) 修理・改修等の考え方 
   重要文化財の修理・改修等に伴う現状変更等に対しては，個々の状況に応じた柔軟な対応が必要
であるが，文化財としての価値を維持するため，所有者・管理者が修理・改修等を行う際は，近代
の建造物の特質を考慮したうえで，以下のことに配慮がなされるよう理解を得る必要がある。 
   なお，安全性又は公益性を確保するため，現状の大きな改変が避けられない場合等においては，
部分的に保存したり，記録により保存するなど，状況に応じた保存の在り方について，指定の解除
も含め検討する必要がある。 
  ① 建築物については，外観（規模，形態，意匠等）は損なわないようにすること。また，土木構
造物については，意匠，材料，技術などのうち，文化財としての価値の認められた主要な部分は
損なわないようにすること。 
  ② 伝統的仕様による建造物のうち，現行法規において強度や耐久性などが定量的に規定されてい
ない部分については，修理・改修の際に学識者を含む委員会を設けるなどして，文化財としての
価値の維持とともに安全性及び公益性の確保に関し，十分な検討を行うこと。 



















                               平成７年１月20日 
                               近代の文化遺産の保存・活用に  










 (1) 近代の遺跡の保護の必要性 
   国は，遺跡のうち，学術的な調査研究により歴史的な評価が確定した重要なものから史跡に指定
しているが，現在のところ、近代の遺跡については，明治中頃以降のものは指定していない状況に
ある。 






 (2) 近代の遺跡の特質と検討の視点 
   近代の遺跡は，それ以前の遺跡に比して， 
   ア．多様で，多数かつ大規模な遺跡が存在すること， 
   イ．歴史事象の意義について対立する多様な見解が存在したり，遺跡の保護について国民的合意
が得られにくいものもあること， 
   ウ．現存する特定の個人・団体・思想・宗教が関係しているため，史跡指定によって国や地方公
共団体が関与することが不適切なものもあること。 
   エ．現存も機能を失わず使用されていること等のため，現状の恒久的な保存が社会的・技術的に
著しく困難なものもあること， 
  等の種々の特質を有していると考えられる。 





 (1) 対象とすべき時期 








 (2) 対象とすべき遺跡 
  ① 分野 
    政治，経済，文化，社会等あらゆる分野における重要な歴史的遺跡を選択することが適当と考
えられる。 
    分野別に例示すると次のとおり。 
    ○ 政治（立法，行政，司法，外交，軍事，政治運動等） 
    ○ 経済（諸産業，金融，土木・建築，交通，通信等） 
    ○ 文化（学術，芸術，教育，宗教，情報伝達等） 
    ○ 社会（生活様式，都市計画，保健・衛生，福祉，社会運動等） 
  ② 選択の基準 





    このため，近代の遺跡についても，この基準によることが適当であり，この基準の具体化とし
て，次の２点を充たす必要がある。 
   ア．我が国の近代史を理解する上で欠くことのできない遺跡であって，国として保護する必要の
あるものであること。 
   イ．遺跡が歴史上の重要性をよく示しており，学術上価値の高いものであること。 
  ③ 選択の際の考慮要件 
    上記１の選択の基準に則り選択を行う際の考慮要件を列挙すると，以下のとおりである。 
   ア．歴史事象とそれを表象する遺跡とが直接に又は密接に関係していること。 
   イ．同種の遺跡が複数ある場合には，全国的見地から注目すべきものであること。 
     また，その場合，当該歴史事象に関係する資料等の保存状況についても，勘案するものとす
る。 
   ウ．当該遺跡が歴史的に重要で保護を要するものであるという点について相当の評価が定まって
おり，国民的理解が得られやすいものであること。 
   エ．宗教に関する遺跡については，特定の関係者・団体を顕彰するなど，これらに特別の利害を
生ずる結果となるおそれがあることにかんがみ，慎重に取り扱うものとする。 
   オ．個人に関する遺跡については，当該個人を顕彰するなど，関係者に特別の利害を生ずる結果
となるおそれがあることにかんがみ，慎重に取り扱うものとする。 
 
 (3) 保存と活用の在り方 
   近代の遺跡の中には現在も機能を失わないで使用されているものもあり，遺跡の保存と活用につ
いて多様で柔軟な手法を考える必要がある。 





   なお，近代に係る埋蔵文化財の発掘調査については，当面，特に必要と考えられる場合に行うも
のとする。 
 
 (4) 今後の課題 
   近代の遺跡の遺存状況については，現段階では，文化庁，地方公共団体いずれにおいても十分に
は把握していない。このため，今後，近代の遺跡の保護を推進するに当たっては，近代の遺跡の遺
存状況についての全国的調査を実施する必要がある。 
   また，国による史跡指定と並行して，地方公共団体による積極的な保護措置の推進を図る必要が
ある。 







                              平成９年８月13日 庁保記第182号  
                              各都道府県教育委員会教育長あて 





























  (ｱ)  出土品については，一定の基準に基づき，将来にわたり文化財として保存を要し，活用の可能
性のあるものと，それ以外のものとに区分し，その区分に応じて保管・管理その他の取扱いを行
うこと。 
  (ｲ) 上記(ｱ)の区分により保存・活用の必要性・可能性があるとされた出土品については，その文化
財としての重要性・活用の状況等に応じて，適切な方法で保管・管理を行うこと。 
  (ｳ) 出土品の活用については，専用施設における展示・公開等の従来の方法にとらわれず，広範な
方途により積極的に行うこと。 
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  (ｴ) 法第63条第１項の規定により国庫に帰属した出土品は，法第64条の規定により，その保存のた
め又は効用からみて国において保存・活用を行う必要がある場合は国が保有し，それ以外の場合
は地方公共団体等に譲与されること。 







 (1) 区分に関する基準 
   将来にわたり保存・活用を図る必要性・可能性のある出土品とそれ以外のものとの区分について
は，一定の基準に即して行う必要がある。 
   したがって，各都道府県教育委員会においては，次に示す諸要素を総合的に勘案し，かつ，各地
域の歴史的特性や関連の学問分野等に係る要素を加えて，区分に関する具体的な基準を定めること
とされたい。 
  ① 種類：出土品の種類・性格による分類の要素 
  ② 時代：出土品が製作され，又は埋蔵された時代の要素 
  ③ 地域：出土品が出土した場所，地方又は歴史的・文化的区域の要素 
  ④ 遺跡の種類・性格：出土した遺跡の種類・性格の要素 
  ⑤ 遺跡の重要度：出土した遺跡の重要度の要素 
  ⑥ 出土状況：出土の状況，特に遺構との関係に関する要素 
  ⑦ 規格性の有無：出土品が型作り等による規格品・大量生産品であるか否かの要素 
  ⑧ 出土量：同種・同型・同質の出土品の出土量の要素 
  ⑨ 残存度・遺存状況：出土品の残存・保存の程度の要素 
  ⑩ 文化財としての重要性：出土品自体が有している文化財としての性格・重要度の内容・高低の
要素 
  ⑪ 移動・保管の可能性：出土品の大きさ・形状・重さ，それによる移動・保管の可能性の要素 
  ⑫ 活用の可能性：出土品の将来的な活用の可能性の有無・程度に関する要素 
   この基準の策定に際しては，前記「報告書」の第２章，２，(2)中の「選択についての標準・方針
の要素・視点となる事項」を参照されたい。 
   なお，この基準については，策定後もその妥当性・有効性について随時検討し，学術的な進歩，
社会的認識の変化等に従って，最適なものとなるよう改善していくことが望ましい。 
 
 (2) 区分の対象等 






 (1) 保管・管理に関する基本的な考え方及び方法 
  (ｱ) 基本的な考え方 





    このような出土品の区分とそれに対応した保管・管理の在り方としては，次のようなものが考
えられる。 
   ① 文化財としての価値が高く，展示・公開等による活用の機会が多いと考えられるもの 




   ② 文化財としての価値，活用の頻度等において①の区分に次ぐもの 




   ③ 文化財としての価値，活用の可能性・頻度が比較的低いもの 
     必要があれば取出しが可能な状態で，保管スペースを可能な限り効率的に利用できる方法で
収納する。 
    この場合，出土品の保管・管理は，必ずしも同一遺跡から出土した出土品を同一の地方公共団
体等で一か所に一括して保管するという考え方にとらわれる必要はなく，適切かつ合理的な保
管・管理の観点から柔軟に対応することが望ましい。 
    各都道府県教育委員会においては，上記の基本的な考え方に即し，出土品の適切かつ合理的な
取扱いについて，管下の教育委員会等に対する指導等を含め，配慮されたい。 
 
  (ｲ) 適切な保管・管理のための記録の整備・管理 
    出土品の保管・管理を行う地方公共団体等においては，出土品の適切な管理や活用のため，そ
の名称・内容・数量・発見時期・出土遺跡名，発掘調査報告書への記載状況，保管の主体・場所
等に関する記録を作成し，管理する必要がある。 
    各都道府県教育委員会においては，この趣旨に沿って，出土品の適切な保管・管理について管
下の市町村教育委員会その他出土品の保管・管理を行う機関等に対する指導等を含め，配慮する
とともに，管下における出土品の保管・管理状況について的確に把握しておくこととされたい。 





 (2) 保管・管理のための施設・体制の整備等 
   出土品について適切かつ合理的な保管・管理を行っていくためには，地方公共団体等における必
要な施設の充実と専門的知識を有する職員による体制の整備を進める必要がある。 





 (3) 出土品の廃棄その他の措置と配慮事項 








   また，廃棄その他の措置を執る場合は，後日，無用の誤解・混乱を生ずることのないよう，対象
の出土品の種類・性格・数量等に応じて，何を，どこにおいて，どのような措置を執ったかの概要
に関する記録・資料を作成し，保管しておくことが必要である。 
   各都道府県教育委員会においては，出土品の廃棄その他の措置を執った管下の市町村教育委員会
等から上記の記録・資料の提出を受ける等により，管下における取扱いの状況を把握するととも  
に，出土品の適切な取扱いの確保のため，必要に応じて適宜指導することとされたい。 







 (1) 活用に関する基本的な考え方 




   このような出土品の活用方法の改善・充実については，出土品の保管・管理を行う地方公共団体
等が，次に示す例を参考として，それぞれ有効かつ適切な方途を検討し，実施することが望まれ  
る。 
   したがって，各都道府県教育委員会においては，出土品の積極的な活用について，出土品の保管・
管理を行う管下の市町村教育委員会等に対する指導を含め，配慮されたい。 
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  (ｱ) 博物館等の展示専用施設における活用の改善・充実 
    博物館や歴史民俗資料館等の展示専用施設における展示については，発掘調査組織と博物館等
との連絡・協力関係を強化し，発掘調査の成果を地域に広く公開するため，最新の調査成果を反
映した常設展示の更新や速報的な展示の企画等を積極的に進めること。 
    また，展示の方法としても，出土品の種類によっては，見るだけではなく直接触れることがで
きるようにする等の工夫も必要である。 
  (ｲ) 学校教育における活用の充実 
    出土品は，子ども達が直接，見て，触れながら，地域の歴史や文化を学ぶことができる貴重な
資料であるため，これを学校教育における「生きた教材」として，一層積極的に活用すること。 
    この場合，地方公共団体においては，出土品の提供や資料の作成・提供，埋蔵文化財担当専門
職員による説明等の協力を行うことも必要である。 
  (ｳ) 地域の住民に対する活用の工夫 
    市町村役場や公民館等の住民に身近な公共施設における出土品の展示や地域への行事への出品，
発掘調査の現地説明会における活用等，地域の住民が直接出土品にふれることができる機会を設
けること。 
  (ｴ) 民間施設を利用した活用 
    公的な展示専用施設に限らず，例えば発掘調査の原因となった開発事業により建設された施設
での展示等，展示専用施設でない民間の施設を有効に利用した活用も積極的に進めること。 
  (ｵ) 他の地方公共団体等との連携 
    出土した地域や地方公共団体内に限らず，相互交換・貸借により，国内の他の地域に置ける展
示・公開あるいは研究資料としての活用を図ること。 
    なお，我が国の多様な文化と歴史に対する理解を深める上から，外国における展示・公開等も
有益であると考えられる。 
  (ｶ) 学術的な活用の推進 
    出土品は，文化財としての活用のほか歴史学・考古学等の研究資料としての活用の可能性を有
するものであり，その研究資料としての活用は，学術の進歩・発展にとっても有効なものである
ので，大学，研究機関における研究活動等における出土品の活用を今後一層拡充すること。 








 (2) 展示・公開のための施設・体制の整備等 
   出土品の展示・公開等その積極的な活用の推進のため，地方公共団体，特に市町村においては，
必要な施設の設置や既存の施設の充実・改善及び専門職員の配置等による体制の整備を図る必要が
ある。 




   前記３，(2)の「埋蔵文化財センター」は，このような施設としても有効なものであるので，これ
を活用されたい。 

















  なお，国で保有する出土品の選択基準は，従来どおりである。 
 
７ 出土品の地方公共団体等への譲与（「指針」６，７関係） 
 (1) 地方公共団体への譲与の促進 





















 (2) 発見者等への譲与 
   上記(1)による国保有又は法第64条第３項の規定による地方公共団体への譲与を行うことができ
ない場合については，法第64条第１項の規定により発見者等に譲与することとなる。 






 (3) 譲与の手続 










  ① 借受けの目的が当該出土品の保存・活用にとって適切であること 
  ② 当該出土品の保管・展示等を行うための施設・設備が整備されていること 










                                     平成９年８月13日  




































 (ｱ) 石器，骨角器等旧石器時代に属するもの 
 (ｲ) 土器，土製品，石器，骨角器等縄文時代に属するもの 
 (ｳ) 土器，青銅器，鉄器，石器，木製品等弥生時代に属するもの 
 (ｴ) 鏡，武器，武具，馬具，装身具，埴輪，石製品，土器等古墳時代に属するもの 
 (ｵ) 瓦，貨幣，印章，仏像，経筒，骨壺，墓誌，陶磁器，木簡等歴史時代に属するもの 
 














 (ｱ) 貸付けを受ける目的が当該出土品の保存・活用にとって適切であること 
 (ｲ) 当該出土品の保管・展示等を適切に行うための施設・設備が整備されていること 
 (ｳ) 貸付けの期間中，当該出土品が，適切な知識・技能を有する者により取り扱われること 
 








平成  年  月  日 
文 化 庁 長 官 殿 
 
                           〔法第64条第３項による譲与の場合〕 
                             都道府県・市町村教育委員会教育長名 
                           〔法第64条第１項による譲与の場合〕 
                             発見者    ○ ○ ○ ○ 








 (1) 品名・数量 
 (2) 発見の場所・遺跡名，発見の年月日 
 (3) 発見者の氏名・住所 
 (4) 発見された土地の所有者の氏名・住所 
 (5) 文化財として認定された年月日 
 
２ 譲与申請の理由・譲与後の取扱い 
 (1) 譲与申請の理由 
 (2) 譲与後に保管する場所・施設及び保管方法 
 (3) 保管責任者となる者の氏名・役職・連絡先 
 (4) その他参考となるべき事項 
 
※添付書類等 
 ① 文化財保護法第60条による警察署長の提出書の写 












平成 年 月 日 
                           発見者       ○ ○ ○ ○ 
                           発見地の土地所有者 ○ ○ ○ ○ 
                           譲与後当該出土品の寄託等を受けて 
                           保存・活用する者  ○ ○ ○ ○ 
 






 (1) 出土品の名称 
 (2) 発見地 
 (3) 発見年月日 
 
２ 保存・活用の方法 
 (1) 寄託を受けて保存・活用を行う者の氏名・住所〔機関の名称・代表者名・所在地〕 
 (2) 保存・活用を行う施設の名称・所在地，規模・構造の概要 







平成 年 月 日 
 
文 化 庁 長 官 殿 
 
                            借受け申請者 
                              氏名（又は機関の名称及び代表者） 







 (1) 品名・数量 
 (2) 発見地・遺跡名 
 
２ 借受け申請物件の使用計画 
 (1) 使用（保管・展示等）の目的 
 (2) 使用（保管・展示等）計画 
 (3) 借受け希望機関（展示を行う場合は，その機関を付記すること。） 
 (4) 使用（保管・展示等）場所の名称・所在地 
 (5) 使用（保管・展示等）を行う建物その他の施設・設備の概要 
 (6) 借受け品を取り扱う専門技術者の氏名・経歴 
 (7) 借受け品の輸送方法 
 
※添付資料等 
 ① 保管・展示等を行う建物その他の施設・設備の概要及び図面 
 ② 防災施設等の概要及び図面 
 ③ 消防法令に適合していることを証する消防署の意見書 





                              平成15年10月30日 財記念第49号  
                              各都道府県教育委員会教育長あて 























                                    平成９年６月 












































  (1) 移動・転倒・落下等による被害 
  (2) 火による被害 



























 (1) 収蔵庫等の施設で収蔵・保管する場合 
  ア 寺院，神社等の収蔵庫等での収蔵・保管 
  イ 博物館施設の収蔵庫での収蔵・保管 
－299－ 
 (2) 寺院，神社等の堂塔や社殿などに仏像・神像等を安置している場合 
 (3) 屋外で梵鐘，燈籠等を管理する場合 




 (1) 収蔵庫等の施設で収蔵・保管する場合 
  ① 収蔵・保管施設は，建設地及び周辺環境等を考慮し，防火・防犯設備はもとより，耐震・免震
性等を確保した構造であるものが望ましい。 
  ② これらの施設は，収蔵する文化財を適正に保管できる床面積を確保することが望ましい。 
 ③ 出入口の扉の周辺には，転倒するおそれのある文化財や器物等を置くことは避ける必要があ 
る。 
  ④ 停電した場合には，点検や復旧作業が極めて困難となるので，収蔵庫の全室や庫内に懐中電灯
等の非常用照明器具を常備しておくことが必要である。 
  ⑤ 丈の高い仏像や比較的大きな光背，あるいは近代彫刻等には，可能な限り養生を施して横たえ
る，支持具を設けるなどの対策が有効である。 
  ⑥ 仏像の台座は，心棒が上下に貫通した本格的な蓮華座の免震性が高いことを参考にして，安全
性の高い構造にすることが望ましい。また，台座各段が小さなダボでつながったものは，はずれ
やすく，像が転倒したり，飛び出したりすることが多いので，これを防ぐ処置が必要である。 
  ⑦ 収納棚を設置する場合，奥行きのある木製の棚が望ましい。また，棚の移動・転倒防止策を講
じる必要がある。 
 ⑧ 棚から落下を防止するため，安全性・使い易さ等を考慮したストッパー等を設ける必要があ 
る。 
  ⑨ 木製の保存箱に文化財を収納して保管することは有効である。特に陶磁器・ガラス製品等の破
損しやすいものは，保存箱に緩衝材で包んで収納するとともに，収納棚の低層部で保管するなど
の配慮が必要である。 
  ⑩ 保存箱を積み重ねることは避ける必要がある。また，考古資料を収納する整理箱を積み重ねる
場合には，重心を低く保つ必要がある。 
  ⑪ タンスやマップケースは，移動・転倒のないよう配慮するとともに，引出しが飛び出さないよ
うに常に施錠しておく必要がある。 
  ⑫ 近代絵画等の額装品を収蔵・保管する場合には，移動ラック，ワイヤーの繋ぎ部分等の安全性
を十分に確保する必要がある。Ｓカンを使用する場合には，形状・強度・取扱い上の安全性を十
分に検討して選定する必要がある。 
  ⑬ 民俗文化財等を収蔵パネル等に懸けたり，吊るして収蔵・保管する場合は，収蔵パネルが転倒
しないように固定するとともに，資料の落下防止のため固く縛りつけるなどの対応が必要であ 
る。 




 (2) 寺院，神社等の堂塔や社殿などに仏像・神像等を安置している場合 
   堂塔・社殿に安置されている仏像・神像等，礼拝の対象で厳重な保護対策を講じることが困難な
ものについては，専門家と協議して支持具を設けることや立像の足等を検討し，転倒防止の対策を
講じることが望ましい。 




 (3) 屋外で梵鐘，燈籠等を管理する場合 
  ① 梵鐘は，鐘楼自体の構造的強度を確保するとともに，落下防止のため鐘を吊り下げる金具の安
全確保と強化を図ることが望ましい。 
  ② 燈籠や石塔，あるいはパブリック・アート等の，屋外に設置された文化財は，転倒による損傷
を防止するため，周辺に空間を設けるなどの整備措置を講じることが望ましい。 
 
 (4) 個人所有者の自宅等で保管する場合 
   所有者の居宅等で収蔵・保管するに際しての災害対策は，博物館施設・社寺の場合と同様である
が，特に保存箱に収納し，災害発生時に備えて，文化財の名称を明記しておく必要がある。 





























 ③ 可動ケースの場合，地震発生時に床面を移動したために，結果として転倒を免れた事例もある  
が，原則としては構造的に重心を低く保って，移動・転倒等に対する安全性を確保することが望ま
しい。 

















 (1) ケース内展示の場合 
  ① 転倒によって他の展示品に損傷を与えないため，展示空間を考慮し，個々の展示品との間隔を
十分に確保する必要がある。 
  ② 展示台を使用して展示を行う場合は，展示台自体の移動を防止するとともに，展示品の材質・
形状等を考慮して対応する必要がある。 
    特にガラス板やプラスチック板は，展示品の材質によっては滑ることが多いので，台の床面は
摩擦力の大きい素材とすることが望ましい。 
    なお，上下に展示棚を設置したり，ひな壇式にするなどの展示は，上段の展示品の落下により
下段の展示品をも損傷させる危険性が高いので好ましくない。 
  ③ 巻子等（絵巻，文書，地図等）を傾斜台に展示する必要がある場合は，台の移動の防止策をと
るとともに，傾斜角度を水平角30度以下に抑えるなどの配慮が望まれる。 
  ④ 屏風の展示は，ケース内の壁に平らに立てて展示する方法と，屈曲したまま立てて展示する方
法の二通りがとられているが，それぞれの場合に応じた屏風留めで固定する必要がある。 
  ⑤ 彫刻の立像を展示する場合は，展示空間を確保するとともに，像の足等の安全性に留意する必
要がある（前掲第２章(1)⑥を参照）。 
－302－ 
  ⑥ 工芸品等の支持のためテグスを使用する場合は文化財を傷めないよう，また，テグスの切断の
防止を考慮し，その懸け方と結び方を工夫するとともに，テグスを張る方向に対して鋭角に釘を
打って固定する必要がある。 
    また，テグスを有効に使用するためには，展示品の重量を勘案してテグスの太さを選び，展示
が長期間に及ぶ場合には定期的に交換する必要がある。 
  ⑦ 陶磁器類の壺等の展示に際しては，テグスで固定するだけでなく，鉛玉や砂を入れた布袋を内
底部に置き，重心を下げることが有効である。 
  ⑧ 土器等の立体物の展示に際しては，安全性を確保した支持具の使用が有効である。 
 
 (2) 露出展示の場合 
  ① 適切な展示場所を選定するとともに，特に重量物については周辺の空間を十分に取り，移動や
転倒によって観覧者に危険が及ばないようにすることが必要である。 
  ② 額装の絵画等を展示するに際しては，次の点に留意する必要がある。 
   ア ピクチャーレールに使用するフックは，落下防止のために固定可能なものを使用する必要が
ある。 
   イ ワイヤーについては，展示物の重量・形態を十分考慮して，太さや本数を決める必要がある。 
   ウ フックの落下防止としては，受けの深いフックを用い，文化財の直上のワイヤーを壁に固定
することが有効である。 
  ③ 構造・形状等が多種多様な近・現代の立体作品の展示は，観覧者の安全確保と転倒・落下防止
の対策を，展示場所や展示台を含めて総合的に検討する必要がある。 
  ④ 大型の漁船や民俗文化財及び近代の機械類等の展示に際しては，移動を防止するため支持具等
で固定するなどの配慮が必要である。 



















 ① 転倒，落下等によって損傷した場合 




 ② 火によって損傷した場合 
   素材が非常に脆くなっている場合が多いので，原則として手を触れることなく，その取扱いにつ
いて早急に専門家の助言を求める必要がある。煤，汚れなどを清掃することは避けるべきである。 
 
 ③ 水によって損傷した場合 
   水を含んで重量が増加し構造的に弱くなっているため，注意しながら取り扱いに便利な場所へ移
動する。その後はカビの発生に注意しながら，低温の環境を保つ必要がある。 
   その際，並行して汚れや泥を落とし，水分を除去する必要のある文化財もあるが，材質によって
その扱いは一様ではないため，専門家に相談するなど対応が必要である。 
 
 ④ 損壊した建物等から文化財を搬出し，他の施設に移動して保管する場合 
  ア 搬出作業を円滑に行うために，日頃から次のような点について留意する必要がある。 
   ａ 必要な備品・資材を十分に準備する。特に梱包資材のように大量に必要とするものについて
は，地方公共団体や博物館施設に常備しておき，災害発生時には被災地周辺から集中的に投入
できるような体制を作っておくことが望ましい。 
   ｂ 搬出後に適当な一時保管場所を確保する。 
  イ 搬出作業の実施に当たっては，あらかじめ現場の下見を行う必要がある。その際，作業者の安
全と，搬出の必要がある文化財の現状及び搬出の経路を確認し，効率的に作業が行えるように交
通輸送手段，建物への進入手段，搬出した文化財や資材等の置き場などを確保する。 
  ウ 搬出時には，被災した文化財の取扱いに慎重を期しながら，その員数を確認し，写真等でその
現状を記録する。 







                 平成９年６月16日 
























































































































































































































































































































  ①年間開館日数が原則250日以上 





























































































 (1) オーケストラ，オペラ，合唱，室内楽，バレエ，現代舞踊，演劇等舞台芸術の公演その他の活動 
 (2) 文楽，歌舞伎，能楽，邦楽，邦舞，演芸等伝統芸能の公開その他の活動 
 (3) 美術の展示，その他の活動 
 (4) 映画の製作活動 
 (5) 先駆的又は実験的な公演，展示その他の活動 
 (6) 芸術の国際交流活動（国際共同，フェスティバル） 
 
２ 地域の文化の振興を目的として行う活動 
 (1) 文化会館，美術館その他の地域の文化施設において行う公演，展示活動 
 (2) 歴史的集落・町並み等の文化財を保存し，活用する活動 
 (3) 民俗芸能その他の文化財を保存し，活用する活動 
 
３ 上記のほか，文化に関する団体が行う文化の振興又は普及を図るための活動 
 (1) アマチュア等の文化団体が行う公演，展示その他の活動 
 (2) 文化財である工芸技術又は文化財の保存技術の復元，伝承その他文化財を保存する活動 
 
 芸術文化振興基金の運営 





























                                     平成11年４月１日  
















 (1) 重要有形・無形民俗文化財伝承基盤整備事業 
  ア 重要無形民俗文化財の施設の修理・防災事業 
  イ 重要無形民俗文化財の用具の修理・新調事業 
  ウ 重要無形民俗文化財の施設・用具の災害復旧事業 
  エ 重要無形民俗文化財の伝承者養成事業 
  オ 重要有形民俗文化財の使用法等の復元・調査事業 
  カ 重要無形民俗文化財，記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財の現地公開事業 
 
 (2) 無形民俗文化財伝承事業 
  ア 無形民俗文化財の周知事業 
  イ 無形民俗文化財の伝承教室・講習会・発表会開催事業 
 
 (3) 無形民俗文化財活用事業 
  ア 文書，写真，採譜資料等による記録作成，刊行事業 
  イ 録音，映像等の製作事業 
 
４．補助対象となる経費は，次に掲げる経費とし，その詳細は別紙のとおりとする。 
 (1) 主たる事業費 
  ア 施設の修理・防災経費 
  イ 用具の修理・新調事業 
  ウ 伝承者養成経費 
－317－ 
  エ 指定文化財の使用法等の復元・調査経費 
  オ 現地公開経費 
  カ 周知経費 
  キ 伝承教室・講習会・発表会開催経費 
  ク 記録作成，刊行経費 
  ケ 録音，映像等の製作経費 
 
 (2) その他の経費 
   事務経費 
 
５．補助金の額 























































































































































































































































                                     平成15年４月１日  
                                     文化庁長官決定 
 
１．趣旨 














   ア．史跡等の全体像を認識できるような復元的整備（生態系の復元的整備を含む） 
   イ．往時の姿をしのばせる歴史的建造物等の復元 
   ウ．実物遺構等を見るために必要な保存展示施設の設置 
   エ．名勝又は天然記念物の野外観察等のための施設の設置 
   オ．史跡等のオリエンテーション及びガイダンス，体験・活用等のために必要な施設の設置 
   カ．上記ウ，エ又はオの建設に伴い活用上必要と認められる映像設備の設置（映像ソフトの作
成を伴うものを含む） 
   キ．史跡等の範囲や往時の全体像を理解するための地形模型の製作（野外設置を原則とする） 
   ク．案内板・説明板等の設置，休憩施設等の便益施設の設置，管理運営施設の設置 
   ケ．遺構等の調査，環境整備，その他史跡等の保存・活用上必要と認められる事業 
   コ．史跡等の整備に伴って行われる活用のために必要なパンフレット等の作成 
  なお，事業の実施に当たっては，防災面にも配慮するものとする。 
 
 (２) 補助対象事業の実施期間は，概ね５ヶ年以内とする。 
 
４．補助対象経費 
  補助対象となる経費は，次に掲げる経費とし，その明細は別紙のとおりとする。 
 
  (１) 主たる事業費 
   ア 史跡等の復元的整備工事経費 
－320－ 
   イ 歴史的建造物等の復元工事経費 
   ウ 遺構等露出保護展示施設設置工事経費 
   エ 野外観察，ガイダンス等施設設置工事経費 
   オ 遺構等全体模型設置工事経費 
   カ 遺構等調査，環境整備等経費 
   キ 便益施設等設置工事経費 
   ク 活用資料作成経費 
   ケ 設計料及び監理料 
 
  (２) その他の経費 
     事務経費 
 
５．補助金の額 
   補助金の額は，次に掲げる場合を除き，補助対象経費の２分の１とする。 
 












































































































































































                                    昭和29年２月16日 























                                    昭和31年３月28日 






















 (1) 登録制度の合理化 
   現行博物館法における登録制度においては，博物館の設置主体及び博物館の教育委員会所管など
について法的に限定しすぎており，このことがわが国の各種の博物館の教育活動を助長し博物館の
総合的な発展を促進する上に極めて大きな障害となっている。 
   従って，博物館の特性及び将来の発展に資するよう実態に則して，博物館の設置主体の拡大及び
博物館の教育委員会専管規定の緩和などこれに伴う登録制度を合理化して，博物館の体系を整備し
特に，国立の博物館を含めて博物館の総合法としてその法的体制を整備することを強く要望する。 
 (2) 学芸員資格制度の改善 











   大学の博物館科目の修得による学芸員の養成は今後共助成されるべきであるが，当該科目修得後
所定の経験年数を加味することが必要と思われる。 
 (3) 博物館相当施設指定の明確化 





 (4) 補助金の確保とその増額 







                                    昭和32年11月11日 
                                    中央教育審議会答申 
 



























                                    昭和46年４月30日 
                                    社会教育審議会答申  
 













 (1) 人口構造の変化 








 (2) 家庭生活の変化 










 (3) 都市化 













 (4) 高学歴化 







 (5) 工業化・情報化 







 (6) 国際化 








 (1) 社会の変動と生涯教育 



















 (2) 生涯教育と社会教育 










 (3) 社会教育の意義 
   社会教育というとき，往々にして青年団・婦人会などの団体や，公民館・図書館などの施設や学
級・講座などの活動だけが思い浮かべられることが多い。また，教育という言葉のもつ語感から，
なんとなく，講義などの受け身の形態や堅い内容だけが連想されることもないとはいえない。 






























    （略） 
１ 社会教育の内容 
 (1) 内容の現状 
  ア 要求されている内容 









  イ 提供されている内容 





 (2) 社会的条件の変化と内容 








   しかしながら，概括的に言えば，今後拡充を図つていく必要がある社会教育の内容として，およ
そ次のようなものが考えられよう。 
  ア 教養の向上，情操の陶冶に資する教育 





    また，自ら進んで学習し創作するという積極的な態度そのものが，自己の主体性を高める道で
もあることに，留意する必要がある。 
  イ 体育・レクリェーションに関する教育 
    都市化し，機械化する現代においては，ともすれば積極的な身体活動や仲間との共同生活が少
なくなる傾向があるので，体育・レクリェーションを一段と充実させ，また自然との交流を重視
する必要がある。 
  ウ 家庭教育の振興，家庭生活の向上に資する教育 








  エ 職業に関する知識・技術の向上に資する教育 










  オ 市民意識・社会連帯意識のかん養に資する教育 




    このような事態に対処し，社会の構成員としての自覚をもち，権利と義務の正しい認識のもと
に，よりよい地域社会の形成に積極的に参加し，また，国土と民族に対する愛情をもつて国家・
社会のあり方に深い関心をもつ，公民としての人間を形成していくことがたいせつである。 
  カ 国際性の啓培に資する教育 








 (1) 方法の現状 
  ア 学習の形態 











  イ 学習の方法と媒体 
    学習の方法には，従来から行なわれてきた講義，講演のほか，各種の討議法や読書，実習・実
験，演示，劇化，見学，調査，資料の自作，スポーツの練習・競技などの多彩な方法があげられ
る。 





 (2) 社会的条件の変化と方法 
   これからの国民生活の動向や社会的条件の変化を考慮するとき，方法の面には次のような課題が
指摘される。 
  ア 学習意欲の高揚 






  イ 個人学習の促進 









  ウ 集会学習の拡充 







  エ 集団学習の拡充 






  オ 学習媒体の活用 






    最近では，各種の教育機器を総合的に活用して学習の効果を高めようとする教育工学の研究も
さかんになりつつあるので，こうした動向にもつねに注目し，積極的にこれをとり入れることが
必要である。 
    （以下略） 
 
４ 社会教育に関する施設 
 (1) 施設の現状 
  ア 施設の種類 
    社会教育に関する施設は，社会教育活動の内容や方法が多様であるのに対応して多種にわたつ
ている。また，設置者は公共団体だけでなく，民間団体や私人もあり，施設の利用範囲も近隣住
区を中心とするものから，より広域的なものまでさまざまである。 





    社会教育に関する施設について考える場合，これらを総合的にとらえる視点が必要であるが，
ここでは，前者を中心にとりあげることとする。 
  イ 施設の現状 





 (2) 社会的条件の変化と施設 
  ア 施設一般の課題 
    国民の学習要求の高まりに即して，社会教育施設を拡充するにあたつては，次のような課題を
解決する必要がある。 
   (ｱ) 施設の計画的整備と体系的配置 





     なお，校庭の開放その他学校の施設整備の開放の推進についても配慮する必要がある。 
   (ｲ) 施設の専門分化と総合的な施設の強化 




  また，専門的施設をいくつか集めて，総合的な機能をもつ施設に統合することも必要であ  
る。他方，施設の機能の専門分化と並行して，地域のひとびとが身近に相互のつながりを深め，
自発的活動を展開できるような各機能をあわせもつ日常的総合施設の必要も大きい。 
   (ｳ) 都市における施設の刷新・充実 





   (ｴ) 内容の高度化に対応する条件の整備 





   (ｵ) 他の施設との連携強化 





   (ｶ) 公共投資などの拡大 
     国や地方公共団体は，これらの社会教育施設が生活環境の基盤であることを認識し，施設の
建設については財政措置を強化する必要がある。 
  イ 施設別の課題 
    （略） 
   (ｳ) 博物館 







     (ⅰ) 施設・設備の近代化，資料の計画的収集，補充および教育事業の充実を促進する必要が
ある。 
     (ⅱ) 博物館の地域格差を解消するため，都道府県や大中都市はいうまでもなく，小都市や町
村においても，地域事情を考慮しつつ特色のある博物館を設置する必要がある。 




     (ⅲ) 博物館と学校教育または社会教育の組織的な学習活動との結びつきを図るべきである。 




     (ⅳ) 私立博物館については，税制上の優遇措置その他の国の積極的な育成策を講ずる必要が
ある。 
    （以下略） 
 
５ 社会教育における指導者 
    （以下略） 
 (2) 社会的条件の変化と指導者 
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   (ｲ) 指導者別の課題 
    （以下略） 
   (ｲ) 行政関係職員 
    （以下略） 
     (ⅱ) 施設職員 
    （略） 
     ｃ 博物館の学芸員 













                                    昭和54年６月８日 
                                    中央教育審議会答申  
 










































 (1) 文化活動圏を考慮した場の整備 











   文化活動の拠点となる施設の整備に当たっては，それらの施設に地域に対する愛着と帰属感の象
徴としての働きをもたせ，地域社会の振興又は再生の場とするような観点も必要である。 






   なお，これらの施設の配置に当たっては，地域の伝統や自然との調和についても十分配慮するこ
とが望ましい。 
 (2) 地域社会における学校開放の促進 
   学校はその保有する施設，教職員，情報等の面において文化活動に貢献し得る豊かな機能をもっ
ており，今後，学校が地域社会における文化活動の面で果たすべき役割は一層高まるものと思われ
る。 
   小学校・中学校・高等学校の施設については，体育・スポーツ活動面を中心として住民への開放
が既にかなり進められているが，学校の教育的・文化的機能を更に効果的に生かして，地域住民の
学習活動や芸術文化活動の面においても学校の開放を推進する必要がある。 





   また，大学についても，公開講座の開催や体育・スポーツ施設の一般利用などが行われているが，
その開放を更に積極的に進めるべきである。 
 (3) 民間の活力への期待 
   地域社会における文化活動を促進するためには，国や地方公共団体による条件整備が重要である
が，公的な制度を弾力的に運用するとともに，民間の意欲や創意を積極的に生かして，その多様な
活力を発揮させる方途を工夫する必要がある。 
   例えば，企業・団体等のもつ施設の地域住民への開放の促進，民間資金の導入，民間の発達した
情報媒体の活用，あるいは国，地方公共団体と民間とが連携・協力して施設を設置・運営する方式
なども考えられる。 
   また，さまざまな知識・経験を有する高齢者や意欲をもつ家庭婦人等がその善意と自発性に基づ
いて文化活動の指導者として参加したり，あるいは芸術文化などの分野における専門家がその居住
する地域の文化活動の発展に貢献し得るような仕組みを工夫すべきである。 
   その際，住民がこれらの人々の指導や助言を求めやすくするため指導者に関する組織的な情報を
整備し，これらの人々の研鐟の機会を充実し，また，その処遇，称号，顕彰等の方策について検討
する必要がある。 
 (4) 文化振興のための施策 





   更に，地域社会における文化活動の在り方を検討するため特定の地域を設定し，そこでの事例や
試みなどの成果を他にも広く提供して，それぞれの地域がこれらのことを通じて相互に啓発し，文
化活動に関する施策を一層効果的に推進し得るような配慮も必要である。 
   文化活動に関する事業の援助や指導者の養成・研修，情報の提供などを行なう文化振興のための
－340－ 
団体を設置することについて，必要に応じて立法措置を含め，検討することが強く望まれる。 
   なお，文化活動に関する施策については，その成果を長期的な観点から評価しつつ推進を図るこ
とが望ましい。 
 (5) 文化に関する行政の責務 












                                    昭和56年６月11日 
                                    中央教育審議会答申  
 








































































































 (1) 教育機能の領域別の課題 
  ア 家庭の教育機能の充実 




  また，家庭が各人の人間形成や精神的充足の上に持つ影響は，成人や高齢者にとっても大き  
い。このため，家族相互の温かい心の触れ合いや，信頼と尊敬あるいは人格の陶冶など家庭の教
育機能の充実が望まれる。 
  イ 学校教育の弾力化と成人に対する開放 




  このため，学校教育，特に大学教育をはじめとする高等教育の制度や運用方法の一層の弾力  
化，柔軟化を図る必要がある。 
  ウ 社会教育の振興 
    地域社会における人々の多様な学習活動を助ける上で，社会教育は重要な役割を果たしている
が，その施設や教育内容・方法においてなお不十分な面が多い。 
    このため，施設や事業，指導者など社会教育全般について一層の充実を図るとともに，個人学
習の援助など新しい分野や方法についても開発を進めるべきである。 
    さらに学校教育との連携・協力についても工夫・改善を図る必要がある。 
 
 (2) 学習のための条件整備の課題 
  ア 学習情報提供・相談体制の充実 
    生涯学習を進めるに当たっては，あくまでも個人の自主性が尊重されなければならないが，同
時に人々の学習意欲を育て，かつ，その学習を容易ならしめる配慮がなくてはならない。 
    このため，学習機会やその内容，活用方法についての情報を人々に提供する事業，及び学習の
内容や方法について助言・援助する学習相談体制の拡充を図るべきである。 
  イ 生涯教育関係機関の連携・協力の促進 
    人々の年齢，性別，能力等の違いや，学習の目的・動機の多様性からみれば，提供される教育
機会は多種多様であつて，かつ，これらが効果的に機能することが必要である。 
    このため，民間を含めて，教育諸機関相互のより緊密な連絡・情報交換が行われることが望ま
れる。 




  ウ 生涯教育に対する国民の理解 
































 (1) 家庭教育をとりまく状況 
   子供は，家族の愛情の下に教育され，自らも家族の一員としての種々の役割を果たしながら成長
を遂げていく。そして，親たちも複雑・困難な社会的環境条件の下で子供の教育に取り組み，努力
している。 












 (2) 幼少年期の成長の過程の重視 












 (3) 青年期の特質と家庭 




   この時期においては，幾多の試練を経て，青年が自己を確立していく過程を周囲が愛情をもって
見守り，これを励ますように配慮することが大切である。 
   また，青年は，その成長の過程で相談相手や心のよりどころを求めているのであり，親の適切な
指導・助言は大きな指針となり，また，心の支えとなるものである。 
 
 (4) 家庭と社会 









 (5) 家庭教育への援助 
   家庭の教育機能の低下が指摘されているが，その機能の充実を図っていくのは，窮極のところ，
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個々の家庭の教育に対する熱意と自主的な努力である。 
   家庭基盤の充実は，今日国民的な課題であり，従来から行政の各分野において種々の努力が払わ
れてきているが，今後も家庭の教育機能を充実するための施策が求められる。 






 (1) 学習のための意欲，能力の涵養 








   幼稚園教育においては，幼児の情操や創造性を育むとともに，集団生活を通じて社会性を養うこ
とが必要である。 






 (2) 生徒の個性に応じた教育内容・方法の多様化 






   中学校教育においては，義務教育の最終段階として必須の基礎的知識・技能を確実に習得させる
とともに，各人の個性の分化に十分配慮すべきである。 
   高等学校教育においては，高等学校への進学者の増加に伴う在学者の多様化，中途退学者などの
実態を十分考慮し，生徒がその能力・適性や希望に応じて選択できる多様なコースを設け，かつ，
生徒の学習意欲や将来の進路に応じて各コース間の移動を容易なものとする必要がある。 





 (3) 進路指導の充実 
   進路指導については，各学校段階において種々の努力がなされている。しかし，近年，受験競争
が激しくなり，その指導はややもすると進学指導に重きが置かれがちである。 






   さらに，学校や父母に対しても，子供の進路の選択に関し適切な指導・助言ができるよう進学上，
職業上の広い知識・情報が与えられるようにするとともに，進路指導に関し，学校，家庭，社会の
間の連携・協力を一層強化することが大切である。 
   また，このような進路指導の充実と並んで，学校，家庭はもとより社会全体が人間の能力をより
多面的にとらえ，これを正しく評価するようになることが望まれる。 
 
 (4) 学校教育と社会教育との連携・協力等 











 (1) 地域社会における学習活動の促進 
   青少年の興味や関心に即してその学習意欲を喚起し，自由で個性的な学習活動や生活体験の場を
提供する上で，社会教育の果たす役割は大きい。 
   この時期の青少年に対する社会教育にあっては，自由な学習や各種のスポーツ活動，芸術文化活
動あるいは団体活動などのために多様な教育機会がより豊富に準備されなければならない。 
   なお，これらの青少年の学習活動等を進めていく上で，社会教育関係団体の一層の充実・振興を
図ることはもとより，家庭や学校の積極的な理解・協力が必要である。 
 
 (2) 活動のための機会及び指導者の充実 





   また，民間企業・団体の施設の開放や空地の利用促進なども図る必要があろう。 
   さらに青少年の学習活動のための指導者として，主婦，高齢者を含む成人一般の有志指導者はも
とより，高校生，大学生などのこの面での活躍が期待される。 
 
 (3) 社会参加の促進 
   青少年が地域社会に関心や愛着を持ち，社会的に寄与しようとする気持ちを持つようにすること
は大切なことである。 
   このため，青少年に奉仕活動などの場を与え，社会的な役割を果たすことの意義を体験的に理解
させ，それを通じて地域社会に対する関心，愛着を高めるべきである。 
   青少年の社会参加に関しては，特に家庭の理解・協力が必要であり，また，親自らが進んで子供
とともに社会的活動に参加する姿勢が望まれる。 















    （以下略） 
 
３ 社会教育の振興 
 (1) 社会教育事業の拡充 
  ① 社会教育は，人々の多様な学習要求に対して，各種の学習や体育・スポーツ活動，芸術文化活
動など広範多岐な学習機会を提供しており，生涯教育の観点からその果たす役割は極めて大きい。 
    また，近年，人々の学習要求が多様化し，かつ高度化していることに対応して，地方公共団体
において，住民の学習に関する希望等を基に学習内容・方法の改善がすすめられつつあるが，今
後もなお一層この面での施策の充実が望まれる。 





















 (2) 社会教育施設の整備・充実 




   このため，今後，地域の特性や住民の文化活動圏など学習活動の実態を考慮しつつ，これらの施
設の整備を計画的，体系的に進める必要がある。 
   また，各施設がより効果的に利用されるように，夜間の開放も含め利用時間や運営方法の弾力化
に一層努めるなど，施設の活用方法の改善を図るとともに，事業活動に関する情報提供の充実に努
め，あるいは関連施設相互の有機的連携を強化する必要がある。 
   なお，最近，一部の都道府県で設置又は構想・計画中の生涯教育センターなど，教育・文化面に
ついての各種の機能をもつ総合的な社会教育施設を一層整備していく必要がある。 
   さらに，学校施設やその他の公共的施設の開放の促進を図るほか，各種の団体や企業等が有する
民間施設も地域住民のために開放されることが望まれる。なお，学校施設の開放を推進するため，
今後，住民にとって利用しやすい施設設計上の配慮や教職員の積極的な協力が期待される。 
   （以下略） 
 
 (4) 個人学習の奨励・援助等 
   人々の学習要求が，その内容・方法において一層多様化・高度化し，また，集団的な学習形態よ
りも個人学習を望む人々も数多く存在することから，個人学習に対する配慮がますます重要になる
であろう。 
   このため，社会通信教育の充実や，近年，各方面で試みられつつある地域の各家庭に情報を送る
新たな情報媒体の開発とその活用を図ることが望まれる。 
－350－ 




   さらに，個人の各種のスポーツ活動を奨励・援助するため，年齢段階に応じたスポーツ・プログ
ラムの充実や，手軽な指導書の提供が望まれる。 
   また，各人の学習活動の成果に対して適当な資格を認定・付与するような方策は，人々の学習へ
の動機や意欲を高めるうえでも考慮に値しよう。 




    （略） 
２ 学習活動の奨励・援助等 
 (1) 学習機会の充実 




   最近，各地において公民館を中心に高齢者教室や高齢者大学などの事業が活発であり，それぞれ
大きな成果を上げているが，今後は，公民館のみならず，身近な学校施設やその他の公共的施設に
おいても，この種の学習機会を設けることが望まれる。 
   また，高齢者の個人学習を奨励・援助するため，図書館，博物館など専門的な教育施設が積極的
な役割を果たすことや，電話などによる学習相談事業の充実を図ることが極めて重要である。 
   さらに，種々の制約を持つ高齢者にとって，放送大学や通信教育は，学習の機会を広く，効果的
に提供するものとして，今後，ますます重視されなければならない。 
 
 (2) 学習内容・方法の工夫・改善 
   高齢者の希望や地域の状況等に即し，学習内容・方法の面でも適切，多様な対応が望まれる。そ
の際，実践的，活動的な方法を採用したり，異なる世代との接触・交流や各人の生活課題を重視す
るなどして，自主的な参加意欲を満たし，学習効果を高めるような工夫が大切である。 
   また，自己の学習成果を活用して，自ら指導者としての役割を果たすことは，高齢者の学習の動
機づけや学習効果を高めるものであると考えられる。 
   急速な高齢化社会を迎えて，我が国の高齢者のための教育的対応は，まだ緒についたばかりであ
る。このため，人間の老化に関する研究を含め，高齢期の特質を配慮した学習内容・方法の研究・
開発を積極的に進める必要がある。 


























                           昭和61年12月３日 
                           社会教育審議会社会教育施設分科会報告  
 






















































































































 (1) 受け入れ体制 






   このような阻害要因を取り除き，社会教育施設におけるボランティア活動を活発にするためには，
次のような事柄に留意する必要があろう。 





















 (2) 費用負担 





 (3) 事故防止 
   ボランティア活動中に予測しがたい事故が，ごくまれではあるが起こっている。不測の事態に備
えて社会教育施設では，活動中の安全対策に十分配慮する必要がある。そのためにはまず，ボラン
ティアの人々に安全教育の機会が提供されねばならない。 



















































  （審議のまとめ）［関係部分］ 
 
                       平成４年２月20日 
                       青少年の学校外活動に関する調査研究協力者会議  
 
    （略） 
１ 学校外活動の充実の必要性 
 (1) 学校教育と学校外での活動 





   心身の調和のとれた成人となるためには，この時期に，学校教育を通じて，系統的，計画的な学
習をする一方，学校教育以外の日常生活を通じて，自主的，主体的な生活体験・活動体験を豊富に
積み重ねることが大切である。 



















 (2) 学校教育への過度の依存等の問題 

















   これらの状況を踏まえると，学校外での総合的・体験的な活動を子供達により多く経験させるこ
とが従来以上に必要になっている。 
 
 (3) 学校週５日制の導入と学校外活動の充実 


















   その際，心身に障害のある子供，休日に保護者が家庭にいない子供に対する配慮が必要である。 
   現在，学校週５日制の試行を実施している調査研究協力校が所在する９都県・17市区町村におい
て学校外活動の充実に関する調査研究が行われており，その一環として，これらの市区町村では，
休日となった土曜日を利用して地域の実情に応じた具体的な学校外活動の試みが進められている。 
























    （以下略） 
 
 (3) 学校の協力 













   このような学校の取組みに対し，教育委員会においても，適切な指導・助言・援助を与えること
が大切である。 


























 (1) 日常生活圏における学校外活動の充実 
   子供の生活行動の大部分は，日常生活圏で行われることから，学校外活動についても，日常生活
圏での充実を図ることが基本的な課題であり，これに対する積極的な取組みが必要である。 
    （以下略） 
 
  オ 青少年の文化活動の振興 




    また，文化施設において，子供が自ら参加する文化活動に対して発表の場，練習の場の提供を
優先的に行ったり，他の地域の子供との文化交流の場を設けるなどの配慮をすることも必要であ
る。 
    さらに，子供が地域の祭りや伝統芸能など様々な地域固有の文化的行事への参加等を通じて地
域の個性豊かな文化とふれあい，地域のアイデンティティを確認するなどの機会の充実を図るこ
とも重要である。 
  カ 青少年関係指導者の充実と連携・協力 












    なお，専門的な指導者以外の地域の色々な人材からも積極的な協力を得る観点から，例えば，
地域の社会人等に対し，一定の資質や協力の実績等に着目して，地域としての認証，顕彰等の評
価方法を工夫するなど，協力意欲の増進，円滑な活動実践の助長を図る必要がある。 
    さらに，余り負担感を伴わない形で地域の人々の幅広い参加が得られるよう，例えば，特技・
趣味等を生かして協力できる人々や過去に学校の教師としての経験を持っている人々等への働き
かけ，父親のより積極的な参加の促進などに努めることが必要である。 
    （以下略） 
  ク 社会教育施設等の充実・活性化 
    地域の社会教育の中心となっている公民館，図書館，博物館や文化活動の拠点である文化会館
は，子供のみを対象に設置されているものではないが，施設によって，子供の活動に配慮した試
みがみられる。 












    引き続き社会教育施設の整備充実に努めるとともに，このような学校外活動に配慮した事業の
展開や施設の整備と一層進めることが望まれる。 




    さらに，例えば一定の日に有料施設の無料開放を行うなど，各地域や施設の状況に応じて利用
条件に係る工夫を検討することも必要であろう。 
    （以下略） 
  コ 地域の各種施設の充実・活性化 




    さらに，大学等の高等教育機関が行う公開講座等の事業にも，近年，中学生や高校生を対象と
した企画の例がみられる。 
    このような各種施設における取組の一層の進展が望まれる。 
－362－ 
  サ 地域における自由な活動空間の確保 
    公園，広場等の充実や有効活用の促進も，子供の自由な活動空間を確保する上で重要である。 




    また，町並みの中に子供を含めた様々な世代の人々が集まって催し物を楽しむ空間等を設ける
ことも有意義と考える。 
    関係行政機関の理解や協力を得て学校外活動に配慮した空間の一層の充実が図られるとともに，
既存の空間についても，可能な限り子供の自由な活動の場所としての利用に配慮されることが求
められる。 
    また，自然地，空地も今日貴重な学校外活動の場と考えられる。現状においては，例えば，河
岸にみられるように，安全管理の問題もあって利用できない例も多い一方，適切な整備によって
都市の中に子供が自由に活動できる緑豊かな空間を提供している例もみられる。 
    可能な限り，これらの空間が子供の自由な活動の場所として有効利用される環境作りが望まれ
る。 
 
 (2) 広域的な学校外活動の充実 
   子供の学校外活動の範囲は，日常生活圏を基盤としながらも，最近の社会生活一般における活動
範囲の拡大に伴って，従来より拡大する傾向にあり，日帰りによる広域的な活動や宿泊型の活動の
重要性も増大していると考えられる。 
   このような広域的活動による新鮮な活動体験は，身近な場所での活動体験とあいまって，子供の
成長に大きく寄与するものであり，そのための場や機会の充実を促進することが必要である。 
  ア 青少年団体の広域的活動の振興 
    宿泊を伴う野外活動や地域間交流活動・国際交流活動等について中心的な役割を担っている青
少年団体の広域的活動を一層振興する必要がある。 





  イ 多機能広域型の活動センターの提供 






  ウ 青少年教育施設，野外活動施設等の充実・活性化 
    青年の家，少年自然の家等の青少年教育施設においては，数泊以上にわたる団体活動の受け入
れを趣旨としているものが多いが，さらに，週末利用の活動，親子参加の活動の受入れや主催事
業の企画の一層の充実等を進めることが必要である。 




    また，キャンプ場やユース・ホステル等の野外活動施設においては，地方公共団体，社会教育
関係団体やスポーツ団体等が親子キャンプ活動，青少年国際交流事業等，様々な事業を実施して
いる。 




  エ 地域開発及び各種広域型施設の整備における配慮 
    近年，都市再開発，新たな広域的な都市計画や地域整備計画，リゾート開発などの地域開発等
が行われているが，このような地域開発等に当たっては，自然環境の保護等に十分留意しつつ，
子供の広域的な活動も視野に入れた対応が望まれる。 




 (3) 青少年の興味・関心の多様化等への対応 








  ア 多様な学校外活動関連事業・施設の振興と連携の促進 









    このような動向を踏まえ，公共部門はもとより民間事業体による事業・施設を含め，学校外活
動関連事業・施設の状況及び動態の総合的な把握に努めるとともに，これらの事業・施設の振興
と相互連携の促進を通じ，多様な学校活動の場や機会の総合的な充実を推進する必要がある。 
  イ 先導的な学校外活動プログラムの開発・提供 




    また，心身に障害のある子供の参加に配慮した活動プログラムの開発・提供も重要である。 
    併せて，これらのプログラムや各地の特色ある取組みが広く実践されるよう地域の人々や関係
団体・機関等に対し実践的な事例集等の参考資料の提供を図る必要がある。 
  ウ 学校外活動に関する情報提供等の充実 






    また，家族や子供達のグループが希望する学校外活動について，活動の進め方等に関する相談
が気軽に行える場所が地域に設置されていることが求められる。 
    このため，例えば公民館等においては，活動相談のコーナーを設けて助言するなど，活動相談
のセンター的な機能を果たすことが期待される。 












  －新たな連携・協力システムの構築を目指して－［関係部分］ 
 
                       平成６年９月20日 







































 １ 市町村における学習サービスの現状と課題 
























 ２ 広域的対応の必要性 

























































 １ 学習機会提供機能の充実 




    （以下略） 




    （以下略） 
 
 ２ 学習情報提供・学習相談機能の充実 
   公民館は，地域住民にとって最も身近な施設として，他の機関と連携・協力し，学習情報提供・
学習相談事業において中心的役割を果たすことが期待されている。 




   一方，博物館は，博物館資料に関する情報データベース等を整備し，広く専門的な学習情報や教
材を積極的に提供していくことが望まれる。 
 
 ３ 社会参加支援機能の充実 








 ４ 学習者の交流拠点としての支援機能の充実 










  －学術標本の収集，保存・活用体制の在り方について－ 
 
                       平成８年１月18日 




























































































   国境を越えた競争原理が働く国際化の中で，我が国の大学は世界に向かって独創的な研究成果を
あげ，良質な学術情報の発信基地として機能することが要請されている。 
   また，環境問題，都市問題のように専門分化した特定の学問分野だけでは対応しがたい多様な問
題への対応や，高齢化等急速に変化しつつある社会における人々の高度かつ多様な学習ニーズに対
応し得る大学への変革も求められている。 
   このような社会の要請にこたえるためには，総合的・学際的な研究・教育体制を整備することが
必要である。 
   そのための方策の一つとして，貴重で多様な学術情報を内包しており，分析法や解析法の発達に
よってさらに多くの分野に豊富な学術情報を提供してくれる一次資料の活用を図ることができるミ
ュージアムの設置は極めて有効であり，学術研究の基盤である実証的研究を支援するものである。 
   また，一次資料に関する学術情報の発信・受信基地としてのこのミュージアムを機能させること
は，社会が要請する「開かれた大学」への具体的で有効な対応策である。 
 (2) ミュージアムを必要とする大学の内在的要因としては，次の諸点を挙げることができる。 
























 (1) 収集・整理・保存 
   大学において収集・生成され，学術研究・教育の推移と成果を明らかにする精選された有形の学
術標本を整理・保存し，分類して収蔵する。 
 
 (2) 情報提供 





 (3) 公開・展示 





  さらに，大学における研究成果については，地域社会に積極的に発信することが求められてお  
り，ミュージアムにおいては展示や講演会等を通じ，大学の学術研究の中から生まれた，多くの創
造的，革新的な新知見等を地域住民に積極的に公開し，周知することが望ましい。 
   なお，ミュージアムを「社会に開かれた大学」の具体的対応として円滑に機能させるためには，
今後，社会のニーズをも踏まえ，管理運営方法について工夫することも必要である。 
 
 (4) 研 究 




 (5) 教 育 






 (1) 設置形態 







 (2) 職員体制 
   ミュージアムを研究・教育に資する施設として有効かつ効率的に運営するためには，少なくとも
当該ミュージアムの中核を形成する学術標本の研究者を専任として配置する必要がある。 
   また，学術標本を整理・保存・管理・公開に関する業務に携わる専従の職員を配置する必要もあ
る。 





 (3) 施設の整備 





 (4) ユニバーシティ・ミュージアムの設置方針 




 (5) ユニバーシティ・ミュージアム間の連携 




























                                    平成８年４月24日 

















































































    （略） 
２ 地域社会への貢献 
 (1) 施設開放の促進 
    （略） 
 ○ 施設開放の拡充 







 ○ 大学博物館の整備 





   また，大学の博物館においては，その充実したスタッフや資源を生かして，一般の博物館の活動
に対して支援・協力を行うことも求められる。学芸員の現職研修への協力や研究活動への援助など
を通して，博物館全体の振興に大きな役割を果たすことが期待される。 






 (1) 地域社会の人材等を活用した教育活動 
    （略） 
 ○ 社会教育施設等の活用 
























































 (1) 多様で総合的な学習機会を提供 








  ○ 総合的な計画の整備 
    多様な施設の総合的な整備のためには，地域全体での総合的，有機的な学習施設整備計画を作
ることが大切である。地域のまちづくり計画等の中にしっかりと位置付けられることにより，施
設の整備は着実に進展することであろう。 





 (2) 施設間の広域的な連携の促進 
   関係施設間にネットワークを形成し，相互の機能の広域的な連携・協力体制を整備することによ
り，地域における生涯学習機能を総合的に発揮することが期待される。 
－379－ 
  ○ 行政部局間の連携強化 












  ○ 民間との連携強化 










  ○ コーディネート機能の強化 















  ○ 学習情報ネットワークの構築 













 (3) 情報化，マルチメディア化への対応 




  ○ 情報化による事業の確信 




  ○ 情報提供のマルチメディア化 







 (4) 学校教育との連携・協力 


























  ○ 学校週五日制への対応 




















    また，市町村教育委員会においては，自ら事業を計画するほか，施設や団体の活動に関する情
報を子供たちや保護者等に迅速かつ適切に提供することや，施設や団体等に対し事業の企画や運
営に助言や支援を行うことなど，格段の配慮を行うことが必要である。 
  ○ 地域ぐるみの活動の展開 




















 (1) 人的体制の整備 






  ○ 専門的職員の確保・養成 






  ○ ボランティアの受入れ 















 (2) 利用者の立場に立った施設の運営 
   自発的な意志に基づき自由に行われるべき生涯学習を進めるには，施設は，施設の管理者側の都
合ではなく，利用者の立場に立った事業の実施，施設の運営に十分配慮する必要がある。 
  ○ アクセスの改善 







  ○ 住民参加による運営 







 (3) 新しい学習課題に対する運営の改善 




  ○ 国際化・情報化等への対応 
    国際化・情報化・高齢化等の社会の変化への対応や男女共同参画社会の形成など現代的課題に
関する学習の推進について，地域の実情に応じた積極的な取組が期待される。 
















  ○ 学習者への支援 







 (4) 財政面での充実 
   財政面での充実は，活力ある施設の運営のための重要な基盤の一つである。質の高い事業を多様
に展開していくためには，職員など関係者の創意・工夫とともに，必要な財政的な裏付けの確保が
不可欠である。 
  ○ 財源の確保 
















  ○ 適切な料金設定のもとでの事業展開 




































































                           平成８年４月24日 























































































































































 １ 養成内容の改善・充実と資格取得方法の弾力化 










  (1) 大学における養成内容の改善・充実 


















    以上から，大学における学芸員の養成内容を，次のように改善・充実することが適当である。 
   ① 現行の「社会教育概論」（１単位）を「生涯学習概論」（１単位）に改め，生涯学習及び社会
教育の本質について理解を深める内容とする。 






   ③ 「博物館実習」は現行通り３単位とするが，実習の効果的実施を図るため，その中に大学に
おける事前・事後の指導の１単位を含むものとする。 
   ④ 現行の「視聴覚教育」（１単位）を「視聴覚教育メディア論」（１単位）に，現行の「教育原
理」（１単位）を「教育学概」（１単位）に，それぞれ名称変更するとともに，時代の変化に対
応した幅広い内容とする。 
   ⑤ 総単位数は，現行の10単位以上から12単位以上に２単位増やす。 
     各科目の単位数・内容等を一覧の形でまとめたのが，別紙２である。 
     各大学においては，これに基づき，学芸員養成のための適切なカリキュラムを編成するとと
もに，学芸員の専門性を高めるための所要の科目の開設とその内容の充実により，専門分野に
ついての必要な知識・技術を備えた学芸員を養成することを期待したい。 
     なお，学芸員の試験認定における科目構成についても，大学における養成内容と同様の見直
しを図る。 
 
  (2) 養成を行っている大学の連携・協力の推進 




  (3) 試験認定科目免除措置の対象となる学習成果の認定範囲の拡大 
    学芸員の試験科目の免除については，現在，大学又は文部大臣の指定する講習において，試験
科目に相当する特定の科目を修得した場合や講習を修了した場合に認められている。 




    新に試験科目に相当する科目として認定すべき学習成果として，次のようなものが考えられる。 
   ア 国立教育会館社会教育研修所における研修のうち相当と考えられる学習 
   イ 国立科学博物館・文化庁施設等機関における研修のうち相当と考えられる学習 
   ウ 地方公共団体が実施する研修のうち相当と考えられる学習 
   エ 専門学校での相当科目の修得 
   オ 大学公開講座での相当と考えられる学習 
－392－ 
    なお，試験科目免除に当たって，その学習の内容・程度等に基づいた適切な取扱いが図られる
ように，試験実施機関である国において一定の基準を示す必要がある。 
 
  (4) 資格取得及び試験認定受験資格の要件として実務経験の対象範囲の拡大 




    生涯学習時代における広い視野に立った博物館活動の展開が求められていることに対応し，今
後は，現在認められている実務経験以外にも，学芸員の職務遂行の上で意義があると考えられる
実務経験を積極的に評価していくことが適当である。 




   ア 社会教育主事，司書その他の社会教育施設職員 
   イ 教育委員会等において，生涯学習，社会教育，文化振興，文化財保護に関する職務に従事す
る職 




 ２ 研修内容の充実と研修体制の整備 
   学芸員が，多様化，高度化する人々の学習ニーズや社会の変化に的確に対応できるようにしてい
くために，現職研修を充実し，専門分野に関する知識・技術や学習活動を効果的に援助する能力等
の一層の向上を図る必要がある。 




   また，各博物館やその設置者においては，学芸員の資質の向上に関する研修の意義を十分に理解
し，学芸員が積極的に各種の研修に参加できるよう，奨励・支援することが期待される。 
 
  (1) 研修内容及び方法 
    研修の企画・実施に当たっては，学芸員の業務に関する各専門分野の知識・技術の向上を目指
すにとどまらず，生涯学習社会の進展，情報化，国際化等の社会の変化に対応して，広い視野か
ら学芸員の業務に取り組めるような研修内容に設定する必要がある。 





    また，高度かつ専門的な知識・技術を習得する観点から，各専門分野の博物館資料の収集・整
理・保存，企画展示の方法，教育普及活動，種々のメディアの操作と習熟に関する研修などが考
えられる。 





  (2) 研修体制の整備 
    国レベル，都道府県レベル，博物館関係団体など，各段階で実施されている研修の有機的連携
を図り，体系的・計画的に学芸員の研修機会を提供していくため，それぞれの役割分担の下に，
研修体制の整備を図っていく必要がある。 







    また，国立の博物館等においては，その高度な研究機能や博物館資料等を活用し，高度で専門
的な研修機会を提供することが期待される。 
    都道府県においては，各都道府県内の初任者，中堅職員を対象に，経験年数別の実務研修等を
行うとともに，博物館を支援するため，関連する情報の収集・提供などを行う必要がある。 
    また，博物館関係団体においても，博物館相互の情報交換とともに，専門分野別の課題に関す
る研修などを充実することが期待される。 
    なお，博物館の設置者においては，学芸員の研修参加への奨励・支援とともに，科学研究費申
請が可能となる学術研究機関の指定制度等を活用し，学芸員の自主的研究活動や共同研究活動等
の促進や支援に努めることが期待される。 
    学芸員の研修体系についての考えから整理したものが，別紙８である。 
 
 ３ 高度な専門性の評価 




   このため，高度で実践的な専門的能力を有する学芸員に対し，その専門性を評価する名称を付与
する制度を設けることが有意義と考えられる。こうした名称付与制度が定着することによって，当
該名称を付与された学芸員の任用や処遇について，設置者等が適切な配慮を行うことも期待される。 





   この制度についての基本的考え方を整理したものが，別紙10である。 








 ４ 幅広い人事交流等の配慮と有資格者の積極的活用 


























































































































































































































































 (1) 実施機関 
   国立教育会館社会教育研修所又は博物館の全国的な統括団体が実施する。 
 
 (2) 評価の対象・名称 
   学芸員のそれぞれの専門分野に対応した「高度で実践的な専門的能力」を評価の対象とする。具
体的な名称は，例えば，専門学芸員（仮称），上級学芸員（仮称）などとすることが考えられ，その
専門分野が明確になるように次のような分野名を付記する。 
   分野名の例：歴史，民族，科学，技術，自然科学，芸術，産業，教育普及（又は学習援助） 
   名 称 例：専門学芸員（歴史）又は上級学芸員（歴史）など 
 
 (3) 評価の方法 
   実施機関の審査により，名称付与を認定する。 
  ① 申請要件 
   ア．一定年数（例えば，10年）以上の実務経験を有していること。 
   イ．国立の博物館，国立教育会館社会教育研修所などが実施する一定の専門的な研修を修了し，
博物館資料の収集，保存，調査研究，展示，教育普及活動等において優れた業績を有している
こと。 
  ② 審 査 
    専門分野における博物館活動に関する論文等の提出又は面接（口頭試験）等の方法により行う。 
 
 (4) 評価の手続き 
  ① 実施機関に(2)の専門分野別に，当該分野の専門家，博物館長等により構成する審査委員会を設
置する。 
  ② 名称付与を希望する学芸員は，原則としてその所属する博物館の館長を通じて審査を申請する。 







                                    平成８年７月19日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
第３章 これからの地域社会における教育の在り方 
 
 (1) これからの地域社会における教育の在り方 










   しかし，現実には，地域社会での活動を通しての子供たちの生活体験や自然体験は著しく不足し
ていると言われ，また，都市化や過疎化の進行，地域における人間関係の希薄化，モラルの低下な
どから，地域社会の教育力は低下していると言われている。 









 (2) 地域社会における教育の条件整備と充実方策 
  ① 地域社会における教育の在り方と条件整備 
    地域社会の活動は，正に地域の人々の主体性や自主性を前提とするものであり，地域社会の大
人一人一人が，その一員であることの自覚を持ち，地域社会の活動を自主的に担っていくことが
まず重要であると言わなければならない。 






    また，第２章においても述べたとおり，地域社会の活動を充実させるためには，こうした施策
とともに，社会全体に［ゆとり］を確保するための条件整備を進める必要がある。 






  ② 地域社会における教育の具体的な充実方策 





 (a) 活動の場の充実 
  （遊び場の確保） 













  （学校施設の活用） 















  （社会教育・文化施設の整備充実と新たな事業展開） 







   そのために，例えば，公民館や生涯学習センター，青少年教育施設などにおいては，今後，工作教
室や昔遊び教室，史跡めぐりなど子供・親子向けの事業や講座を充実したり，各種学習サークル活動
などを活発に行うことが望まれる。 
   また，読書は人格形成に大きな役割を果たすものであり，図書館においては，読書活動の一層の促
進を図るため，蔵書に充実のほか，子供への読書案内や読書相談，子供のための読書会などの事業の
充実などにもっと努めていく必要がある。 








  （新たなスポーツ環境の創造） 









   さらに，今後は，子供たちが異年齢の人々と交流し，適切なリーダーから指導を受けられるような
スポーツ活動の拠点や，これを支える広域的なスポーツセンター等を広く普及させ，新たなスポーツ
環境を創造していくことが必要と考える。 




                    平成９年３月 




























 (1) 国レベルの研修の目的，受講対象者 






 (2) 国レベルの研修の内容等 





   研修方法としては従来の短期集中型の研修に加え，学芸員のより専門的，個別的な研修ニーズに
対応するため，国内外の博物館への派遣研修等を実施する。 





 (3) 国の役割について 
   国は，研修の体系化の観点から，国立科学博物館や全国的な博物館関係団体等と連携して，都道
府県レベルの研修を担当する指導者の育成などを目的とする国レベルの研修の一層の充実を図る。 





   なお，学芸員の研修の体系化にあわせて，学芸員の高度で実践的な専門性を評価する制度につい
て，博物館関係団体等と連携しながら研究を進めていくことも重要な課題である。 
 
 (4) 国立科学博物館の役割について 






 (5) 全国的な博物館関係団体等の役割について 









 (1) 都道府県レベルの研修の目的，受講対象者 





   あわせて，地域の特色に応じた課題等についての理解を図ることも求められる。 
 
 (2) 都道府県レベルの研修の枠組み 





 (3) 都道府県レベルの各研修の内容（研修項目）等 
   各研修の想定される研修項目及び研修内容については，表３のとおりである。 
 
 (4) 都道府県規模の博物館関係団体について 




 (5) 研修の企画・運営に当たっての留意点 
  ① 表に示した研修内容は，あくまで基本的な枠組みとして示したものであり，研修の企画に当た
っては，受講者の経験等や地域の実情等を配慮して工夫することが望ましい。また，地域の中核
的な博物館の機能を生かした高度で専門的な研修への取り組みも期待される。 










    なお，現在，学芸員の研修等を実施している国立科学博物館及び国立教育会館社会教育研修所
において，各研修項目に対応する講師を紹介することとしている。 
  ④ 考えられる研修項目は多岐にわたるため，数年にわたって計画的に実施することも考えられ  
る。また，研修のうち適当なものについては，自然科学系以外の学芸員も含めた共通の研修機会
とすることにより，館種の異なる博物館相互の理解や交流を深めることも有意義である。 





  ⑥ 研修資料は，研修を効果的に行う上で有効であるのみならず，また，受講者が研修修了後も，
それぞれの職場において職務の遂行に当たっての参考ともなるので，受講者の経験等を配慮して
内容を工夫することがのぞましい。 
  ⑦ 学芸員を研修の講師へ起用することや，その他の生涯学習関連事業や研究開発事業への起用を
図ることは，学芸員の行う博物館活動への評価という観点からも，学芸員の資質向上に資すると
ころが大きいと思われる。 








                                    平成10年９月17日 
                                    生涯学習審議会答申  
 





    （以下略） 
 (1) 地方公共団体に対する法令等に基づく規制の廃止・緩和 












































    （以下略） 
 
第２節 地域の特性に応じた社会教育行政の展開 
    （以下略） 
２ 地域づくりと社会教育行政の取組 
    （以下略） 
 (3) 地域の人材が活躍できる場としての社会教育施設 













    （以下略） 
５ 生涯学習施設間の連携 


















                                    平成11年６月９日 


























    （以下略） 
２ 地域の子どもたちの遊び場をふやす 
    （以下略） 
 (3) 博物館や美術館を子どもたちが楽しく遊びながら学べるようにする 
















 ◎ 博物館や美術館で，子どもたちが主体的に五感を使って体験できるような展示活動を進める 
   学校休業土曜日等を中心に，子どもたちが楽しく遊びながら自然界の原理や技術，歴史，伝統文
化，美術等を体験的に理解できるようにするため，参加体験型やハンズ・オン（自ら見て，触って，
試して，考えること）を活用した展示を進める。 
   事業を進めるに当たっては，博物館や美術館からアイディアを募集し，優れたアイディアを事業
化するなどモデル事業としての取組を進め，その成果を全国に普及する。 
－409－ 
 ◎ 子どもたちの科学やものづくりへの関心を深める教室を全国的に開催する 







 ◎ 子どもたちが最先端の研究成果に触れる機会を提供する 
   大学や大学共同利用機関が，科学系博物館等と連携し，子どもたちが最先端の研究成果に直接触
れることができるよう，科学実験体験，施設見学等を開催する。（科学技術庁と連携） 
 
 ◎ 子どもたちが美術に親しみ，理解を深める機会を提供する 
   主として公立の美術館・博物館において，子どもたちがなじみやすい作品を中心とした展覧会，
文化財公開事業を開催し，子どもたちの美術や伝統文化に対する理解を深める。 
 
 ◎ 学校休業土曜日等の博物館・美術館の無料開放等を促進する 
   全国の国公私立博物館・美術館に，学校が休みとなる土曜日等の子どもの入館料の無料化を呼び
かけるなど，子どもたちが参加しやすい活動の場となるよう促進する。 
   なお，私立の登録博物館については，このような無料化の優遇措置を講じることなどにより，登
録博物館の設置運営を主な目的とする民法法人に特定公益増進法人となる道が開かれているという
ことについて，広く周知する。 




  －生涯学習の成果を生かすための方策について－   ［関係部分］ 
 
                                    平成11年６月９日 


































    （以下略） 
２ 学習成果をボランティア活動に生かすにあたっての課題と対応方策 
  －ボランティア活動の充実・発展のために－ 
 (1) 多様な活動の発見・創造 




    （以下略） 






   ボランティアを施設に円滑に受け入れるため，施設側の担当者の指名，ボランティア及び職員双
方への研修の実施などが必要となってくるが，施設の設置者においては，規則などの整備のほか，
受入れに必要な予算措置についても配慮することが必要である。 




                                     平成11年９月21日  
                                     文部省 
 






    （以下略） 
 
 (3) 将来の科学技術の発展を託す人材の養成や社会の要請に応える学術研究の振興 
  ○ 科学技術創造立国に向けての学術研究の振興 









  ○ 高等専門学校の充実 






  ○ 産業・就業構造の変化に対応した社会人再教育の推進[再掲] 









  ○ 青少年の科学や技術に対する興味・関心を高めるための科学や技術に関する教育の推進 

























    （以下略） 
 
 (3) 学校外の体験活動の推進 
  ○ 子どもたちの体験活動等の情報提供体制の充実 




  ○ 地域における子どもたちの体験活動の充実 













  ○ 青少年団体における活動など学校外活動への参加の奨励 




  ○ 学校外活動の評価 
    平成11年６月の生涯学習審議会の答申を踏まえ，ボランティア活動，文化・スポーツ活動など
子どもたちの学校外活動を奨励するため，社会における多様な評価の在り方などについて，所要
の取組を進める。 
  ○ 社会教育施設等の活性化 




    また，地域における学校外活動を促進するため，子どもにとって魅力ある教育用素材の宝庫で
ある科学博物館，歴史民俗博物館，美術館，動植物園や公民館，図書館等の活動の活性化やマル
チメディアの活用等の工夫を進めている。 
    さらに，完全学校週５日制の実施に向け，週末の子どもの活動の場として，専修学校，大学等，
専門高校の施設・機能の開放を促進している。 





  －情報化で広がる生涯学習の展望－         ［関係部分］ 
 
                                    平成12年11月28日 
                                    生涯学習審議会答申  
 






































    （以下略） 
 
























                                    平成14年２月21日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
第３章 どのように教養を培っていくのか 
    （略） 
 
第１節 幼・少年期における教養教育 
 (1) 幼・少年期における教養教育の課題 










   これらの状況に対し，家庭教育の支援や地域における青少年教育の充実を図る観点から様々な施
策が講じられてきたが，現時点では十分な成果があがっているとは言い難い。 













   このことの背景には，我が国の教育が，形式的な平等を重視する余り，画一的なものになりがち
で，一人一人の多様な個性や能力の伸長という点に必ずしも十分に意を用いてこなかったこと，自
ら学び，自ら考える力や，豊かな人間性をはぐくむ教育がおろそかになってきたことなどがある。 





 (2) 具体的な方策 
  ① 家庭や地域で子どもたちの豊かな知恵を育てる 
    教養教育の原点は家庭教育である。その重要性は，どんなに社会が変化しようと変わることは
ない。 
    また，地域社会において，子どもが他者と触れ合う中で，人間関係や集団のルール，公共心や
規範意識，勤勉性や自己規制の力などを身に付けることができるよう，社会全体で子どもを育て
る環境づくりを進める必要がある。 


























  ② 確かな基礎学力を育てる 






























  ③ 学ぶ意欲や態度を育てる 
    学ぶことの意義や目的を見出し，自ら進んで学び考え，物事に挑戦しようとする意欲や態度を
育てることは，幼・少年期の大きな教育課題の一つである。 

























                                    平成14年７月29日 
                                    中央教育審議会答申  
 
    （略） 
Ⅰ 今なぜ「奉仕活動・体験活動」を推進する必要があるのか 
    （以下略） 
２ 奉仕活動・体験活動のとらえ方 
  －奉仕活動・体験活動を幅広くとらえる－ 
    （以下略） 
 (1) 奉仕活動・体験活動の概念 





   しかしながら，用語の厳密な定義やその相違などに拘泥することの意義は乏しいと考える。 












   また，特に，初等中等教育段階での青少年の活動については，その成長段階において必要な体験
をして，社会性や豊かな人間性をはぐくむという教育的側面に着目し，社会，自然などに積極的に
かかわる様々な活動を幅広く「体験活動」としてとらえることとする。 
   これらを踏まえ，本報告では，社会全体で奨励していくべき幅広い活動の総体を「奉仕活動・体
験活動」と捉えたい。 
 
 (2) 無償性の取扱い 
   国民にとって「奉仕活動」を身近なものとしてとらえる観点から，活動にかかわる無償性や自発
性の問題については，次のようにとらえることが適当と考えられる。 









 (3) 自発性の取り扱い 





 (4) 日常性 





    （以下略） 
 
Ⅱ 奉仕活動・体験活動をどのように推進していくのか 
    （以下略） 
３ 18歳以降の個人が行う奉仕活動等の奨励・支援 
  －奉仕活動を日常生活の一部として気軽に行う－ 
    （以下略） 
 (3) 個人が参加できる多彩なプログラム等の開発・支援 
    （以下略） 
  2) 身近に参加できる魅力あるプログラムの開発 
    （以下略） 
   ① 公共施設等におけるボランティアの受け入れの促進 














     さらに，特別非常勤講師制度，スポーツや文化の指導者派遣制度など学校教育への社会人の
活用のための施策の一層の充実を図る必要がある。 






                             平成16年３月29日 
                             中央教育審議会生涯学習分科会報告  
 


































































































  (1) 国，都道府県，市町村の役割等 


















     そこで，今後，以下のことについて，重点的に取り組むことが必要である。 
   (ⅰ) 大学等における社会人の受入れの促進のための支援 
   (ⅱ) 行政上の喫緊の課題として重点的に取り組むべき課題に対応するための施策 




   (ⅳ) ＩＴの活用等の重要な政策課題に対応するため，競争的資金の提供や調査研究などの先
導的な事業や実験的な事業による支援 
   (ⅴ) 図書館の司書等の専門職や指導者等の研修と研修教材の作成など，生涯学習振興を担う
人材の養成 









    （以下略） 
 
  (4) 市町村合併への対応 










  －科学技術・学術審議会人材委員会 第三次提言－   ［関係部分］ 
 
                         平成16年７月 
                         科学技術・学術審議会人材委員会第三次提言  
 
    （略） 
Ⅱ 改革の方策 
    （以下略） 
 ２ 具体的な改革方策 
    （以下略） 
  (2) 「知」の活用や社会還元 
    （以下略） 
   ② 対話型科学技術社会を構築していく人材の養成 
    （以下略） 
   ア．科学技術コミュニケーション人材の養成・確保 
    （専門職としての科学技術コミュニケーターの養成） 
      科学技術コミュニケーターは，研究者の意図や研究内容を社会にわかりやすく伝えるの
みならず，社会の問題意識や認識を研究者の側にフィードバックする役割も担う者として
の活躍が期待される。 
      また，科学技術コミュニケーターとしての専門性は，科学館・科学系博物館等において
習得されることが期待されるが，現状では，学校教育との連携等において十分に活用され
ているとは言い難い状況にある。 









      さらに，科学館・科学系博物館を学校教育と連携した地域の理科教育センター的な教育
支援の拠点として活用していくことも必要である。 





  －３つのビジョンと７つのメッセージ－       ［関係部分］ 
 
                          平成17年７月 
                          科学技術理解増進政策に関する懇談会報告  
 
    （略） 
４．科学技術理解増進活動を担う機関・人々へのメッセージ 
    （以下略） 
















































    （略） 
第３章 科学技術システム改革 
 １．人材の育成，確保，活躍の促進 
    （以下略） 
  (4) 次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大 
  ① 知的好奇心に溢れた子どもの育成 
    理科や数学が好きな子どもの裾野を広げ，知的好奇心に溢れた子どもを育成するには，初等
中等教育段階から子どもが科学技術に親しみ，学ぶ環境が形成される必要がある。 






    （以下略） 
 
第４章 社会・国民に支持される科学技術 




















                      平成19年６月15日 
























 ○ 博物館は，法制定時に比較して，形態，ニーズが多様化。 
 ○ 博物館法上位置づけられる博物館は，博物館全体の中では少数。 
 ○ 学芸員の資格取得は，同類の資格と比較して容易。 
 ○ 博物館界は，博物館法改正を要望。 
 
 (1) 多様化する博物館への対応 








 (2) 博物館登録制度の現状 









   これは，特に公立博物館においては，国からの補助金が廃止された結果，登録博物館になること
のインセンティブが働きにくい状況にあることや，登録博物館の対象外である地方公共団体の長が
設置する博物館が約1,000館以上にのぼること等が背景にあると考えられる。 









 (3) 学芸員制度の現状 
   学芸員は，博物館法で登録博物館に配置することが定められている専門職員であり，平成17年度
現在，全国の登録博物館には2,898人の学芸員が配置されている。学芸員となる資格は国家資格であ
り，資格要件が法律上に明確に定められている。 










   このような状況の中では，学芸員資格の高度化，学芸員配置等の推進が課題になると考えられる。 
 


















































































 ○ 現行博物館法は，多様な博物館像を許容する一方，登録基準では，実物資料を重視。 
 ○ 登録博物館に必要とされる「資料」や「調査研究」の内容は，館種や設置目的によって判断。
 
 (1) 博物館の基本的要件 
   現行博物館法上，「博物館」とは登録博物館であり，今般もその前提で，以下，登録博物館として
の博物館の定義について検討を行った。 
   現行博物館法は，博物館について，以下の目的を有する機関と定義している。 
  イ）資料を収集し，保管（育成）し， 
  ロ）資料を展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し，その教養，調査研究，レクリエーシ
ョン等に資するために必要な事業を行い， 
  ハ）あわせて，資料に関する調査研究をする 
   国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）勧告やＩＣＯＭ（国際博物館会議）規約など，国際的な
博物館の定義も，動物園の扱い等について多少異なるが，概ね，博物館に関する上記定義を共有し
ている。 




   また，博物館でもたらされる「楽しみ」は，博物館という場所に来館者を誘い，知的な好奇心を
刺激し，結果として教育や学習を促進させるために必要な要素である。 
   上記現行法の要件は，引き続き博物館の持つべき基本的機能であるべきである。 
 
 (2) 博物館の定義の在り方－博物館資料との関係－ 



























   なお，博物館資料が，資料の保全も踏まえつつ，展示等を通じて適切に公開されていること等も
重要な要件である。 









































   新たな登録制度では，上記の運用上の問題の改善・解決を図るだけでなく，登録制度が社会的な
説明責任や信頼を得るための手段となるよう，図っていく必要がある。 





   このような考え方は，社会的基盤こそ違うものの，我が国の博物館登録制度を考えていく上で共
有してよい。 




   このような考え方に基づき，新しい登録基準等具体的な制度設計は以下を配慮したものとする必
－435－ 
要がある。 
  ① 資格を有する学芸員の配置など，設置者の違いや，施設の規模等に応じて，登録博物館として
当然有するべき要件，機能を備えていることについて確認できること 
  ② 博物館がその活動において，公共に資する視点でそれぞれの館に相応しい使命と計画を設定し，
どれだけ実践しているかという視点で審査を行えること 
  ③ 我が国の博物館活動の多くを支えている中小の博物館や私立博物館も含め，できるだけ多くの
博物館が参加できること 
  ④ 各関係者に＜別紙２＞に示すような利点をもたらすことが期待できるほか，私立の登録博物館
への税制上の優遇措置が登録制度の意義をより高める効果を発揮しているように，登録博物館に
なることの目に見えるメリットが多くあること。 






   このような点を踏まえ，博物館登録制度は，博物館法の中核の制度として引き続き発展させてい
くべきである。 
 




 ○ 博物館相当施設の指定制度を博物館登録制度に一本化。 
 





   今後は，上記(1)の考え方に基づき，博物館がそれぞれの館に相応しい生涯学習支援を行う上での
機能や条件を維持し，どれだけ実践しているかといった活動面を重視する観点から登録制度を再構
築する必要がある。 










  １）国立の博物館，独立行政法人立博物館 
  ２）大学博物館等 
  ３）地方公共団体の長が所管する博物館 
  ４）営利法人立（株式会社等）博物館 
  ５）個人立博物館 








 (3) 新しい登録基準の骨格 
 







    以上の考え方に基づき，館の特性に応じた審査ができるような基準を用意することが必要であ
り， 
  ① すべての館に適用する共通の基準（共通基準） 
  ② 加えて，動物園や水族館においては，生物を資料として取り扱うことから，育成等他の博物館
にはない機能が必要であるように，館種や設置目的等の違いに配慮した特別な基準（特定基準） 
  の双方が必要である。 
   共通基準のレベルの考え方としては，以下の点を踏まえて作成されるべきである。 




  ② 小規模館であっても新しい登録制度の対象となるよう，規模にかかわらず，博物館として満た
さなければならない基準を示すこと。 
  ③ 共通の基準を定めることで，博物館の多様性を奪うものであってはならず，各博物館が各館の
使命・目的に応じて目標とすべき博物館像を設定し，それに向けた努力を後押しできるような基 
－437－ 
   準とすること。 
 
 ２）基準の内容について 
    基準の骨格は，前記「博物館の望ましい姿」が提示する，３点を基本として，以下のとおり考
えるべきである。 
  ① 経営（マネージメント） 







  ② 資料（コレクション） 




  ③ 交流（コミュニケーション） 





    さらに，上記を基礎として，さらに，ⅰ）経営責任・館長，ⅱ）倫理規定，ⅲ）利用者・地域，
ⅳ）展示，ⅴ）教育普及，ⅵ）学芸員その他の職員，ⅶ）調査研究，ⅷ）資料・コレクション，
ⅸ）財務・施設等の観点から，より具体的な基準を検討していく必要がある。 
    加えて，上記の基準を考えるに際しては，博物館登録制度が，美術品等の公開や希少動物の保
護等，他の関連する諸制度との連動の観点からの基準も加味する事も有益であると考えられる。 
 
    なお，登録基準に関しては，更なる詳細な検討が必要である（別紙１「今後，早急に検討する
必要がある事項について １．登録制度関係」を参照）。 
 












   また，後述するように，登録博物館の状態の定期的な確認や登録博物館の名称独占を図るのであ
れば，行政に過重な負担を担わせることを避けるとともに，できるだけ地域差による不公平が生じ
ないような工夫も必要である。 



























 ○ 「認定制度」「認証制度」等も含め，より適切な名称を検討。 
 






























 ○ 学芸員については，各種の調査が以下のことを指摘。 
  ・コミュニケーション能力の一層の向上が必要。 
  ・大学の養成課程の見直しが必要。 









 (1) 利用者の学芸員等に対する意識について 








 (2) 大学の学芸員養成課程について 






   調査によると全国の博物館長の38.3％，博物館設置者の43.7％は大学における養成課程のカリキ
ュラムの改善・充実を課題に挙げている。その理由は， 
   ○資格そのものの取得が比較的容易であること 
   ○各大学の養成内容に差があること（単位数，実習期間等） 
   ○博物館実務の基本的な知識・実践技術を十分に身につけていないこと 
   ○現代のニーズに応じた高度化・専門化が必要であること 
  等が指摘されている。 
 
 (3) 現職学芸員の課題について 
   現在，博物館１館当たりの専任学芸員は平均2.7人と決して多いとは言えないなど，現職の学芸員
を取り巻く状況は厳しく，依然として多くの博物館が「職員数の不足」を自館の問題点として挙げ
ている。 
   現行の学芸員資格制度には，専門分野や職種による区分がないことから，学芸系職員の55.1％は
「学芸員制度に職種による区分を導入」し，専門分野を明確にして職種等に考慮した適切な人員配
置等を促進することを課題として挙げている。 










 (1) 学芸員に求められる専門性 
 
  学芸員に求められる専門性は， 
 ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力 
 ○ 資料に関する収集・保管・展示等の実践技術 
 ○ 高いコミュニケーション能力を有し教育活動等を展開できる能力 
 ○ 一連の博物館活動を運営管理できる能力 
 
   情報化の進展やニーズの多様化とともに，特に新たな公共を担う拠点として博物館には教育サー
ビスの充実が求められている。 






   求められる専門性は，博物館の設置目的や設置主体・職員体制・経験年数・館種等により主軸と
なるものは異なるものの，具体的には，以下のようにとらえられる。 
   ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力を有すること 
   ○ 資料に関する収集・保管・展示等の実践技術を有すること 
   ○ 資料等を介して，あるいは来館者との直接的な対話等において高いコミュニケーション能力
を有し，地域課題の解決に寄与する教育活動等を展開できること 
   ○ 住民ニーズの的確な把握と住民参画の促進，これに応える事業等の企画・立案から評価，改
善まで，一連の博物館活動を運営管理できる能力を備えていること 
 
 (2) これからの学芸員制度に求められること～学芸員のキャリアと段階的養成・研修～ 
 
 ○ 学芸員の多岐に渡る専門性を実務経験等を考慮し適切に資格として位置付け。 
 ○ 現職学芸員の研修制度やキャリアパスの在り方を整理。 
 
   学芸員に求められる専門性は多岐にわたるが，こうした技能は一時期の学習によって身につくも
のばかりではなく，博物館での実務経験等により継続的・段階的に向上させるものであり，実務経
験を学芸員養成制度に明確に位置づけることも必要である。 
   また，現在の制度では，学芸員資格は大学で基礎的な学修を修了した者に一律に付与されている
ため，学芸員の専門分野や学芸業務の能力の指標を示す制度になっておらず，能力を適切に証明で
きるような学芸員資格にする必要がある。 






 (1) 学芸員の養成段階の在り方について 
 
 ○ 大学と博物館が協働して学芸員を養成する体制づくりが必要。 
 ○ 大学における「博物館に関する科目」は，経営・教育・コミュニケーション能力の育成を重
視して見直し，科目を修得した者は「学芸員基礎資格（仮称）」を付与。 
 ○ 博物館での一定期間の実務経験を学芸員資格の要件に位置付け。 
 ○ 新しい養成段階として大学院レベルの専門課程も今後検討。 
 
 １）大学と博物館が協働して学芸員を養成する体制づくり 
    大学における養成課程は，学芸員の専門性の礎となる能力を身につける場や，様々な博物館種
の基本的・共通の機能に対応する基礎力を育成する場であり，学芸員養成の基礎課程と位置付け
られる。 




    具体的には以下のような大学における基礎課程と博物館の実務経験を学芸員制度の資格要件に
位置づけることが必要であり，大学と博物館がより連携・協力して学芸員を養成する体制づくり
が今後不可欠である。 
  ① 大学における基礎課程 
  （ⅰ）専門分野に関する基礎的な知識・探求能力の修得 





  （ⅱ）博物館に関する科目の体系的な学修 
     学部の学修で得た知識や基礎的な探求能力を，博物館の職務に活かすための基礎学修とし
て，博物館に関する科目（博物館学）を体系的に学修する必要がある。 













  ② 実務経験の必要性と学芸員制度との関係  




    このように様々な館種が存在する博物館で学芸員として活躍するためには，学芸員資格につ
いても大学の「博物館に関する科目」の修得とあわせて，一定期間（１年以上）の実務経験を
要件に含めることが強く求められる。 














   学芸員の資格要件の向上や大学院レベルの養成課程へのニーズは従前から中央教育審議会生
涯学習分科会の議論や各種調査等で見られているところである。 
   実態では，全国の学芸系職員の32％は修士号以上を取得しており，修士課程の履修を経た後に
学芸員という職業を選択する学生が増えてきている。 
   大学院における専門教育に関しては，諸外国では大学院と博物館の現場が連携協力し，博物館
学と実務能力の修得を共にプログラムに含めた高度な養成課程の先進事例もみられる。 
   我が国でも，学芸員資格取得者等を対象にした応用演習をカリキュラムに含める大学院や，大
学院生を対象に博物館で実務経験に参画できるインターン制度を開始している博物館も見られる。 





















 ○ 学芸員の上級資格については，引き続き検討が必要。 
 
 １）現職研修の体系化 






























  ① 資格付与の仕組みづくり 





  ② 上級資格の役割 

















































































































 (1) 教育普及等の専門人材の養成・確保 











 (2) 様々な人材が博物館で活躍できる仕組みの検討 























 (1) 博物館登録審査と博物館評価 









 (2) 上級学芸員等の人材の資格認定，資質向上 
   第４章３(2)3)で提唱した上級学芸員資格は，現職の学芸員に関して，その専門性の認定をきめ細
かく行うものであり，学芸員のモチベーションの向上，人材の流動化の推進を図ることができる。 
   この資格の創設に関しては，資格認定を行う専門機関の存在が不可欠である。 
   さらに，学芸員に対して，館種や業態に応じた個々の学芸員に必要なきめ細かな研修の体系的な
実施と，その経験を学芸員のキャリアアップに生かしていくことも可能となる。 
   また，ミュージアムエデュケーター等の多様な博物館人材の資格を認定し，博物館活動に還元し
ていく仕組み作りにも，このような第三者専門機関の存在は不可欠であると考えられる。 
 
 (3) 全国の博物館，大学，学会等に関するネットワーク形成支援 

































 (1) 学芸員養成科目の見直しについて 






  ① 学芸員養成科目の充実 




  ② 博物館実習の見直し 
    博物館実習についても，これまで以上に大学と博物館の連携・協力を緊密にし，その内容を精
査することが求められる。特に，実習の実態については，その扱いが大学や受入先の博物館によ
りかなり差があり，参考となる実習内容を例示する必要がある。 
    ただし，見直しの際には，年間約１万人の学生が実習を行うことを考慮し，受け入れ側である
博物館に過度の負担がかかることのないよう，配慮しながら検討することが必要である。 
 
 (2) 実務経験の導入について 





  ① 職務内容等の明示，ガイドラインの作成 




   実務経験を資格要件とする場合には，求められる基本的職務のガイドラインを策定することにつ
いて引き続き検討することが必要である。 
 
  ② 実務経験の審査・証明 







  ③ 博物館での受け入れ体制 
    見直しの方向性は現行資格の制度内容と大きく異なることから，博物館の受入体制の確保，指
導体制の充実についても十分な検討が必要である。 
 
  ④ 制度導入の普及啓発，準備期間 
    新制度を導入する場合には，博物館，大学，学生，利用者，行政，企業等の置かれている状況，
制度導入により与える影響，制度導入の準備期間等について十分に勘案することが重要である。 




    なお，制度の導入に際しては，大学，博物館等において様々な準備が必要であり，相当の準備
期間をおく必要がある。 
 
 (3) 大学院における学芸員養成制度の創設について 

































































































































































































博 物 館 に お け る 実 務
　 ・ 博 物 館 に お け る 実 務








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 (1) 実施機関 
   博物館の評価等を実施する第三者機関 
 (2) 評価の対象 
   学芸員の専門分野に対応した「高度で専門的な能力・技術」とともに博物館活動全般を管理でき
る「総合力」を評価の対象とする。 
 (3) 資格の名称 
   「上級学芸員」（仮称）とする。 
   なお，その専門分野が明確となるよう，館種に関する分野（例：「美術」「歴史」「自然史」「理工」
「動物」「水族」等）あるいはまた，博物館機能に関する分野（例：「教育普及」「情報」「保存・修
復」「経営」等）の名称を付記する。 
 (4) 評価の方法 
   実施機関の審査により資格を付与する。 
  ① 申請要件 
   ア 学芸員の有資格者で一定年数（例えば７年）以上の博物館における実務経験があること 
   イ 博物館において，収集・保管，展示，調査研究，教育普及等において，一定以上の業績を有
していること 
   ウ 原則として所属する博物館の長の推薦があること 
  ② 審査 
    実施機関に審査委員会を設置し，それぞれの専門分野ごとに博物館活動に関する業績等につい
て審査を行い，合否を決定し，申請者及び所属館長に通知する。 
 (5) その他 




  －知の循環型社会の構築を目指して－〔関係部分〕 
                                    平成20年２月19日 







































































































































































































































































































































































































































































































































   基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 





   例えば，地域の人々が様々な形で学校の運営を支援することや，学校が学習の拠点として地域に
貢献することなどは，相互の信頼を強化し，今後の新しい関係を構築する上で大きな意義を持つで
あろう。こうした取組の積み重ねが，学校を変え，地域を変えていく。 














   こうした基本的方向に基づく施策を通じて，例えば以下のような目標の実現を目指す。 
  ◆ だれもが身近な場所で，地域ぐるみの子育て支援や教育支援を受けたり，こうした活動に参加
したりすることができるようにする 





 (3) 基本的方向ごとの施策 
   前述の四つの基本的方向に基づき，今後10年間を通じて目指すべき教育の姿の実現に向け，今後
５年間，以下のような施策を中心に取り組む。 
   その際，教育が，国，地方公共団体，保護者，企業等のそれぞれの責任において実施されるもの
であることを前提に，所要の施策に取り組む必要がある。 
 
   基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
  ④ いつでもどこでも学べる環境をつくる 






   【施策】 
   ◇ 図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活動や個人と地域の自立支援の推進 








   ◇ 公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり 
    （以下略） 
   ◇ 持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取組の推進 
    （以下略） 
   ◇ 人権教育の推進，社会的課題に対応するための学習機会の提供の推進 
    （以下略） 
   ◇ 地域における身近なスポーツ環境の整備 
    （以下略） 
   ◇ 「学び直し」の機会の提供と学習成果を社会で生かすための仕組みづくり 










                      平成21年２月18日 










































  博物館学    ４単位 
  教育原理    １単位 
  社会教育概論  １単位 
  視聴覚教育   １単位 








  生涯学習概論      １単位 
  博物館概論       ２単位 
  博物館経営論      １単位 
  博物館資料論      ２単位 
  博物館情報論      １単位 
  博物館実習       ３単位 
  視聴覚教育メディア論  １単位 












 ○ 資料及びその専門分野に必要な知識及び研究能力を有すること 














 (1) 大学における学芸員養成教育の在り方について 
   大学においては，学芸員資格取得を目指す学生が，博物館の社会的意義やその必要性等の理解を
図り，博物館について知識理解を深めるのみならず，専門的職員たる学芸員としてのスタートが切
れるだけの基本的な素養を身に付けるようにする必要がある。 
   したがって，大学における学芸員養成教育を“博物館のよき理解者・支援者の養成の場”と位置
づけるのではなく，学芸員として必要な専門的な知識・技術を身に付けるための入口として位置づ
けることが必要である。 



















 (2) 大学における学芸員養成課程の現状について 







   また，実態として２単位もしくは１単位科目を二つ合わせて２単位として開講している例がほと
んどであった。 
   このことを考えると，今回の見直しに際しては，少なくとも16単位以上を法定単位数としなけれ
ば改善とは言えず，２単位で開講しているという大学の現状を踏まえた見直しを行うことが必要で
ある。 
   なお，大学独自で法定科目以外の必修科目（選択必修を含む）を設けている大学が全体の約半数
（167大学，52.7％）を占めており，その平均単位数は7.8単位である。 





 (3) 科目の読み替えについて 













































   なお，博物館実習は，「学内実習」及び「館園実習」を実施することとし，「館園実習」は，上記
の「博物館に関する科目」及び基礎となる専門の研究分野を学んだ上で，学芸員養成課程の最終段
階で実施することを基本とするべきである。 
 ⑧ 総単位数は，現行の12単位以上から19単位以上に７単位増やす。 
   各科目の単位数・内容等をまとめたのが別紙１及び２である。 























































































 (1) 試験認定の受験資格・資格発生要件の見直しについて 



























   以上のことから，試験認定については，４年制大学卒業者同様，全ての学歴に対して１年間の実
務経験を課するべきである。 
   ただし，実務経験については，本来であれば登録博物館又は博物館法第29条の規定による博物館
に相当する施設における学芸員補の経験に限定するべきであり，将来的に登録制度の見直しが行わ
れた際には，これらの規定も見直すことが必要である。 




 (2) 試験認定の方法及び試験科目の見直しについて 

























 (3) 口述試験の見直しについて 










 (4) 試験科目免除の扱いの見直しについて 




















 (5) 手数料の見直しについて 







 (6) 経過措置について 
   現行の試験科目である「博物館学」に合格した者については，改正後の必須科目のうち，「博物館
概論」，「博物館経営論」，「博物館資料論」及び「博物館情報・メディア論」の４科目を免除し，残
りの４科目は受験することとすることが適当である。 




 (1) 受験資格の見直しについて 
  ① 修士，博士又は専門職学位を有する者等について 











  ② 「学芸員補の職」と実務経験について 















  ③ 教授，准教授，講師等の担当科目について 




  ④ 博物館に関する著書，論文，報告等について 





  ⑤ 10年以上学芸員補の職にあった者について 











 (2) 審査内容の見直しについて 





 (3) 名称の見直しについて 







































＜現行科目＞  ＜改正科目＞ 
№ 科 目 名 単位数  № 科 目 名 単位数 
１ 生涯学習概論 １単位  
    
１ 生涯学習概論 ２単位 
 
２ 博物館概論 ２単位 
 
２ 博物館概論 ２単位 
３ 博物館経営論 １単位  
    
３ 博物館経営論 ２単位 
 
４ 博物館資料論 ２単位 
 
４ 博物館資料論 ２単位 
    
    
５ 博物館資料保存論 ２単位 
    
    
６ 博物館展示論 ２単位 
５ 博物館情報論 １単位  
６ 視聴覚教育メディア論 １単位  
７ 博物館情報・メディア論 ２単位 
７ 教育学概論 １単位  
    
８ 博物館教育論 ２単位 
 
８ 博物館実習 ３単位 
 
９ 博物館実習 ３単位 







№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 


















































№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 










































































































№ 科目名 単位数 ね ら い 内      容 
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   博物館は，地方環境や習慣に応じて連日休むことなくかつ毎夜勤労時間後も開館されているよ  
う，交替制をとれるだけの十分な数の管理職員を持つべきである。 





































   さらに，博物館の寄与は，地方の教育指導者とその収集物の性質により，学校が特に関心をもつ
博物館との間に公的かつ規則的連繫を樹立する任務をもつ適正な機関の配置により組織化される。 
   この協力は下記形態をとることもできる。 
   イ 各博物館が，博物館の教育目的への利用を組織化するために館長監督下に職員として教育専
門家をおくこと。 
   ロ 博物館が，教育の尽力を求める教育担当の部をおくこと。 
   ハ 館長，教員で構成する合同委員会を，博物館を最も有効に教育目的に利用することを保証す
るため，地方又は地域水準で設立すること。 




























第２条 定 義 
 １．博物館とは，社会とその発展に貢献するため，人間とその環境に関する物的資料を研究，教育及
び楽しみの目的のために，取得，保存，伝達，展示する公開の非営利的常設機関である。 
  (a) 上記の博物館の定義は，各機関の管理機構の性格，地域の特性，機能構造，又は収集品の傾向
によって制限されない。 
  (b) 「博物館」として指定されている機関のほか，次の機関を上記の定義による博物館とみなす。 
  (ⅰ) 天然の，及び考古学上，民族学上の記念物・遺跡，並びに歴史的記念物及び史跡のうち，人
間とその環境に関連する物的資料を取得，保存，伝達する博物館的性格を有するもの 
  (ⅱ) 植物，動物の生物標本を収集・展示する機関，即ち植物園，動物園，水族館，ビバリウムな
ど 
  (ⅲ) 科学センター及びプラネタリウム 
  (ⅳ) 非営利の美術展示ギャラリー 
  (ⅴ) 自然保護地 
  (ⅵ) 国際単位，国単位，地域単位又は地方単位の博物館団体，本条の定義による博物館を所管す
る省庁または公的機関 
  (ⅶ) 博物館及び博物館に関する保存，研究，教育，研修，ドキュメンテーションその他の活動を
行う非営利の機関又は団体 
  (ⅷ) 有形又は無形の遺産資源（生きた遺産及びデジタルの創造活動）を保存，存続及び管理する
文化センターその他の施設 















  (a) すべての種類の博物館の設立，発展及び専門的運営を奨励し支援する。 
  (b) 社会とその発展に貢献する博物館の性格，機能及び役割に関する知識と理解を向上する。 
  (c) 各国の博物館相互及び博物館専門職員相互の協力と相互援助を組織する。 
  (d) すべての種類の博物館専門職員の利益を代表し支援し向上する。 

















  (a) 協力関係を結ぶ交渉をする。 




  (a) 個人会員 
  (b) 団体会員 
  (c) 賛助会員 
  (d) 名誉会員 
  (e) 学生会員 
   各範疇への会員としての入会については，第７条（個人会員，団体会員，賛助会員及び学生会員）
及び第８条（名誉会員）の定めによる。 
 ２．個人会員は，次のいずれかとする。 
  (a) この規約第２条第２項の定義による博物館専門職員としてフルタイム又はパートタイムで雇用
されている者 
  (b) 博物館専門職員を退職した者 
















































  (a) 文書を提出して退会するとき 
  (b) 年会費の請求を受けたにも拘わらず，然るべき期日から１年以内に会費を払わないとき 
  (c) 職業上の身分の変化のために会員資格が無くなるとき 













  (a) イコム大会に出席・参加する権利 
  (b) イコム総会に出席・参加する権利 
  (c) 居住する国の国内委員会の活動に参加する権利 
  (d) １つ以上の国際委員会を選択しその活動に参加する権利 
  (e) 会員に無料で配布されるニュースレターその他の出版物を受け取る権利 
  (f) ユネスコ－イコム博物館情報センターのサービスを利用する権利 
  (g) 各会計年度の年会費を支払ったのちに支給されるイコム会員証及び年度別ステッカーを受理す
る（団体会員は，３つの会員証と３枚のステッカーを取得する）権利 
 ２．正当な個人会員は下記の選挙に立候補する権利を有する。 
  (a) 諮問委員会委員長 
  (b) イコム会長又は執行委員会委員 
  (c) 第12条第１項及び第２項に定める投票権を持つ国際委員会の委員長若しくは理事会理事，又は
国際委員会の委員長若しくは理事会理事 







  (a) イコム会長又は執行委員会メンバー 
  (b) 第12条第１項及び第２項に定める投票権を持つ国内委員会の委員長若しくは理事会理事，又は
国際委員会の委員長若しくは理事会理事 


























  (a) 国内委員会 
  (b) 地域機構 
  (c) 国内連絡員 
  (d) 国際委員会 
  (e) 加盟機関 
  (f) 総 会 
  (g) 大 会 
  (h) 諮問委員会 
  (i) 執行委員会 
  (j) 事務局 
  (k) ユネスコ－イコム博物館情報センター 
－507－ 








  (a) 国内の博物館及び博物館専門職員のイコム加入を促進する 
  (b) イコムとその事業活動に関連する事項につき，諮問委員会，執行委員会，及び事務局に助言を
提供する 
  (c) イコム個人会員，団体会員及び賛助会員の加入申請に決定を下し，事務局に連絡する 
  (d) 執行委員会委員の選挙のための投票及び総会での投票を行う会員を指名する 
  (e) 前年の年間活動報告を執行委員会と諮問委員会に提出する 













































































  (a) 当該地域において活動する国内委員会の数が不十分で地域機構の存在を継続する理由がない。 
  (b) 活動が行われていないか，不十分である。 

















  (a) イコム事業計画を開発し実施するとともに，イコムの個々の任務に関連する活動を開発し，実
施すること 
  (b) 執行委員会メンバーの選挙及び総会における投票のために投票者を指名すること 
  (c) 執行委員会及び諮問委員会に対し，当該国際委員会の前年度の活動に関する年次報告を提出す
ること 












  (a) 会議の開催 
  (b) ニュースレターその他の出版物の製作 
  (c) 通信による審議 
  (d) 他の専門職団体との協力 



































  (a) 当該委員会の運営を継続するうえに会員数がその不十分であること 
  (b) 活動が行われていないか不十分であること 
  (c) 活動計画の作成及び実施が繰り返し遅れること 
  (d) 当該委員会の設置目的が完了したこと 


























  (a) イコムの求めるイコム会員比率を維持することができないこと。 
  (b) 会員のうち博物館専門職員又は博物館の占める比率としてイコムの求める比率を維持すること
ができないこと。 
  (c) 活動を行っていないか，又は活動が不十分であること。 





第19条 総 会 
 １．総会は，イコムの最高意思決定機関とする。その機能は，下記の通りとする。 
  (a) 規約を採択し，必要の場合，これを改正する。 
  (b) 次の３年間のイコム事業計画を承認する。 
  (c) 次の３年間の予算を承認する。 
  (d) 過去３年間のイコムの事業活動に関する報告を受理し，採択する。 
  (e) 過去３年間の収支決算を受理し，採択する。 
  (f) 諮問委員会，執行委員会及び大会から付記された事柄を検討し，決定を行う。 
  (g) 博物館，博物館学その他のイコムの関心事項に関し，総会が適当と考える決議を採択する。 
  (h) イコムの運営に関し，総会が必要と考える指示を執行委員会に与える。 
  (i) 次の総会の時期と場所，及び次の大会のテーマを決定する。 















  (a) 国内委員会の３分の１から要請があった場合，又は 
  (b) 執行委員会の過半数の委員から要請があった場合。 








  (b) 各国際委員会は，総会の決定にゆだねるため総会に提出されるすべての事柄に関し，当該委員
会を代表して投票する者を３名指名する権利を有する。この３名は，当該委員会の投票権を有す
る会員とする。 



















第20条 大 会 














  (a) イコムの方針，事業計画，手続及び財政に関する事項に関し，執行委員会及び総会に助言を行
うこと。 
  (b) 収入役の提出する前年度の監査済み収支決算及び現年度の年間予算を受理し，承認すること。 
  (c) 執行委員会選挙の候補者を選出すること。 
  (d) 第29条に基づきイコム規約の改正案を審議し，助言を行うこと。 
  (e) この規約の求めるその他のことを行うこと。 
 ２．諮問委員会の委員は，下記の通りとする。 
  (a) 各国内委員会の委員長又はその指名する代表 
－514－ 
  (b) 各国際委員会の委員長又はその指名する代表 
  (c) 各加盟機関の委員長又はその指名する代表 
  (d) イコム会員のなかから諮問委員会が選出する諮問委員会委員長 
 ３．下記の場合，諮問委員会委員の任は解かれるものとする。 
  (a) 当該人物が国内委員会，国際委員会又は加盟機関の委員長の職をやめる場合。 































  (a) 委員会の会議を開催し，これを主宰すること。 
  (b) 執行委員会の職権上の委員となること。 
  (c) 第27条に定めるイコムの選挙管理役員となること。 
  (d) すべての地域機関の理事会の職権上の理事となること。 
－515－ 


































  (a) 総会の決定及び決議を実施するために必要な措置を講じる。 
  (b) 承認されたイコムの事業計画が，能率的，効果的に，かつ承認された予算に従って，実施され
るように図る。 
  (c) イコムの方針，事業計画及び手続に関するすべての重要事項を諮問委員会に諮り，その検討・
助言を求めるようにする。 
  (d) 諮問委員会の提案又は勧告を実施するために必要な措置を検討し，これを講じる。 
－516－ 
  (e) 国内委員会，国際委員会及び加盟機関の活動を一般的に監督し，適当な場合これを調整する。 
  (f) 個人会員が加入することのできる国際委員会の数を明記する。 
  (g) 各範疇の会員の会費年額を決定する。 





















































































  (a) 会員に対するサービスを提供すること。 
  (b) 執行委員会，諮問委員会及び総会の会議に対し事務的サービスを提供すること。 
  (c) 総会の承認したイコムの活動計画に関し，準備，実現，評価及び報告を行うこと。 
  (d) 収入役の指示に従い，経費の支出，適当な記録の保持，及び適切な財政報告の作成を含む，イ
コムの財務を実施すること。 
  (e) 国際委員会の活動を補佐すること。 



















第26条 財 政 
 １．イコムの財源は，下記の通りとする。 
  (a) 会員の支払う会費 
  (b) 出版物の売上げ及び会議の開催を含むイコムの活動から生じる収入 
  (c) （イコムが）受理し，執行委員会が承認する補助金，助成金，寄付金及び遺贈 
  (d) イコム財団から受理する寄付金 




















































   (c) 第６項(a)又は第６項(b)の定めにより候補者の選出を行うときは，執行委員会は諮問委員会
により推薦された候補者のリスト及び諮問委員会における投票結果を尊重するものとする。 













































  (a) 最初に執行委員会の役員（Ａ部）に対する投票数を計算し，各役員ポストにつき得票数の最も
多い候補者を当選者として宣言する。 








  (a) 有効投票数 
  (b) 各候補者の得票数 
  (c) 得票数同数のためくじ
．．
により当選が決したケースの有無 











  (a) 会員の権利又は責任事項として本規約に定める事項を処理する会員の権限 

































































 （組 織） 
第５条 この会はイコムの個人会員，団体会員，賛助会員として認められた国内イコム会員よりなる。 
  会員のうちから15名以内の委員を委員会が選出する。 
  会員はイコム規約第２条，第６条に該当する博物館関係者で，入会を申し出，委員会が承認したも
のとする。 
  賛助会員は，この会の趣旨に賛同し，事業を援助するもので，委員会が推薦したものとする。 
 （権利・義務） 
第６条 会員はイコムの総会および所属する国際委員会において投票権を有する。 
  会員・賛助会員は，イコムの国内，および国際会議に出席することができる。 
  会員・賛助会員はイコム本部または日本委員会が発行する刊行物その他の資料の配布をうける。 
第７条 会員・賛助会員は日本委員会の承認を経てイコム本部に登録される。 
  会員および賛助会員の代表は，その選択する国際委員会に所属し，イコムの事業に参加する。 
第８条 会員は別に定める会費を負担するものとする。賛助会員は別に定める賛助会費を負担するもの
とする。 





















































































会員：Gary Edson（米国），Per Kaks（スウェーデン），Byung-mo Kim（韓国），Pascal Makambila（コン
ゴ），－2002年から；Jean-Yves Marin（フランス），Bernice Murphy（オーストラリア），2002年









































文化遺産   ：美的，歴史的，科学的もしくは精神的に重要であるとみなされるあらゆる概念または
事物。 
－527－ 
管理機関   ：博物館の権能を付与する規則によって，博物館の存続，戦略的発展，財源に責任ある
と規定された人々あるいは組織。 
収益活動   ：施設のための財政上の利得もしくは利益を目的とする活動。 
法的権利   ：当該国における財産を所有する法的権利。国によっては，これは付与される権利であ
り正当に努力した探索の要求を満たさないかもしれない。 
最低基準   ：すべての博物館とその職員がそこに達したいと思うことを期待することがもっともで
ある基準。 






























 1.1 権能を付与する文書 




 1.2 使命，目標，方針の声明 




 1.3 土地建物 
   管理機関は，博物館がその使命に規定された基本的な機能を果たすためにふさわしい環境を備え
た十分な土地建物を保証するべきである。 
 
 1.4 アクセス 
   管理機関は，博物館とその収蔵品が適切な時間帯に一定の期間すべての人に公開されることを保
証すべきである。特殊なニーズを持った人々には特別の配慮がされなければならない。 
 
 1.5 健康と安全 
   管理機関は，施設の健康，安全および利用可能性に関する基準が職員と来館者に適用されるよう
保証するべきである。 
 
 1.6 災害に対する保護 
   管理機関は，公衆および職員，収蔵品とその他の資源を自然および人為的な災害から保護するた
めの方針を立て，それを維持するべきである。 
 
 1.7 警備の条件 
   管理機関は，収蔵品を展示，展覧会，作業または収蔵区域および輸送時における盗難または破損
から守るために適切な警備を保証するべきである。 
 
 1.8 保険および補償 





 1.9 資金の確保 
   管理機関は，博物館の活動を実施し，発展させるために十分な資金を確保するべきである。すべ
ての財源は専門的に説明できるようにすべきである。 
－529－ 
 1.10 収益の方針 






 1.11 雇用の方針 
   管理機関は，人事に関するすべての措置が博物館の方針および適性かつ適法な手続きにしたがっ
てとられるように保証するべきである。 
 
 1.12 館長もしくは首長の任命 




 1.13 管理機関へのアクセス 
   博物館の館長もしくは首長は，関連管理機関に直接の責任を負い，直接アクセスができなくては
ならない。 
 
 1.14 博物館職員の有資格性 
   すべての責任を果たすのに必要な専門知識を有する，資格を持った職員を雇用することが必要で
ある。（2.18，2.24，8.12も参照のこと） 
 
 1.15 職員の訓練 
   有効な労働力を維持するためにすべての博物館職員の継続的教育と専門的発達の十分な機会が用
意されるべきである。 
 
 1.16 倫理的矛盾 
   管理機関は，本「職業倫理規定」または国の法律もしくは専門職に関する倫理規定の諸条項と矛
盾すると考えられる行為を一切，博物館職員に要求してはならない。 
 
 1.17 博物館職員とボランティア 
   管理機関は，博物館の専門職員とボランティアの間に前向きな関係を促進するような，ボランテ
ィアの活動に関する書かれた方針を持つべきである。 
 
 1.18 ボランティアと倫理 













 2.1 収蔵品に関する方針 




 2.2 有効な所有権 




 2.3 資料の由来と正当な注意義務 





 2.4 無認可のもしくは非学術的なフィールドワークに由来する資料と標本 






 2.5 文化的に慎重さを要する資料 





 2.6 保護された生物学的もしくは地学的資料 





 2.7 生きている収蔵品 




 2.8 作業用収蔵品 




 2.9 収蔵品に関する方針の枠外の取得 






 2.10 管理機関の構成員もしくは博物館職員による取得 




 2.11 最後の手段の保管所 





 2.12 処分に関する法的もしくはその他の権限 






 2.13 博物館の収蔵品からの除去 





 2.14 放出に対する責任 
   放出の決定は，博物館の館長および当該収蔵品の担当学芸員と共同で行動する管理機関の責任で
ある。作業用収蔵品には特別の措置が適用されうる（2.7および2.8参照）。 
 
 2.15 収蔵品から除去された資料の処分 






 2.16 収蔵品の処分からの収入 




 2.17 放出された収蔵品の購入 




 2.18 収蔵品の永続性 




 2.19 収蔵品の責任の委任 
   収蔵品の保護に関する専門的な責任は，適切な知識と技術を持った人々もしくは十分な監督下に
ある人々に任されるべきである（8.11も参照のこと）。 
 
 2.20 収蔵品の文書化 






 2.21 災害からの保護 
   武力抗争およびその他の人為的また自然災害時における収蔵品の保護の方針の作成について，細
やかな注意が払わなければならない。 
 
 2.22 収蔵品と関連のデータの安全 
   収蔵品のデータが一般に公開されるとき，博物館は，慎重さを必要とする個人的なまたは関連の
情報および秘密事項を開示することを避けるための制御を行わねばならない。 
 
 2.23 環境保存計画 




 2.24 収蔵品の保存と修復 






 2.25 生きた動物の厚生 




 2.26 博物館の収蔵品の個人的使用 








 3.1 主要な証拠としての収蔵品 
   博物館の収蔵品の方針は，主要な証拠としての収蔵品の意義を明確に示さねばならない。方針は，
これが現在の知的な流行もしくは博物館の使用に支配されていないことを証明すべきである。 
 
 3.2 収蔵品の利用可能性 





 3.3 現地の収集 





 3.4 主要な証拠の例外的な収集 





 3.5 研 究 
   博物館職員による研究は，博物館の使命と目標に関連し，確立した法的，倫理的，学問的な慣行
に合致するものでなければならない。 
 
 3.6 破壊的分析 
   破壊的分析の手法が行われるときは，分析された資料，分析の結果，出版物を含むそこから生じ
た研究の完全な記録がその資料の永久的な記録の一部となるべきである。 
 
 3.7 遺骸および神聖な意味のある資料 




 3.8 研究資料に対する権利の保有 
   博物館職員が発表のための資料，現地調査の記録のための資料を作成するとき，その資料に対す
るあらゆる権利に関して，それを支援する博物館の間で明確な取り決めがなくてはならない。 
 
 3.9 共有される専門知識 




 3.10 博物館および他の施設間での協力 










 4.1 陳列，展覧会および特別な活動 




 4.2 展示物の解釈 
   博物館は，陳列や展覧会において提示する情報には十分な根拠があり，正確であり，それが象徴
する団体や信仰に対して適切な配慮がなされていることを保証すべきである。 
 
 4.3 慎重さを要する資料の展示 





 4.4 公開陳列からの撤去 





 4.5 由来不明の資料の陳列 





 4.6 公 表 





 4.7 複 製 










 5.1 違法もしくは不法に取得された資料の鑑定 





 5.2 真正の認定と評価（価値の判定） 












 6.1 協 力 




 6.2 文化財の返還 





 6.3 文化財の復帰 





 6.4 占領された国からの文化財 





 6.5 現代の地域社会 




 6.6 地域社会の施設の財源 
   現代の地域にかかわる活動のための資金を求めるとき，彼らの利益をないがしろにしてはならな
い（1.10を参照のこと）。 
 
 6.7 現代の地域社会からの収蔵品の使用 





 6.8 地域社会の中の支援団体 









 7.1 国及び地方の法規 
   博物館の事業に影響をあたえるので，博物館はすべての国と地方の法律にしたがい，他の国の法
規を尊重すべきである。 
－538－ 
 7.2 国際法 
   博物館の方針は，イコム職業倫理規程の解釈において基準とされる，以下の国際法を認めるべき
である。 
  ● 武力衝突時の文化財保護のためのユネスコ条約（ハーグ条約，1954年第一議定書および1999年
第二議定書） 
  ● 文化財の不法な輸入，輸出および所有権の譲渡を禁止し防止する手段に関するユネスコ条約
（1970年） 
  ● 危機に瀕している野生動植物の種の国際交易に関する条約（1973年） 
  ● 生物学的多様性に関する国連条約（1992年） 
  ● 窃盗および不法輸出された文化的資源に関するユニドロワ条約（1995年） 
  ● 水中文化遺産の保護に関するユネスコ条約（2001年） 









 8.1 関連法規の熟知 
   博物館の専門職員はすべて，関連する国際，国内および地方の法ならびに彼らの雇用条件に通暁
しているべきである。彼らは不適切な行為とみなされるような状況を回避するべきである。 
 
 8.2 職業上の責任 




 8.3 専門職的行動 




 8.4 学問的および学術的責任 





 8.5 不法な市場 
   博物館専門職員は，自然および文化財の不法な移動もしくは市場に直接であれ間接であれ力を貸
すべきでない。 
 
 8.6 秘密保持 




 8.7 博物館と収蔵品の警備 
   博物館の警備，もしくは勤務中に訪問した個人コレクションの警備と所在地に関する情報は，博
物館職員によって厳重な秘密とされなければならない。 
 
 8.8 秘密保持の義務の例外 
   秘密の保持は，盗まれた，不法に取得された，もしくは違法に譲渡された可能性がある物品にか
んする警察または他の正当な機関による捜査に協力する法的な義務に従属する。 
 
 8.9 個人の独自性 




 8.10 専門職業上の関係 
   博物館の専門職員は，彼らが勤務する博物館の内外で多数の人々と業務上の関係を持つ。彼らは，
他の人々に対して効率の良い高い水準の専門的サービスを提供することを期待されている。 
 
 8.11 専門的相談 




 8.12 贈答，援助，貸与もしくはその他の個人的な便宜 




 8.13 外部の雇用もしくは仕事の利益 






 8.14 自然・文化遺産の取引 
   博物館の専門職員は，直接，間接を問わず，自然もしくは文化遺産の取引（利益のための売買）
に加わるべきではない。 
 
 8.15 取引人との相互作用 





 8.16 個人的収集活動 




 8.17 ＩＣＯＭの名称とロゴの使用 
   イコム会員は，いかなる営利目的の活動もしくは製品の促進や信用性の付与のために
“International Council of Museums”および“ＩＣＯＭ”という言葉，もしくはそのロゴを使用
してはならない。 
 
 8.18 その他の利害衝突 





                                     平成４年９月28日  































   Ⅰ 文化遺産及び自然遺産の定義 
 
第１条 
  この条約の適用上，「文化遺産」とは，次のものをいう。 
  記念工作物 建築物，記念的意義を有する彫刻及び絵画，考古学的な性質の物件及び構造物，金石
文，洞穴住居並びにこれらの物件の組合せであって，歴史上，芸術上又は学術上顕著な普遍的価値を
有するもの 
  建造物群 独立し又は連続した建造物の群であって，その建築様式，均質性又は景観内の位置のた
めに，歴史上，芸術上又は学術上顕著な普遍的価値を有するもの 
  遺跡 人口の所産（自然と結合したものを含む。）及び考古学的遺跡を含む区域であって，歴史上，
芸術上，民族学上又は人類学上顕著な普遍的価値を有するもの 
第２条 
























  (a) 文化遺産及び自然遺産に対し社会生活における役割を与え並びにこれらの遺産の保護を総合的
な計画の中に組み入れるための一般的な政策をとること。 
  (b) 文化遺産及び自然遺産の保護，保存及び整備のための機関が存在しない場合には，適当な職員
を有し，かつ，任務の遂行に必要な手段を有する１又は２以上の機関を自国の領域内に設置する
こと。 
  (c) 学術的及び技術的な研究及び調査を発展させること並びに自国の文化遺産又は自然遺産を脅か
す危険に対処することを可能にする実施方法を開発すること。 
  (d) 文化遺産及び自然遺産の認定，保護，保存，整備及び活用のために必要な立法上，学術上，技
術上，行政上及び財政上の適当な措置をとること。 































































































































 ２ 世界遺産基金は，国際連合教育科学文化機関の財政規則に基づく信託基金とする。 
 ３ 世界遺産基金の資金は，次のものから成る。 
  (a) 締約国の分担金及び任意拠出金 
  (b) 次の者からの拠出金，贈与又は遺贈 
  (ⅰ) 締約国以外の国 
  (ⅱ) 国際連合教育科学文化機関，国際連合の他の機関（特に国際連合開発計画）又は他の政府間
機関 
  (ⅲ) 公私の機関又は個人 
  (c) 同基金の資金から生ずる利子 
  (d) 募金によって調達された資金及び同基金のために企画された行事による収入 































































 (d) 当該国が所有せず又は入手することができない機材の供給 
 (e) 長期で返済することができる低利又は無利子の貸付け 





































































 １ 締約国は，この条約を廃棄することができる。 






























                                 昭和55年８月23日 
                                 条約第25号 
                                 最近改正平成17年２月17日  













第１条 定 義 
 この条約の適用上，文脈によって別に解釈される場合を除くほか， 
  (a) 「種」とは，種若しくは亜種又は種若しくは亜種に係る地理的に隔離された個体群をいう。 
  (b) 「標本」とは，次のものをいう。 
  (ⅰ) 生死の別を問わず動物又は植物の個体 








  (c) 「取引」とは，輸出，再輸出，輸入又は海からの持込みをいう。 
  (d) 「再輸出」とは，既に輸入されている標本を輸出することをいう。 
  (e) 「海からの持込み」とは，いずれの国の管轄の下にもない海洋環境において捕獲され又は採取
された種の標本をいずれかの国へ輸送することをいう。 
  (f) 「科学当局」とは，第９条の規定により指定される国の科学機関をいう。 
  (g) 「管理当局」とは，第９条の規定により指定される国の管理機関をいう。 






 ２ 附属書Ⅱには，次のものを掲げる。 
  (a) 現在必ずしも絶滅のおそれのある種ではないが，その存続を脅かすこととなる利用がされない
ようにするためにその標本の取引を厳重に規制しなければ絶滅のおそれのある種となるおそれの
ある種 








 １ 附属書Ⅰに掲げる種の標本の取引は，この条に定めるところにより行う。 
 ２ 附属書Ⅰに掲げる種の標本の輸出については，事前に発給を受けた輸出許可書を事前に提出する
ことを必要とする。輸出許可書は，次の条件が満たされた場合にのみ発給される。 
  (a) 輸出国の科学当局が，標本の輸出が当該標本に係る種の存続を脅かすこととならないと助言し
たこと。 
  (b) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 
  (c) 生きている標本の場合には，輸出国の管理当局が，傷を受け，健康を損ね若しくは生育を害し
又は虐待される危険性をできる限り小さくするように準備され，かつ，輸送されると認めるこ  
と。 




  (a) 輸入国の科学当局が，標本の輸入が当該標本に係る種の存続を脅かす目的のために行われるも
のでないと助言したこと。 
  (b) 生きている標本の場合には，輸入国の科学当局が，受領しようとする者がこれを収容し及びそ
の世話をするための適当な設備を有していると認めること。 




  (a) 再輸出国の管理当局が，標本がこの条約に定めるところにより自国に輸入されたと認めるこ  
と。 









  (a) 当該持込みがされる国の科学当局が，標本の持込みが当該標本に係る種の存続を脅かすことと
ならないと助言していること。 
  (b) 生きている標本の場合には，当該持込みがされる国の管理当局が，受領しようとする者がこれ
を収容し及びその世話をするための適当な設備を有していると認めること。 
  (c) 当該持込みがされる国の管理当局が，標本が主として商業的目的のために使用されるものでな
いと認めること。 
第４条 附属書Ⅱに掲げる種の標本の取引に対する規制 
 １ 附属書Ⅱに掲げる種の標本の取引は，この条に定めるところにより行う。 
 ２ 附属書Ⅱに掲げる種の標本の輸出については，事前に発給を受けた輸出許可書を事前に提出する
ことを必要とする。輸出許可書は，次の条件が満たされた場合にのみ発給される。 
  (a) 輸出国の科学当局が，標本の輸出が当該標本に係る種の存続を脅かすこととならないと助言し
たこと。 
  (b) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 














  (a) 再輸出国の管理当局が，標本がこの条約に定めるところにより自国に輸入されたと認めるこ  
と。 







  (a) 当該持込みがされる国の科学当局が，標本の持込みが当該標本に係る種の存続を脅かすことと
ならないと助言していること。 










  (a) 輸出国の管理当局が，標本が動植物の保護に関する自国の法令に違反して入手されたものでな
いと認めること。 

































  (a) 附属書Ⅰに掲げる種の標本にあっては，その所有者が通常居住する国の外において取得して当
該通常居住する国へ輸入するもの 


















  (a) 輸出者又は輸入者が，標本の詳細について管理当局に登録すること。 
  (b) 標本が２又は５のいずれかに規定する標本に該当するものであること。 





  (a) 違反に係る標本の取引若しくは所持又はこれらの双方について処罰すること。 










 ４ １の措置がとられることにより生きている標本が没収される場合には， 
  (a) 当該標本は，没収した国の管理当局に引き渡される。 
  (b) (a)の管理当局は，当該標本の輸出国との協議の後，当該標本を，当該輸出国の負担する費用で
当該輸出国に返送し又は保護センター若しくは管理当局の適当かつこの条約の目的に沿うと認め
る他の場所に送る。 







  (a) 輸出者及び輸入者の氏名又は名称及び住所 
  (b) 発給された許可書及び証明書の数及び種類，取引の相手国，標本の数又は量及び標本の種類，
附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の名称並びに可能な場合には標本の大きさ及び性別 
 ７ 締約国は，この条約の実施に関する次の定期的な報告書を作成し，事務局に送付する。 
  (a) ６(b)に掲げる事項に関する情報の概要を含む年次報告書 
  (b) この条約を実施するためにとられた立法措置，規制措置及び行政措置に関する２年ごとの報告
書 
 ８ ７の報告書に係る情報は，関係締約国の法令に反しない限り公開される。 
第９条 管理当局及び科学当局 
 １ この条約の適用上，各締約国は，次の当局を指定する。 
  (a) 自国のために許可書又は証明書を発給する権限を有する１又は２以上の管理当局 




















  (a) 事務局の任務の遂行を可能にするために必要な規則を作成すること及び財政規則を採択するこ
と。 
  (b) 第15条の規定に従って附属書Ｉ及び附属書Ⅱの改正を検討し及び採択すること。 
  (c) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の回復及び保存に係る進展について検討するこ  
と。 
  (d) 事務局又は締約国の提出する報告書を受領し及び検討すること。 
  (e) 適当な場合には，この条約の実効性を改善するための勧告を行うこと。 
 ４ 締約国は，通常会合において，２の規定により開催される次回の通常会合の時期及び場所を決定
することができる。 








  (a) 政府間又は非政府のもののいずれであるかを問わず国際機関又は国際団体及び国内の政府機関
又は政府団体 









 ２ 事務局は次の任務を遂行する。 
  (a) 締約国の会合を準備し及びその会合のための役務を提供すること。 
  (b) 第15条及び第16条の規定により与えられる任務を遂行すること。 




  (d) 締約国の報告書を研究すること及び締約国の報告書に関する追加の情報であってこの条約の実
施を確保するために必要と認めるものを当該締約国に要請すること。 
  (e) この条約の目的に関連する事項について締約国の注意を喚起すること。 
  (f) 最新の内容の附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲをこれらの附属書に掲げる種の標本の識別を容
易にする情報とともに定期的に刊行し，締約国に配付すること。 
  (g) 締約国の利用に供するため事務局の業務及びこの条約の実施に関する年次報告書を作成し並び
に締約国がその会合において要請する他の報告書を作成すること。 
  (h) この条約の目的を達成し及びこの条約を実施するための勧告を行うこと（科学的及び技術的性
格の情報を交換するよう勧告を行うことを含む）。 












 １ この条約は，締約国が次の国内措置をとる権利にいかなる影響も及ぼすものではない。 
  (a) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ及び附属書Ⅲに掲げる種の標本の取引，捕獲若しくは採取，所持若しくは
輸送の条件に関する一層厳重な国内措置又はこれらの取引，捕獲若しくは採取，所持若しくは輸
送を完全に禁止する国内措置 
























 １ 締約国会議の会合において附属書Ｉ及び附属書Ⅱの改正をする場合には，次の規定を適用する。 




  (b) 改正は，出席しかつ投票する締約国の３分の２以上の多数による議決で採択する。この１(b)
の規定の適用上，「出席しかつ投票する締約国」とは，出席しかつ賛成票又は反対票を投ずる締約
国をいう。投票を棄権する締約国は，改正の採択に必要な３分の２に算入しない。 




  (a) 締約国は，会合と会合との間における検討のため，この２に定めるところにより，郵便手続に
よる附属書Ｉ又は附属書Ⅱの改正を提案することができる。 





  (c) 事務局は，海産の種以外の種に関する改正案を受領した場合には，直ちに改正案を締約国に通
告するものとし，その後できる限り速やかに自己の勧告を締約国に通告する。 
  (d) 締約国は，事務局が(b)又は(c)の規定に従ってその勧告を締約国に通告した日から60日以内  
に，関連する科学的な資料及び情報とともに改正案についての意見を事務局に送付することがで
きる。 
  (e) 事務局は，(d)の規定に基づいて受領した回答を自己の勧告とともにできる限り速やかに締約国
に通告する。 
  (f) 事務局が(e)の規定により回答及び勧告を通告した日から30日以内に改正案に対する異議の通
告を受領しない場合には，改正は，その後90日ですべての締約国について効力を生ずる。ただし，
３の規定に基づいて留保を付した締約国については，この限りでない。 
  (g) 事務局がいずれかの締約国による異議の通告を受領した場合には，改正案は，(h)から(j)まで
－559－ 
の規定により郵便投票に付される。 
  (h) 事務局は，異議の通告を受領したことを締約国に通報する。 
  (i) 事務局が(h)の通報の日から60日以内に受領した賛成票，反対票及び棄権票の合計が締約国の 
 総数の２分の１に満たない場合には，改正案は，更に検討の対象とするため締約国会議の次回の
会合に付託する。 
  (j) 受領した票の合計が締約国の総数の２分の１に達した場合には，改正案は，賛成票及び反対票
を投じた締約国の３分の２以上の多数による議決で採択される。 
  (k) 事務局は，投票の結果を締約国に通報する。 
















































第21条 加 入 












  (a) 附属書Ｉ，附属書Ⅱ又は附属書Ⅲに掲げる種 

























                                 平成５年２月10日 
                                 政令第17号 
                                 最近改正平成17年１月６日  






































 二 次のイ及びロのいずれにも該当する旨の環境庁長官の認定書の交付を受けていること。 
  イ 輸出が，国際的に協力して学術研究又は繁殖をする目的でするものその他の特に必要なもので
あること。 






















  イ 商業的目的で繁殖させた個体又はその個体から生じた器官等であること。 












 一 個体等（次号及び第三号に掲げる器官及び       一の個体等につき2600円 
  加工品を除く。）についての登録 
 二 別表第５のぞう科の項に掲げる原材料器官       一の原材料器官等につき1100円 
  等のうち牙に係るものについての登録 
 三 別表第５のおおとかげ科の項に掲げる原材       一の原材料器官等につき20円 
  料器官等についての登録 
 四 登録票の再交付                   一件につき1100円 
（特定国際種事業に係る特定器官等） 
第５条の２ 法第33条の２の政令で定める特定器官等は，次に掲げるものとする。 
 一 別表第５のぞう科の項に掲げる原材料器官等のうち牙及びその加工品に係る特定器官等 




 一 前条第一号に掲げるもの 重量が１キログラム以上，最大寸法が20センチメートル以上であり，
かつ，加工品でないこと。 






















   （以下略） 
 





 一 特殊鳥類の譲渡等の規制に関する法律施行令（昭和47年政令第 405号） 






     （以下略） 

















 (1) 設置者別指定管理者（管理受託者を含む）別博物館数 
 
 







      (2) 種類別博物館数 
 
設置者別 登録博物館及び博物館相当施設別 博物館数 
－500－ －572－ 
－573－ 






種類別 設置者別 博物館数 
－576－ 
 (4) 種類別設置者別博物館数 
 
－577－ 













































設置者別 指定管理者（管理受託者を含む）別 博物館類似施設数（2－1） 
－511－ －583－ 







種類別 所管別 博物館類似施設数（公立のみ） 

















































 (1) 博物館 
  ① 博物館数の推移 
年度 
区分 
43 46 50 53 56 59 62 2 5 8 11 14 17 
国 立 28 30 28 28 28 27 28 28 28 29 26 21 2
独 立 行 政 法 人     10 24
都 道 府 県 立 43 54 67 79 94 100 104 109 123 132 145 152
市町村，組合立 
150
121 132 155 190 230 254 283 314 395 417 463 515









そ の 他 
160 181 
75 87 95 104 101 120 114 114 112 125 144
総 合 博 物 館 55 56 62 75 80 90 100 96 109 118 126 141 156
科 学 博 物 館 43 48 52 59 67 77 83 81 89 100 105 102 108
歴 史 博 物 館 83 97 113 136 174 211 224 258 274 332 355 383 405
美 術 博 物 館 77 85 101 135 160 193 223 252 281 325 353 383 423
野 外 博 物 館 4 4 3 5 4 8 8 11 9 11 13 11 13
動 物 園 22 26 28 29 30 34 35 35 31 33 28 31 32
植 物 園 18 18 19 18 23 21 20 21 22 18 16 17 12













水 族 館 31 35 25 27 30 36 36 38 37 39 39 42 38
  338 375 409 493 578 676 737 799 861 985 1,045 1,120 1,196
（注）１．博物館法上の「登録博物館」及び「博物館相当施設」の数である。 
   ２．「登録博物館」とは，地方公共団体，民法第34条の法人，宗教法人，日本赤十字社，日本放送協
会が設置する博物館で登録をうけたものをいう。 




  ② 設置者別館数 
公      立 
区  分 計 国 立 
独立行
政法人 小 計 都道府県 市（区） 町 村 組 合 
私 立
 計 676 27 324 94 196 33 1  325
59 登 録 博 物 館 446 － 243 79 137 26 1  203
 博物館相当施設 230 27 81 15 59 7 －  122
 計 737 28 354 100 214 39 1  355
62 登 録 博 物 館 513 － 279 88 158 32 1  234
 博物館相当施設 224 28 75 12 56 7 －  121
 計 799 28 387 104 234 47 2  384
２ 登 録 博 物 館 562 － 305 91 175 38 1  257
 博物館相当施設 237 28 82 13 59 9 1  127
 計 861 28 423 109 257 54 2 1 410
５ 登 録 博 物 館 619 － 337 95 193 46 2 1 282
 博物館相当施設 242 28 86 14 64 8 － － 128
 計 985 29 518 123 311 79 4 1 438
８ 登 録 博 物 館 715 － 421 110 244 63 3 1 294
 博物館相当施設 270 29 97 13 67 16 1 － 144
 計 1,045 26 549 132 323 91 2 1 470
11 登 録 博 物 館 769 － 450 117 255 75 2 1 319
 博物館相当施設 276 26 99 15 68 16 － － 151
 計 1,120 21 10 608 145 358 101 3 1 481
14 登 録 博 物 館 819 － － 493 126 281 82 3 1 326
 博物館相当施設 301 21 10 115 19 77 19 － － 155
 計 1,196 2 24 1,170 152 438 72 3 2 503
17 登 録 博 物 館 856 － － 865 126 344 60 3 1 331
 博物館相当施設 331 2 24 305 26 94 12 － 1 172
 
  ③ 館種別館数の推移 















 計 676 90 77 211 193 8 34 21 6 36 
59 国 立 27 2 8 4 2 2 0 6 0 3 
 公 立 324 67 37 108 71 2 21 6 4 8 
 私 立 325 21 32 99 120 4 13 9 2 25 
 計 737 100 83 224 223 8 35 20 8 36 
62 国 立 28 2 9 4 2 2 0 6 0 3 
 公 立 354 74 40 115 86 2 21 4 4 8 
 私 立 355 24 34 105 135 4 14 10 4 25 
 計 799 96 81 258 252 11 35 21 7 38 
２ 国 立 28 3 8 4 2 1 0 7 0 3 
 公 立 387 76 42 138 91 3 21 4 3 9 
 私 立 384 17 31 116 159 7 14 10 4 26 
 計 861 109 89 274 281 9 31 22 9 37 
５ 国 立 28 3 8 4 2 1 0 7 0 3 
 公 立 423 85 45 152 103 3 18 4 4 9 
 私 立 410 21 36 118 176 5 13 11 5 25 
 計 985 118 100 332 325 11 33 18 9 39 
８ 国 立 29 2 9 4 3 2 － 6 － 3 
 公 立 518 94 57 194 132 3 20 5 4 9 
 私 立 438 22 34 134 190 6 13 7 5 27 
 計 1,045 126 105 355 353 13 28 16 10 39 
11 国 立 26 4 9 2 3 1 － 5 － 2 
 公 立 549 98 60 205 145 5 19 4 4 9 
 私 立 470 24 36 148 205 7 9 7 6 28 
 計 1,120 141 102 383 383 11 31 17 10 42 
14 国 立 21 3 7 2 1 1 － 5 － 2 
 独 法 10 － 1 2 6 － － 1 － - 
 公 立 608 109 61 226 166 5 21 3 4 13 
 私 立 481 29 33 153 210 5 10 8 6 27 
 計 1,196 156 108 405 423 13 32 12 9 28 
17 国 立 2 2 － － － － － － － － 
 独 法 24 6 6 4 5 1 － 1 － 1 
 公 立 667 117 67 241 191 5 23 4 4 15 
 私 立 503 31 35 160 227 7 9 7 5 12 
 －590－ 
  ④ 博物館類似施設 
   ア 博物館類似施設の設置者別館数の推移 
区 分 計 国 立 都道府県立 独立行政法人 市区町村・組合立 私 立  
平成２年度 2,169  31 121  1,460 557  
平成５年度 2,843  41 158  1,935 709  
平成８年度 3,522  43 190  2,400 889  
平成11年度 4,064 128 217  2,756 963  
平成14年度 4,243 124 257  6 2,927 929  
平成17年度 4,418 127 266 44 3,090 891  
 
   イ 博物館類似施設の館種別館数の推移 
区 分 計 総 合 科 学 歴 史 美 術 野 外 動 物 植 物 動植物 水 族
平成２年度 2,169 126 180 1,459 246 17 44 54 13 30
平成５年度 2,843 129 213 1,915 370 29 50 80 21 36
平成８年度 3,522 177 283 2,272 520 48 51 111 19 41
平成11年度 4,064 219 330 2,561 634 71 65 128 17 39
平成14年度 4,243 225 342 2,708 651 85 62 124 13 33
平成17年度 4,418 262 366 2,795 664 93 63 121 16 38
 





    ※博物館法上国立の 




   ２ 
博物館類似施設 
  4,418 
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  ⑥ 博物館の事業実施件数（１博物館当り） 
（平成16年度間） 
区 分 計 
総 合 













計 32.9 (102.6) 41.6 78.0 21.0 24.6 47.1 30.1 33.3 62.4 64.5
講 演 会 6.9 ( 92.5) 6.7 6.9 5.6 7.6 5.3 19.7 9.0 2.7 4.7
研 究 会 6.6 ( 64.7) 5.3 5.5 5.6 7.9 1.0 6.3 10.3 12.0 11.3
学級・講座 27.9 ( 80.5) 35.0 56.1 19.0 17.3 59.1 20.0 50.0 46.5 64.4




  ⑦ 平成16年度間の博物館開館状況（平成16年度間未開館や平成17年度新設間を除く。） 
    年間250日以上299日以下開館する博物館数 347館（29.2％） 
    年間300日以上349日以下開館する博物館数 474館（39.9％） 
    年間350日以上開館する博物館数 176館（14.8％） 
    日曜日に開館する博物館数 1,034館（87.0％） 
    １日の開館時間が７時間以上８時間未満である博物館数 318館（26.8％） 
    １日の開館時間が８時間以上である博物館数 759館（63.9％） 
「平成17年度社会教育調査」（文部科学省）より作成 
 
  ⑧ 博物館における情報提供方法 
























  ⑩ 博物館の入館者数の推移 
区  分 計 総合博物館 科学博物館 歴史博物館 美術博物館 
昭和55年度間 116,278,261  4,104,651 13,768,809 26,448,538 16,561,597 
昭和58年度間 109,167,316  5,826,314 13,207,201 18,879,175 19,472,886 
昭和61年度間 120,191,253  7,134,327 12,117,280 19,245,544 21,687,325 
平成元年度間 130,321,892  6,577,516 12,562,835 18,582,954 32,127,341 
平成４年度間 134,334,844 12,529,128 12,905,951 19,478,324 28,233,413 
平成７年度間 124,073,770 10,233,484 15,115,587 19,396,049 25,667,532 
平成10年度間 113,273,000 10,073,000 12,806,000 17,849,000 25,034,000 
平成13年度間 113,977,000  9,249,000 12,334,000 19,617,000 28,071,000 
平成17年度間 117,854,000 10,106,000 12,658,000 17,101,000 33,472,000 
      
区  分 野外博物館 動 物 園 植 物 園 動植物園 水 族 館 
昭和55年度間 1,173,586 26,264,826 5,864,895 11,798,396 10,292,963 
昭和58年度間 2,382,219 26,763,183 4,293,201  6,170,443 12,172,694 
昭和61年度間 1,677,831 29,410,143 4,717,659 10,346,033 13,855,111 
平成元年度間 3,574,504 28,480,391 4,882,580  8,653,366 14,880,405 
平成４年度間 3,594,601 23,617,535 5,560,115 11,363,820 17,051,957 
平成７年度間 2,961,250 20,251,536 2,679,475  8,898,032 18,870,825 
平成10年度間 3,087,000 16,756,000 3,279,000  6,218,000 18,171,000 
平成13年度間 1,362,000 17,603,000 2,625,000  5,953,000 17,163,000 
平成17年度間 2,687,000 18,197,000 2,182,000  4,300,000 17,151,000 
（注）１．諸集会事業への参加者を除く。 




  ⑪ 登録博物館・博物館相当施設・博物館類似施設の主な相違点 



























登 録 又 は 










































設 置 数 
( 1 7 . 1 0 . 1 ) 
865館 
 
 公立 534  民法法人立 308 
      宗教法人立等 23 
331館 
 
 国立        2 
 独立行政法人   24 
 公立      133 
 民法法人立    51 
 その他立    121 
4,418館 
 
 国立      127 
 独立行政法人   44 
 公立     3,356 
 民法法人立   244 
 その他立    647 
 






 (2) 博物館職員 
  ① 博物館職員数の推移 
（単位：人） 
   53  56   59 62 2 5 8 11   14  17
26 23 24 27 25 25 28 25 21 2
館 長 
( 20) ( 7) ( 6) ( 8) ( 5) ( 6) ( A    5) ( 6) ( 4) ( 1)
68 55 77 63 75 47 50 62 30 14
学 芸 員 
( 42) ( 52) ( 59) ( 50) ( 56) ( 35) ( B   39) ( 52) ( 20) ( 13)
523 394 444 346 354 355 449 482 208 18そ の 他 の 
職 員 ( 369) ( 345) ( 368) ( 286) ( 253) ( 279) ( C  290) ( 294) ( 134) ( 12)









( 431) ( 404) ( 433) ( 344) ( 314) ( 320) ( D  334) ( 352) ( 158) ( 26)
    10 24
館 長 
    ( 7) ( 13)
    56 175
学 芸 員 
    ( 56) ( 157)
    688 668そ の 他 の 
職 員     ( 385) ( 343)









    ( 448) ( 513)
218 256 315 348 380 411 504 544 605 658
館 長 
( 172) ( 171) ( 172) ( 186) ( 191) ( 209) ( 269) ( 272) ( 296) ( 310)
467 663 898 1,091 1,260 1,489 1,824 2,004 2,266 2,558
学 芸 員 
( 433) ( 614) ( 781) ( 971) ( 1,114) ( 1,327) ( 1,588) ( 1,774) ( 2,039) ( 2,250)
2,645 3,015 3,519 3,569 3,811 4,409 5,199 5,511 5,918 6,675そ の 他 の 
職 員 ( 2,368) ( 2,702) ( 2,805) ( 2,795) ( 2,987) ( 3,305) ( 3,617) ( 3,476) ( 3,553) ( 3,708)









( 2,973) ( 3,487) ( 3,758) ( 3,952) ( 4,202) ( 4,841) ( 5,474) ( 5,522) ( 5,888) ( 6,268)
238 261 304 340 368 369 419 463 476 498
館 長 
( 175) ( 182) ( 165) ( 169) ( 173) ( 200) ( 199) ( 232) ( 243) ( 251)
453 477 558 650 731 802 937 1,028 1,041 1,080
学 芸 員 
( 336) ( 396) ( 433) ( 497) ( 558) ( 620) ( 742) ( 791) ( 806) ( 831)
2,838 3,653 4,228 4,075 4,425 5,032 4,790 5,092 5,203 4,987そ の 他 の 
職 員 ( 2,630) ( 3,242) ( 3,590) ( 3,352) ( 3,748) ( 3,963) ( 3,925) ( 4,037) ( 3,924) ( 3,636)









( 3,141) ( 3,820) ( 4,188) ( 4,018) ( 4,479) ( 4,783) ( 4,866) ( 5,060) ( 4,973) ( 4,718)
482 540 643 715 773 832 951 1,032 1,112 1,182
館 長 
( 367) ( 360) ( 343) ( 363) ( 369) ( 415) ( 473) ( 510) ( 550) ( 575)
988 1,195 1,533 1,804 2,066 2,338 2,811 3,094 3,393 3,827
学 芸 員 
( 811) ( 1,062) ( 1,273) ( 1,518) ( 1,728) ( 1,982) ( 2,369) ( 2,617) ( 2,921) ( 3,251)
6,006 7,062 8,191 7,990 8,590 9,796 10,438 11,085 12,017 12,345そ の 他 の 
職 員 ( 5,367) ( 6,289) ( 6,763) ( 6,433) ( 6,898) ( 7,547) ( 7,832) ( 7,807) ( 7,996) ( 7,699)
7,476 8,797 10,367 10,509 11,429 12,966 14,200 15,211 16,522 17,354
     









          
（注）１．博物館法上の「登録博物館」，「博物館相当施設」の職員数である。 
   ２．括弧内の数は，専任職員数である。 
 －596－ 
  ② １館当たりの職員数 
（単位：人） 








博物館 動物園 植物園 
動 植 
物 園 水族館
計 14.5 15.1 16.5 9.7 12.1 29.3 52.8 25.0 48.3 35.9
専 任  9.6 (100.0％) 10.0 10.9 5.7 7.5 12.3 46.4 20.3 33.8 29.4
館 長  0.5 (  5.0％) 0.5 0.5 0.4 0.4 0.6 0.9 0.6 1.0 0.8
 学 芸 員  2.7 ( 28.2％) 4.1 3.0 2.3 2.7 1.8 1.9 0.9 0.8 3.2
 学芸員補  0.3 (  3.0％) 0.1 0.8 0.1 0.1 0.2 0.5 0.1 0.2 3.0
 そ の 他  6.2 ( 63.8％) 5.3 6.5 2.9 4.2 9.7 43.1 18.7 31.8 22.4
兼 任  0.9 0.9 0.9 1.0 0.8 0.3 0.2 1.3 3.0 1.0
非 常 勤  4.0 4.2 4.7 3.0 3.8 16.7 6.2 3.4 11.6 5.5
 
  ③ 文部科学省の行う学芸員等研修の実施状況（平成18年度間，文化庁関係は除く） 















































 １ 地方公共団体等に対する支援 
  ① 地域と共に歩む博物館育成事業（文部科学省社会教育課） 




  ② 社会教育を推進するための指導者の資質向上等（文部科学省社会教育課） 
    地域における生涯学習の一層の推進を図る上で重要な役割を担う学芸員等の社会教育に関する
専門職員を対象に，専門的・技術的な研修を行い一層の資質の向上を図る。 
 
  ③ 地域の科学舎推進事業（文部科学省基盤政策課） 




 ２ 博物館関係団体に対する支援 
  ① 芸術拠点形成事業〔展覧会事業等支援〕（文化庁美術学芸課） 
    地域の文化芸術拠点としての役割を担う公私立の美術館・歴史博物館が，地域の中核館として，
さらにその機能が充実するような支援を行っている。 






  ② 芸術文化振興基金による助成（独立行政法人日本芸術文化振興会） 




























































































































  また，市町村立博物館については，特別交付税の算定において一定の財政措置が行われている。 
 
  ○平成18年度「社会教育施設費」のうち博物館関連経費 単位費用積算（道府県分） 
測 定 単 位 人口 170万人 
経 費 区 分 経 費 積 算 内 容 
 給 与 費 
 報   酬 
 需 用 費 等 
  ９４，２００千円 
     ２７９千円 















   ９，４３８千円 
 
施設使用料 
 ※ 委託費は，博物館以外の経費も含めたもの。 
 
４ 私立博物館に対する支援措置について
  Ⅳ 博物館の設置・活動等に対する主な補助制度 














 １ 博物館に関する調査研究 
  (1) 「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議」の設置（文部科学省社会教育課） 




    調査研究事項は， 
    (1) 博物館法の博物館について 
    (2) 博物館の登録制度の在り方等，博物館評価について 
    (3) 学芸員制度の在り方について 
   等であり，平成18年度末を目処に報告書をとりまとめる予定である。 
  (2) 誰にもやさしい博物館づくり事業（文部科学省社会教育課） 






 ２ 独立行政法人国立科学博物館の充実 
  ① 標本資料・保管 －ナショナルコレクション構築－ 
    標本資料センター及び分子生物多様性センターの設置，標本資料の散逸を防ぐセーフティネッ
トの整備等，ナショナルコレクションの体系的構築を図り，人類共有の財産として将来にわたり
継承する。 
  ② 科学系博物館情報ネットワーク「サイエンスミュージアムネット」の推進 
    全国の科学系博物館のホームページや標本資料情報の横断検索等，全国の大学，科学系博物館
とのネットワーク化を推進し，自然史標本については，ＧＢＩＦ（世界規模生物多様性情報機構）
を通じて世界に発信する。 
  ③ 学芸員専門研修アドバンスト・コース 
    学芸員を対象とした学芸員専門研修を実施している。 
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  ④ 大学パートナーシップ事業 




  ⑤ サイエンスコミュニケータ養成実践講座 
    国立科学博物館の資源や環境を活用した理論と実践を組み合わせた対話型学習で，人々の意識，
意欲，知識，技術を総合する「つながる知の創造」を目指す。修了したものは，「国立科学博物館
認定サイエンスコミュニケータ」と認定される。 
  ⑥ 博物館の達人・野依科学奨励賞 
    小中学生の博物館を活用した学習を推進するため，達人認定制度を実施している。また，優れ
た小論文を提出した小中学生，優れた教育実践を行った教員，学芸員等を表彰している。 
  ⑦ ボランティア育成・普及事業 
    ボランティアの募集・研修・登録を行い，ボランティア活動の場を提供するとともに，来館者
に対する学習援助及びサービスの向上を図っている。平成16年度からは，展示室で案内や学習支
援活動などを行う展示学習支援ボランティア制度を導入した。 
  ⑧ バーチャルミュージアム推進事業 
    最新のマルチメディアを活用した博物館機能の高度化・情報化を実現し，バーチャルミュージ
アムとして，自然観察や科学実験等の学習資源コンテンツをインターネット等を活用して提供す
る事業を実施している。 
    また，全国の博物館ボランティア及び担当職員が，博物館ボランティア活動の一層の充実と普
及のための課題について研究協議を行う全国博物館ボランティア研究協議会を隔年度で開催して
いる。 
  ⑨ 「科博コラボ・ミュージアム」事業 
    各地の博物館等施設と連携して，地域性のある展示を始めとする博物館イベントを実施する。 
  ⑩ 産業技術史資料情報センターの運営 
    産業技術史資料の収集，評価，保存・公開及び重要資料の台帳への登録並びにこれらに係る情
報の提供等を実施している。 
 
 ３ 独立行政法人国立美術館の充実 
  ① 巡回展の実施 
    独立行政法人国立美術館において，地域住民の鑑賞機会の充実及び美術の普及を図るため，各
館の所蔵作品による巡回展を実施している。 
    また，平成17年度は京都国立近代美術館において館の所蔵作品による巡回展を実施した。 
     ア．平成17年度国立美術館巡回展   愛媛県美術館 
                       宮崎県立美術館 
     イ．東京国立近代美術館工芸館巡回展 北海道立釧路芸術館 
                       秋田市立千秋美術館 
     ウ．京都国立近代美術館巡回展    水野美術館 
                       豊橋市美術博物館 
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                       ＭＯＡ美術館 
                       新潟県立万代島美術館 
  ② 優秀映画鑑賞推進事業の実施 
    東京国立近代美術館フィルムセンターにおいて，広く国民に優れた映画鑑賞の機会を提供する
ため，文化庁との共催により日本各地の公立文化施設等と連携・協力して，映画フィルムの巡回
上映を実施している。 
  ③ 作品解説ボランティアの育成・普及事業の実施 
     ア．東京国立近代美術館においては，平成15年５月から常設展の作品解説ボランティア「Ｍ
ＯＭＡＴガイドスタッフ」を導入，所蔵作品解説を実施している。登録人数31名。 
     イ．東京国立近代美術館工芸館においては，平成16年６月から作品解説等ボランティア「工
芸館ガイドスタッフ」を導入，作品解説等を実施している。登録人数32名。 
     ウ．京都国立近代美術館においては，「京都市博物館ふれあいボランティア」と連携し，ボラ
ンティアによるアンケートの聞き取り調査と各種印刷物等の発送業務を実施している。 
     エ．国立西洋美術館においては，平成16年度からボランティア制度を導入し，教育普及プロ
グラム及び小・中・高校生の団体を対象とした常設展でのスクール・ギャラリートークを
実施している。登録人数19名。 
     オ．国立国際美術館においては，美術館の活動，運営の補助を行う大学生を対象としたボラ
ンティア制度を平成15年度から導入している。登録人数53名。 
  ④ 国立美術館キュレーター研修の募集の実施 
    これまでの「国立美術館キューレーター実務研修」を見直し，研修期間の弾力化・募集対象の
変更・手続きの簡素化を図り，「平成18年度国立美術館キュレーター研修」の募集を実施した。 
  ⑤ 「国立美術館の教育普及事業に関する委員会」の設置 




 ４ 独立行政法人国立博物館の充実 
  ① 巡回展の実施 






  ② キューレーター実務研修 
    全国の博物館・美術館等の学芸担当職員を対象として，国立博物館において，展覧会事業やそ
の他日常業務を担当していただき，専門的知識や技術の向上を図っている。平成17年度は東京国
立博物館にて鹿児島県から学芸員を受入れ，２ヶ月程度の研修を実施した。 
  ③ 博物館所蔵の考古資料相互活用促進事業 





  ④ 列品貸与及び展示指導・助言等 




  ⑤ 公私立博物館・美術館に対する援助・助言の推進 




   ・科学研究費補助金による調査研究の実施 





   ・公私立博物館・美術館が実施する研修会への協力 
     修理技術関係者等の研修会に講師として協力している。 
 【奈良国立博物館】 
   ・展覧会の企画・監修 
     公私立の博物館・美術館が開催する展覧会において企画・監修の立場から協力している。平
成17年度は「円空さん」（平成17年７月30日～９月11日 名古屋市博物館）などに協力した。 
 【九州国立博物館】 
   ・教員向け研修会の実施 








 ５ 大学における学術標本の収集・保存及び大学博物館の整備（文部科学省学術機関課） 
   各大学においては，学術研究上重要な動物・植物・化石・鉱物及び出土遺物等の学術標本の収集
を行い，多方面の利用者が活用できるよう画像データベース化等を図るとともに，組織体制や施設
の整備にも努めているところである。 

















   「国立歴史民俗博物館」においては，年３～４回の企画展を実施している。 
     ○平成17年度企画展 
      「東アジア中世海道」 
      「水辺と森と縄文人」 
      「夏の風景・紀州徳川家伝来の楽器」 
      「うたのちから－和歌の時代史－」 
      「新収資料の公開」 
     ○平成18年度企画展 
      「日本の神々と祭り－神社とは何か？－」 
      「佐倉連隊にみる戦争の時代」 
      「歴史の中の鉄炮伝来－種子島から戊辰戦争まで－」 
      「日本の建築」 
      「西のみやこ 東のみやこ－描かれた中・近世都市－」（予定） 
      「新収資料の公開」 
 
   また，平成５年度から各地方の博物館の協力を得て，特別企画展示の巡回展を実施している。 
     ○平成18年度巡回展 
      「鉄炮伝来－種子島から戊辰戦争まで－」 
        長浜市立長浜城歴史博物館 
        和歌山市立博物館 
        香川県歴史博物館 
 
   「国立民族学博物館」においては，平成元年度から，内外の博物館，大学等の協力を得て，特別
展，企画展等を実施している。 
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     ○平成17年度特別展 
      「きのうよりワクワクしてきた。」 
      ブリコラージュ・アート・ナウ 日常の冒険者たち 
      「インド サリーの世界」 
     ○平成17年度企画展 
      「アフリカのストリートアート展」 
      「模型で世界旅行 －いろんな国の＜私の風景＞－」 
      「学校がみんぱくと出会ったら －博学連携の学びと子どもたちの作品展－」 
      「みんぱく水族館」 
     ○平成17年度みんぱくフォトギャラリ 「ーフィールドワーカーが見た西アフリカと東アジア」 
     ○平成17年度みんぱく＋ギャラリー「中国・雲南のフィールドワークから」 
     ○平成17年度（共催展）「観光芸術展－観光が育てた芸術作品－」 
（京都嵯峨芸術大学との協働による観光芸術展の企画・運営） 
      「雀福姫作品展・韓国伝統衣裳の再現」（京都造形芸術大学） 
     ○平成17年度巡回展 
      「アラビアンナイト大博覧会」（林原美術館） 
      「アラビアンナイト大博覧会」（国際交流基金） 
     ○平成17年，18年度特別展「みんぱくキッズワールド：こどもとおとなをつなぐもの」 
     ○平成18年度特別展「更紗今昔物語 －ジャワから世界－」 
     ○平成18，19年度特別展「聖地・巡礼（課題）」 
     ○平成17，18年度企画展 
      「さわる文字，さわる世界－触文化が創りだすユニバーサル・ミュージアム」 
     ○18年度企画展 
      「みんぱく昆虫館」 
      「臺灣資料展 －一九三〇年代の小川・浅井コレクションを中心として」 
      「世界のおくりもの－こどもとおとなをつなぐもの－」 
       第１回みんぱく図書室所蔵貴重図書展示会「17・18世紀の博物誌～みんぱくの貴重図書
から～」 
     ○平成18年度巡回展 
      「世界大風呂敷展 布で包む ものと心」（名古屋市立博物館） 
      「アラビアンナイト大展覧会」（岡崎市美術博物館） 
      「マンダラ チベット・ネパールの仏たち」（埼玉県立近代美術館） 
 
 ７ 「文化遺産オンライン構想」の推進（文化庁伝統文化課等） 
   文化庁では，総務省と連携を図り，インターネットを通じて国や地方の有形・無形の文化遺産に
関する情報を積極的に公開する「文化遺産オンライン構想」を推進している。 
  (1) 構想の概要 
    我が国が誇る文化遺産の情報に関する本格的なポータルサイトを確立し，文化遺産のインター
ネット上での総覧を実現することを目指して，次の取組を推進している。 
   ① 全国の博物館・美術館等の文化財・美術品情報をはじめとする文化遺産のアーカイブ化を促
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進すること。 
   ② それらの文化遺産情報を集約化し，必要な情報を検索できるシステムを整備するとともに，
分野別・地域別等に情報を整理したリンク先を表示し，インターネットで公開すること。 
  (2) 現在の取組状況 
    システムの実証のため，国内向けに日本語による「文化遺産オンライン試験公開版」を平成16
年４月からインターネット上で公開している。 
      （平成19年１月現在 検索対象画像件数   約5,121点， 
                美術館・博物館等リンク 746機関） 
      （URL:http://bunka.nii.ac.jp/ 文化庁ホームページにもリンク有） 
    また，全国の博物館・美術館等が文化遺産オンラインへ参加しやすいようにインターネットを
通じてデータの入力ができる仕組み（入力ツール）を本年度整えたところ。（詳細については，パ
ンフレット「文化遺産オンライン 試行版 登録のご案内」参照） 
  (3) 今後の取組 
    文化遺産オンラインへの入力ツールの利用などを通じて，参加館・団体及び検索対象情報の拡
大を図るとともに，運用状況等を把握分析しつつ，適宜必要な見直しを図り，本格運用に向けて
整備を行っていくこととしている。 
    （なお，入力ツール利用のためのＩＤ，パスワードについては，美術館・博物館等に順次配布
していくこととしているが，ＩＤ，パスワードを早期に入手したい場合は，文化庁伝統文化課の
担当（パンフレット「文化遺産オンライン 試行版 登録のご案内」参照）に連絡いただきたい。 
 
 ８ 「ふるさとの伝承電子図鑑」制作事業（文化庁伝統文化課） 





 ９ 人間国宝の「わざ」と文化財を守る技術の公開事業（文化庁伝統文化課） 




   （平成18年度の開催館及び開催期間） 
   ・愛知県陶磁資料館          平成18年10月７日～11月５日 
   ・千葉県立中央博物館・千葉県立美術館 平成18年11月25日～12月24日 
 
 10 新発見考古速報展－発掘された日本列島2006の実施 






   文部科学省・文化庁における関係審議会等の博物館関連の主な報告等（平成元年以降）は以下の
とおり。 
 
 １ 「新しいデジタル文化の創造と発信（デジタルミュージアムに関する研究会報告書）」 
（平成19年６月19日デジタルミュージアムに関する研究会） 










 ２ 「カビの発生予防と早期発見のために（報告書）」 
（平成19年３月29日カビ専門家対策会合） 
   我が国の貴重な文化財や学術資料等をカビの被害から守るための方策について検討するために設
置されたカビ対策専門家会合において，これまでの検討の結果明らかになった事項や今後の方向性
を報告書として取りまとめたもの。 
   カビ対策のために取り組むべき施策として，人材の育成，カビ対策ネットワークの構築，カビ被
害の実態等に関する調査研究，カビ制御技術の一層の研究開発が挙げられている。 
 
 ３ 「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第２次基本方針）」 
（平成19年２月９日 閣議決定） 







 ４ 「今後の生涯学習の振興方策について（審議経過の報告）」 
（平成16年３月29日中央教育審議会生涯学習分科会） 





 ５ 「新しい情報通信技術を活用した生涯学習の推進方策について（答申）」 
（平成12年11月28日生涯学習審議会） 






 ６ 「生活体験・自然体験が日本の子どもの心をはぐくむ（答申）」 
（平成11年６月９日生涯学習審議会） 
   緊急に取組を求められることとして，地域の子どもたちの遊び場を増やすことが挙げられ，博物
館を子どもたちが楽しく遊びながら学べるようにすることを提言している。 




 ７ 「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について（答申）」 
（平成11年６月９日生涯学習審議会） 





 ８ 「自然科学系学芸員の体系的な現職研修の実施について」 
（平成９年３月 学芸員の資質向上の在り方に関する調査研究協力者会議） 




 ９ 「社会教育主事，学芸員及び司書の養成，研修等の改善方策について（報告）」 
（平成８年４月24日 生涯学習審議会社会教育分科審議会） 
   博物館の専門的職員である学芸員等の資質の向上と専門性の養成を図る観点から，その養成内容
の改善・充実，資格取得の弾力化，研修内容の充実・研修体制の整備等について提言している。 
 
 10 「ユニバーシティ・ミュージアムの設置について（報告）」 
（平成８年１月18日 学術審議会学術情報資料分科会学術資料部会） 




 11 「博物館の整備・運営の在り方について（報告）」 
（平成２年６月29日 社会教育審議会社会教育施設分科会） 







 〒100-8925 東京都千代田区霞が関3-3-1 尚友会館 






 〒101-8301 東京都千代田区神田駿河台1-1 明治大学学芸員養成課程実習室内 
  「博物館學雑誌」「学会ニュース」 TEL 03-3296-4404 
 
・日本ミュージアム・マネージメント学会 
 〒136-0082 東京都江東区新木場 2-2-1 




 〒110-8718 東京都台東区上野公園7-20 国立科学博物館 事業推進部連携協力課内 




 〒104-8325 東京都中央区京橋2-9-2 




 〒150-8440 東京都渋谷区東4-10-28 國學院大學文学部博物館学研究室 
  「全博協研究紀要」「会報」 TEL 03-5466-0251 
 
・日本展示学会 
 〒565-0826 大阪府吹田市千里万博公園1-1 (財)千里文化財団内 





 〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町3-23 文藝春秋新館6F ㈱文化総合研究所内 




 〒110-0007 東京都台東区上野公園7-7 国立西洋美術館内 




 〒425-0052 静岡県焼津市田尻2968-1 ディカバリーパーク焼津 




 〒114-0014 東京都北区田端1-15-11 ティーハイム・アサカ201 




 〒110-0005 東京都台東区台東4-23-10 ヴェラハイツ御徒町402 




 〒135-0064 東京都江東区青梅2-41 科学技術振興事業団 日本科学未来館内 















































 平成20年度 博物館に関する基礎資料 
 






  〒 110-0007 東京都台東区上野公園１２番４３号 
  TEL （０３）３８２３－０２４１ 
  FAX （０３）３８２３－３００８ 
 
